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第 1章 序論

1.1 研究の背景

(1)環境イノベーションに関連する概念

アジア太平洋地域の非公式の環境大臣会合である「エコ・アジア」では,アジア太平洋

地域における環境協力と持続可能な開発の実現に貢献することを目的とし,「アジア太平洋

環境イノベーション戦略プロジェク ト(APEIS:The Asia Pacific Environmental lnnovation

Strategy Project)」 を進めている。このプロジェク トは,実践的な科学的ツール と政策オ

プションを開発・提供することで,環境イノベーションを強化することを目指 している .

また, 日本政府は「新成長戦略」 (2009年 12月 30日 閣議決定)において,「グリーン・

イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略」を位置付けた。これを踏まえて,平成

24年版環境白書では,「環境と経済の間には密接なかかわり合いがあり,世界が直面する環

境制約に対応していくためには,双方を単にトレー ドオフの関係として捉えるのではなく,

持続的な好循環を生み出していく関係として,その実現を目指すことが重要」であり,こ

うした社会システムを実現させる原動力が,「グリーン・イノベーション,すなわち,エネ

ルギー・環境分野におけるイノベーション」であると記述している。

これらの政策に示されるイノベーションは,単なる技術革新をさしているのではない .

平成 24年版環境白書でも引用しているように,経済学者 Jo A.Schumpeter(1912)。 は,イ

ノベーションという内的要因が経済発展の主要な役害1を果たすと述べ,イ ノベーションの

例として,単なる技術革新だけではなく,新製品開発,新生産方法の導入,新マーケット

の開拓,新たな資源 (の供給源)の獲得,組織の改革等を挙げ,既存の価値を破壊して新

しい価値を創造していくこと (創造的破壊)が経済成長をもたらすことを主張している。

つまり,イ ノベーションとは,多面的で統合的な意味を持つ .

一方,イ ノベーションを論 じるとき,主に農業分野でのイノベーション普及の知見をま

とめた E.M.Rogers(1983)の の定義を抜きにすることはできない。E.M.Rogersは ,イ ノベ

ーションを「個人もしくは,他の採用単位 (主体)によつて新 しいものと知覚されたアイ

ディア,行動様式,物」と定義し,イ ノベーションの普及曲線や普及速度の規定要因,普

及促進機関の役割等を整理している .

」.A.Schumpeterと E.M.Rogersの 両者において,イ ノベーションの定義に違いがある。

J.A.Schumpeterは ,対象の開発,導入等のように動的に変化する状態としてイノベーショ

ンを定義している。E.M.Rogersは ,普及する新たな対象そのものとイノベーションと定義

-1-



している:前者がイノベーションの影響プロセスに着日しているのに対し,後者はイノベ

ーションの普及プロセスに着目しているために,定義の違いが生じている。

(2)本研究における環境イノベーションの定義

本研究では,環境分野に限定し,イ ノベーションの普及と社会経済システムの相互作用

に着目する。つまり,イ ノベーションの影響プロセスと普及プロセスの両方に着日し,そ

れらの相互作用を高める方法を検討する.こ の意味で,本研究におけるイノベーションを

捉える視点は,」.A.Schumpeterと E.M.Rogersの視点を合体したものである。このため,イ

ノベーションの定義はどちらに依拠してもかまわないが,」.A.Schumpeterの定義に依拠す

ると,イ ノベーシヨンが社会経済システムに与える片方向の動態を重視することになり,

イノベーシヨンと社会経済システムの相互作用に着目した研究を行 うためには,

Eo M.Rogersの定義が扱いやすい。イノベーシヨンと社会経済システムの相互作用は,

J.A.Schumpeterが 注目する動態を包含するものであり,それを否定的に扱うものでない。

以上を踏まえ,本研究は環境分野でのイノベーシヨンを指す 「環境イノベーション」と

いう用語を用いるが,E.M.Rogersに よる定義を環境分野に当てはめ,「環境イノベーション

とは,環境に配慮した意識や行動,製品・機器等の総称である」と定義する。

ここで,イ ノベーシヨンとは画期的な社会経済,企業経営等の変化をもたらすものだけ

を指すわけではない。企業経営の分野では,T.Davilaら (2006)の のように,イ ノベーシ

ョンの種類をインクリメンタル・イノベーション (既存の製品やビジネス・プロセスにガヽ

さな改善を加えるイノベーシヨン)と ,ラディカル・イノベーシヨン (新 しい商品やサー

ビスをまつたく新しい方法で提供するイノベーシヨン)に区別する.この両者は,どちら

が重要というわけでなく,両者とも企業経営の革新において重要であり,イ ンクリメンタ

ルかラジカルかの特性に応じて,マネジメントの方法が異なることが指摘されている。

「環境イノベーション」においても,イ ンクリメンタル・イノベーションとラディカル・

イノベーシヨンの両者の明確な線を引けるわけではないが, どちらの程度が強いかという

相対的な比較をすることが可能である。本研究で取り上げる住宅用太陽光発電は,省エネ

ルギー型の家電製品のように,これまでの製品を代替する製品ではなく,これまで無かっ

た製品を新たに導入する新規投資型の製品である.この意味では,住宅用太陽光発電は相

対的に個人世帯にとつてラディカル・イノベーシヨンの特性が強いといえる。一方,本研

究では, 日常生活における省エネルギー行動や環境に配慮した買い物行動,環境関連の学

習会・社会活動への参力日等といつた環境配慮行動についても「環境イノベーシヨン」とし

て扱 う。これらの環境配慮行動は,これまでの生活行動に環境配慮という改善を加えるも

ので,イ ンクリメンタルな環境イノベーシヨンと定義することができる.
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(3)環境イノベーションの普及における地域施策の役割

今日の環境政策においては,「環境イノベーション」の普及の重要性が高まつている。な

ぜなら,環境問題の原因となる環境負荷の発生源が不特定多数化しているからである。広

範に数多く存在する不特定多数者が,「環境イノベーション」を採用し,「環境イノベーシ

ョン」当たりの環境負荷削減原単位は小さくとも,それに「環境イノベーション」の普及

量の多さを乗じ,全体としての大きな環境負荷削減を達成することが必要になっている。

「環境イノベーシヨン」の普及においては,地方自治体による地域に密着した環境施策

の役割が重要である.1990年代以降,国をあげた政策課題となつてきた地球温暖化問題で

は,チームマイナス 6%と銘打ち,国民運動 (キャンペーン)が進められ,ク ールビズの普

及等において,一定の成果が得られてきた。さらに,温室効果ガス削減の中長期的目標を

達成のため,再生可能エネルギー設備,省エネルギー機器,省エネルギー行動等といつた

「環境イノベーシヨン」の普及が進められている。

これと連動して,地域における「環境イノベーシヨン」の普及事業も活発になつている。

普及指導員制度や家庭の省エネ診断,地域独自のエコポイント事業等が進められている。

地方自治体は,生活者に近い目線から,地域に密着した普及施策が可能であり,特に民生

家庭部門の二酸化炭素排出量の削減において地域政策の役割が期待されている.

「環境イノベーシヨン」の普及のためには,国家レベルでの市場の枠組みづくりや規制

の整備といつた トップダウン型のアプローチのみならず,地域環境施策が梃 となって地域

を単位とした取組を展開させ,相互に響きあうようなボ トムアップ型のアプローチが必要

である。後者は前者の限界を補完し,地域特性を反映した,き め細かい効果的な対策を可

能とする。

④ 環境イノベーションの普及と地域環境力の形成の相互作用

地域における「環境イノベーシヨン」の普及を規定する重要な要素が「地域環境力」で

ある.住民等の行動や地域内で活動は,地域住民等の環境配慮意識や環境問題に係わる人

間関係 (すなわち,社会関係資本)を基盤として,主体相互の影響により形成されると考

えられる。こうした主体の意識や社会関係資本が,「地域環境力」である。

詳細は第 2章に記述するが,「地域環境力」とは,これまでの行政施策→や代表的な先行

研究 のを踏まえ,「環境問題の解決に向けた,地域内の住民や事業者,行政等の主体性と関

係性に基づく潜在的能力」と定義することができる。ここで主体性とは,各アクターが環

境問題の解決に自らの意思で取り組もうとする意識や能力,行動実態等を示す。関係性と

は社会関係資本と同義である。R.Putnam(1993)の によれば社会関係資本には,結合型社会

関係資本と橋渡し型社会関係資本があり,前者は家族や近隣等の同質性が強い結びつき,

-3-



後者は組織や地域を越えた異質性を結びつける。組織としては,結合型社会関係資本は地

縁型組織,橋渡し型社会関係資本はテーマ型組織に対応する。

一方,地域環境施策において重要なことは,「環境イノベーション」の普及を直接的な目

的とした施策 (いわゆる普及啓発施策)を実施することだけではない.普及啓発に留まら

ず,地域における環境関連計画への参加や環境保全活動の協働等を住民の環境配慮意識・

行動を変容させる機会とし,環境保全を通じて,住民の意識や行動を変えていくというょ

うな人づくりを時間軸で積み重ねることが重要である。

ここで,「地域環境力」は「環境イノベーション」の普及要因であるとともに,「環境イ

ノベーション」の普及が「地域環境力」を形成する要因になるという相互作用を捉えるこ

とが重要である。本研究で取り上げる住宅用太陽光発電でいえば,本藤・馬場 (2007)の 等

は太陽光発電の設置により設置者及びその家族の意識変化があることを指摘している。

しかしながら,「地域環境力」を取り巻く諸条件は 3つの側面で変化しつつある。1つめ

は,地域における環境政策の取組課題の変化である。身近な生活環境 (水 ,大気,緑等)

の問題は深刻な状況は改善されてきている一方,地球温暖化等のように環境問題のグロー

バル化が進展してきた。地域課題と環境問題の距離感が拡大し,地縁型組織が環境問題を

扱いにくくなっている状況が懸念される。2つめは地域住民をつなぐ組織の変化である。村

落共同体的な地縁型組織の弱体化が進行し,一方で NPO等のテーマ型活動組織の台頭が見

られる。従来の地縁型組織とテニマ型活動組織同士の補完,代替,連係関係の形成が注目

されるところである。3つめに,地域における環境施策が継続的に実施され,その積み重ね

の成果が出てきていることである。地方自治体において環境基本計画,エネルギー関連計

画,地球温暖化防止に係る計画が策定され,行政施策が実践されてきたのは,1990年代中

盤からの動きである。これらの施策を 10年以上実施してきている地域では,その効果とし

て住民意識や地域の主体間の関係に変化が起きている可能性がある。

以上のように,「地域環境力」の形成は「環境イノベーション」の普及と相互作用の関係

にあり,また「環境イノベーション」の普及が重要であるとともに,「地域環境力」の形成

自体が地域環境政策の重要な目標となる.地球温暖化問題等の取組課題の変化,NPO等のテ

ーマ型活動の台頭,地域施策の積み重ね効果等といった諸状況の変化を踏まえ,「環境イノ

ベーションの普及と地域環境力の形成」の相互作用を高めるような地域環境施策のデザイ

ンが求められている.
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1.2 研究の視点と目的

(1)研究の視点

本研究では,「環境イノベーション」の普及と「地域環境力」の向上の両方が地域環境施

策の目標として重要であるという認識に立ち,「環境イノベーションの普及と地域環境力の

相互作用」に着目する。

この相互作用の関係を図 1「1に整理した。図 1-1に示すヒューマンウエアが「地域環境

力」に相当する。「環境イノベーション」の普及を支える人間システムは,ヒ ューマンウエ

ア以外に,ハー ドウエア (人工施設), ソフトウエア (制度や情報等)で構成される。この

3つの基盤が相互に補完し合い,地域にある自然システムを活用して,地域における「環境

イノベーション」の普及を促し,継続・進化させる.

そして,「環境イノベーション」の普及によるフィー ドバックとして,人間システムや自

然システムを変容させ,強固にする。こうした時間軸でのダイナミズムを地域で形成する

ことが,「環境イノベーションの普及と地域環境力の相互作用」の向上の姿である .

つまり,地域環境施策においては,「環境イノベーション」の普及と「地域環境力」の形

成を別々の目標と捉えるのではなく,相互作用によって両者が発展する動的な状態の形成

を目標とすることが望ましいと考える.

図 1-1 環境イノベーションの普及と地域環境力の相互作用

地域における環境イノベーションの普及

自然システム(潜在的、顕在的)
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(2)研究の目的

本研究の目的は,図 1-1に示す 「環境イノベーションの普及と地域環境力の相互作用」

を明らかにして,こ の相互作用を高めるための施策を検討することにある。

この際,本研究では,地域における取組との融合が課題になっている地球温暖化問題 ,

あるいは地域において普及施策が活発化している住宅用太陽光発電の普及に焦点を当てる。

また,相互作用のダイナミズムを全体的に捉えるためには,特定地域で掘 り下げた研究

を行 う必要があり,本研究では全国屈指の環境先進地と自他ともに認める長野県飯田市を

取り上げる。長野県飯田市は自他とともに認める環境文化都市であり,特に住宅用太陽光

発電の普及や市民共同発電事業による公共施設へ太陽光発電の設置等に力を入れてきた。

また,地区公民館活動に代表される地域活動に熱心に取り組んできており,「環境イノベー

ション」と「地域環境力」,さ らには地域施策の関係を掘 り下げて観察することができる。

本研究の目的は 3′点である。第 1に住宅用太陽光発電に着目して,「環境イノベーション

の普及と地域環境力の相互作用」の構造解明を行 う。第 2に飯田市という特定地域に着目

して,同市の環境施策等が「環境イノベーションの普及と地域環境力の相互作用」に果た

してきた影響構造の解明を行う。さらに,第 3と して,第 1と 第 2の結果を踏まえて,「環

境イノベーションの普及と地域環境力の相互作用」を高める施策のあり方を検討する。

この 3つの目的に対応する分析結果は,第 1の 目的については第 3章 と第 4章に,第 2

の目的については第 4章 と第 5章に記述している。第 3の 目的については,第 3章 と第 4

章,第 5章の全ての分析結果を踏まえて検討する.

1.3 本研究の構成

本研究の構成を図 12に示す。第 2章以降の構成を説明する。

第 2章では,「環境イノベーションの普及と地域環境力の相互作用」に関連する政策や研

究の状況を整理し,研究課題と本研究の位置づけと意義を確認する。

第 3章では,全国 WEBモニターアンケート調査 (2010年実施)の回答データをもとに,

住宅用太陽光発電の設置者特性の変化と設置の規定要因の全体的傾向を分析した結果を示

したうえで (3.2節 ),地方自治体における住宅用太陽光発電の設置補助金等の普及支援策

の全体的な傾向を示す (3.3節 )。 次に,これらのデータを組み合わせて,地方自治体にお

ける設置補助金単価の最適解を試算した結果を示す (3.3節 )。 さらに,埼玉県市町村に限

定し,設置補助金の実態調査を行い,設置補助金単価の最適解を詳細に検討した結果を示

すとともに,「地域環境力」という観点も含めて,住宅用太陽光発電の普及に係る地域施策
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のあるべき姿を整理する(3.4節 ).

第 4章 と第 5章では,長野県飯田市をフィール ドとした研究成果を示す。第 4章では ,

長野県飯田市における市民共同発電事業に注目し,飯田市住民アンケー ト調査 (2009年実

施)のデータを用いて,市民共同発電事業が地域住民の意識に与えた影響, さらには住宅用

住宅用太陽光発電の設置意向の形成に与えた影響について,分析した結果を示す (4.2節 ).

また,飯田市住民アンケー ト調査は 2012年にも実施した。このデータから,住宅用太陽光

発電と木質バイオマス機器の設置,あ るいは市民共同発電の出資に関する実態と参加意向

の相違を分析した結果を示し,「環境イノベーション」の種類によつて,「環境イノベーシ

ョン」と「地域環境力」の規定関係が異なることを明らかにする(4.3節 )。

第 5章では,飯田市住民アンケー ト調査 (2009年実施)のデータをもとに,飯田市で実

施されてきた環境施策及び 「地域環境力」と住民の環境意識・行動との関係を分析した結

果を示す (5.2節 )。 さらに,5.2節の結果に飯田市行政,公民館等の関係主体へのヒアリ

ング等調査 (2011年実施)を力日え,飯田市において活発な地区公民館活動と「地域環境力」

あるいは市民共同発電事業等との関係を総合的に整理・考察する (5.3節).

第 6章では,第 5章までの結果をもとに,「環境イノベーションの普及と地域環境力の形

成」の相互作用という視点で総合的に整理する。具体的には,第 3章と第 4章より,住宅

用太陽光発電の普及と「地域環境力」の相互作用の構造を整理する (6.1節).次いで,第

4章 と第 5章より,飯田市の環境施策等が 「環境イノベーション」の普及と「地域環境力」

の形成に果たしてきた成果を整理する (6.2節 )。 最期に,地域環境力との相互作用を高め

ながら環境イノベーションの普及を促す施策のあり方を検討する (6.3節 ).

ここで,図 1-1で示した「環境イノベーションの普及と地域環境力の相互作用」と各章

の関係を整理しておく。第 3章は住宅用太陽光発電という「環境イノベーション」に対す

る「地域環境力」の影響を分析するものであり,影響関係を高めるための地域施策を検討

する。第 4章は市民共同発電という環境施策が住宅用太陽光発電に関する「地域環境力」

を如何に高めたか,さ らにその「地域環境力」の向上が住宅用太陽光発電という「環境イノ

ベーション」の普及にどのようにつながっているかを分析する。また,住宅用太陽光発電

と本質バイオマス機器の設置,市民共同発電への出資の意向の規定要因を分析することで ,

「環境イノベーション」の種類によつて,「環境イノベーション」と「地域環境力」の関係

が異なることを明らかにする.第 5章は,飯田市の環境施策等が,環境配慮行動という「環

境イノベーシヨン」の普及と「地域環境力」の形成, さらにはそれらの相互作用にどのよ

うに寄与してきたかについて,市民共同発電以外の環境施策等も含めて全体像を明らかに

する。

¨
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第■章 序章

第2章 環境イノベーションの普及と地域環境力
の相互作用に関する研究課題

:

1奪国椰 攀1締1及び1持奪県牽1薇

1   言

住宅用太陽光発電の普及と

地域環境力の形成の相互作用

第3章 住宅用太陽光発電の

設置規定要因と

地域における設置補助金

の効果

飯田市の環境施策等による環境

イノベーションの普建

地域環境力の形成

第4章  長野県飯田市における住宅用太陽光発電の設置と
市民共同発電事業の相互作用

第 5章  長野県飯田市
における地域施策等
と地域環境力の形成

第6章 辛吉論

1:住宅用太陽光発電の普及と地域環境力の形成の 1目互作用
(第 3章と第■章より)

2:飯田市の環境施策等による環境イノベーションの普及と地域環境力の形成
(第1章と第5章より)

3:環境イノベーションの普及と地域環境力の相互作用を高める施策のあり方
(第3章と第4章,第5章より)

図 1-2 本研究の構成
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1.4 本研究の意義

本研究における既往研究を踏まえた研究課題とその政策的意義を整理する.

(1)既往研究に対する新規性・独自性

① 住民意識を考慮した環境イノベーションの普及メカニズムの解明

本研究で扱う分析データは,居住地を特定しない全国の WEBモニターアンケート調査 ,

及び長野県飯田市の住民アンケー ト調査等の結果であり,普及の社会過程 (集団間過程 )

をマクロに扱うのでなく,普及の個人間過程・個人過程をミクロに分析するものである.

このミクロな視点での研究は,従来の普及曲線では表現できないキャズム (溝)が増えて

いる現状において,実際の普及構造を捉えるうえでの有効である。

住宅用太陽光発電の普及モデルにおいては,習熟関数,需要シェア関数や Bassモデル等

といったマクロな普及モデルが中心であり,消費者選好等を組み合せてはいるものの,消

費者の意識構造を精緻に分析しているわけではない。これらモデルは,将来の普及予測を

描く上では有効であるが,最適な普及支援施策の設計等を行うには根拠が不足する.本研

究は,構造解明が主眼であり,施策検討を行う上で重要な知見となる。

② 環境イノベ…ションと地域環境力の相互作用への着目

「地域環境力」あるいは社会関係資本と環境保全活動の関係等を分析する研究はこれま

でも見られるが,本研究のように「環境イノベーションの普及と地域環境力の形成」の相

互作用を分析した研究は見られない。そもそも「地域環境力」という概念の具体化や解明

を行う研究は少ない。

さらに,本研究では,飯田市における環境施策等の時間軸での積み重ねに着目し,特に

市民共同発電事業と住宅用太陽光発電の設置,地区公民館活動という地縁型組織・活動と

「地域環境力」あるいは環境施策・活動等の関係を捉える。地域という空間単位で,10～

20年スパンの時間軸において,「環境イノベーションの普及と地域環境力の形成」の相互作

用を捉える分析を行う′点に,本研究の独自性がある。

② 政策への貢献

本研究による政策への貢献として 3点を設定する。1点めは,「環境イノベーション」の

普及における地方自治体, とりわけ市町村の役割の重要性と役割を明らかにすることであ

る。地域住民にとつて最も身近な行政である市町村が,国や都道府県の施策と連動して地

域での施策と展開することで相乗的な効果が得られることを確認する。これにより,国の

政策における市町村施策の位置づけや役割分担を明確にする.2点めは,本研究の成果を地
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方自治体における住宅用太陽光発電の普及支援施策に還元する。住宅用太陽光発電の普及

を進めることだけが目的でなく,住宅用太陽光発電の普及と「地域環境力」の向上,さ ら

にはそれらの相互作用の強化を目的とした地域施策の考え方を提示する.3点めは,10～20

年スパンの時間軸において,「環境イノベーションの普及と地域環境力の形成」の相互作用

を高めていくような長期的な取組の成果を明らかにして,それを視野に入れた地域戦略の

必要性や方法を明示する。
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第2章 環境イノベーションの普及と地域環境力の相互作用
に関する課題

2.1 緒言

本章では,「環境イノベーション (特に住宅用太陽光発電)」 の普及と「地域環境力」の

形成の各々について,実態,関連する政策の動向,既往研究の成果等を整理する。

これにより,「環境イノベーションの普及と地域環境力の形成」に着目し,その相互作用

を高めるための地域環境施策のあり方を検討する本研究の必要性と独自性を確認すること

とする。

2.2 環境イノベーション全般の普及動向と既往研究

(1)環境イノベーション全般の普及動向

「環境イノベーション」の普及動向を体系的に示すデータはないが,主要な取組事業デ

ータを整理し,全体的な傾向を概括する。

① 「環境にやさしいライフスタイル調査」による行動把握

環境省 (2010)。 の「環境にやさしいライフスタイル調査」によれば,「すでに行つてお

り,今度も引き続き行いたいと思う」とする回答率は,「ごみの分別」89.2%,「 日常の節

電等の省エネ」81.4%,「 日常の節水」77.1%と いうように, 日常生活での環境配慮に係る

行動では 8～9割 と高くなつている。これに対して,「物・サービスを購入するときは環境

への影響を考えてから選択する」27.1%,「 有機農産物や間伐材を使用した製品を購入する」

24.4%と ,買い物における環境配慮は 2割台の実施状況になつている。「地域における環境

保全のための取組への参加」は 27.2%,「体験型の環境教育。環境学習活動への参加」8.7%

である.

なお,同調査は 1996年度に開始し,実施しなかった年度もあるが,2010年度までに 10

回実施されている.2003年度調査までは郵送調査であったが,2006年度から (2004年度と

2005年度は未実施)はインターネット調査になっているなど;調査方法は実施年によって

同じでなく,時系列での実施度の変化を厳密に比較することは困難である。

② 環境配慮商品や環境対策設備の普及状況

環境配慮商品は代替となる商品に対して環境配慮で差別化をした商品であり,消費者が

所有する商品の買い替えに伴い普及が進む。エコカー,省エネ家電製品等がこれに相当す



表 2-1 ハイプリッドカーと住宅用太陽光発電の世帯普及率の推移

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

ハイブ:リッドカー 0.42% 0.55% 072% ０
０
ハ
υ 1.12% 2.05% 2.920/

太陽光発電 047% 0.62% 0,74% 0.84% 095% 1.26%

出典)ハイブリッドカー登録台数はは一般社団法人自動車検査登録情報協会 (20H)の ,太陽光発電
設置基数は一般社団法人太陽光発電協会 (2011)の ,世帯数は総務省 (20H)の をもとして作
成 .

る。環境対策設備は環境対策を目的とした設備であり,既存商品の代替でなく,追加投資

を伴 う。本研究で主な対象 とする住宅用太陽光発電はこれにあたる。

目安 として,ハイブリッドカーの普及台数 と住宅用太陽光発電の国の設置補助金累計基

数を世帯数で除した値を表 21に 示す。両者の世帯普及率はほぼ同程度で推移 してお り,

近年に普及が加速 しているが,それでも数%程度の普及率であることがわかる .

③ 環境イノベーションの普及の可能性

「環境イノベーション」の普及の全体的な傾向として,「環境イノベーション」の種類に

よつて普及程度に差があることを指摘することができる。先に示したように,環境配慮行

動の普及では, 日常生活での節約型の環境配慮行動は実施率が高く,買い物での環境配慮

や環境活動への参加等は相対的に実施率が低い。一方,ハイブリッドカーや住宅用太陽光

発電の普及は,近年,急激な増加傾向にあるとはいえ,普及率は低い。

このことから,「環境イノベーション」の普及は,「環境イノベーション」自体の性質と

その普及の支援施策によつて異なるといえる。つまり,費用面での制約が小さく,実施が

容易な環境配慮行動は普及程度が高く,費用面での負担が大きいハイブリッドカーや住宅

用太陽光発電の普及程度は低い。ただし,後者は近年の普及支援施策により,普及が加速

している。

また,環境配慮行動にはこれ以上の普及が期待しがたい行動があると考えられることに

対して,環境配慮商品や環境対策設備の普及には大きな余地が残されている。

(2)普及に関する既往の知見

普及の時系列的な過程も関する研究の対象は,①普及の社会過程 (集団間過程),②普及

の個人間過程,個人過程,③普及の供給側の過程に関するものに分けられる.

ここでは,① と②について基本的な理論を説明する。③については,商品の普及に伴い,

生産コストが減少する効果 (学習曲線)等の理論がある。

① 普及の社会過程 (集団間過程)

E.M.Rogers(1983)Dは , トウモロコシの新種等の普及過程を分析し,イ ノベーション普
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及学」を著した。Eo M.Rogersは ,新しいモノやコトを採用する時期の速さから,人々を,

革新者 (イ ノベータ),初期採用者 (アーリー・アダプター),前期多数採用者 (アー リー・

マジョリティ),後期多数採用者 (レー ト・マジョリティ),遅延者 (ラガー ド)に分けてい

る。イノベーションは,革新者,初期採用者,多数採用者,遅延者といった社会を構成す

る人々のタイプの順に採用されること,また各々のタイプの比率はおおよそ決まっている

ことから,普及人数の推移はS字型の曲線 (ロ ジャースの普及曲線)になると説明される.

革新者は 2～3%,初期採用者は 10%強とされ,多数採用者は 70%弱 ,遅延者は 15%と さ

れる。

また,E.M.Rogersは,イ ノベーションの普及速度を,5つのイノベーション属性 (相対
的有利性,両立性,複雑性,試行可能性,観察可能性)によって説明している。つまり,

イノベーション属性が普及条件を満たす場合に普及速度は早く,満たさない場合に普及速

度は遅くなる (表 2-2).

E.M.Rogersが示した S字曲線による普及過程のモデルであるが,それに当てはまらない

ケースがあることをG.A.Moore(1991)の が理論化している。

この理論ではグループの間にはキャズム (溝)があり,隣 り合 うグループの間には不連

続な関係があることを指摘している。つまり,あるグループに対して,普及曲線上でその

左に位置するグループに対するのと同じ方法で製品が提示された場合には全く効果を発揮

しない。それは,顧客グループによって製品を購入する目的が異なるためであると説明し

ている.

さらに,G.A.Mooreは ,「はじめに山ありき,やがて山はなく,そ して山ありき」と表現

している。この表現は,次のように説明されている。「はじめの山は革新者と初期採用者が

形成する初期市場があり,壮大な戦略的目標を達成するために多額の資金が投入されてい

る。しかし,次第に山がなくなる。これがキャズムである.有望なイノベーションは初期

市場で受け入れられるが,メ インストリーム市場の顧客はその効用を見極めようとして動

かないからである。初期市場での効用が認められれば,キャズムを超え,前期多数採用者

と後期多数採用者によつて形成されるメインス トリーム市場が出現する.」 .

それでは,環境配慮商品や環境対策設備の普及は,E.M.Rogersの 普及理論に基づき,初

期採用者から多数採用者へと円滑に移行するのだろうか。それとも,G.A,Mooreの いうキャ

ズムを超えられないのだろうか。環境配慮商品や環境対策設備の種類によってはキャズム

を超えないものもあると考えられ,メ インス トリームに普及させるためには,グループ毎

に普及戦略を変えることも必要だと考えられる.

人間には同質化・差別化両方の欲求がある。上流階級が取り入れた誇示的消費が徐々に
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下流階級の同質化の願望により模倣され,それとは差別化を図りたい上流階級が新たなフ

ァッションを築き,それがまた模倣される,と いう情報の伝播形式が考えられた。これが ,

ドイツの社会学者 G.Silllmel(1904)つ が示した トリクル・ダウン・セオリー (trickle down:

したたり落ちる)と いう,普及過程の古典的モデルである。宇野 (1990)め によれば,「 日

本の高度経済成長期において,高価な商品であつた自動車,テ レビ,ク ーラー等の普及に

は, トリクル・ダウン現象がみられた」とされる。例えば,1950年代半ばからの「家庭電

化ブーム」では,アメリカ的な生活の象徴としての電化製品が宣伝されていた。現在では

少なくなってきているが,ブランド物の流行や,芸能人のファッション等で,こ のタイプ

の情報伝達と流行が見られる。E.M.Rogersの普及理論もこうした同質化による伝搬が基本

にあるわけだが,主体の意識が多様化し,自 らが差別化を創造する主体が増えてきたため

に,同質化による伝搬は限定的になつており,それが G.A.Mooreの いうキャズムになって

いると解釈することができる.

表 2-2 普及速度を規定する5つのイノベーション属性と環境イノベーションヘの当てはめ

普及速度を規定する5つのイノベーション属性 環境イノベーション場合

1.相対的有利性

・イノベーションを利点があるものと知覚する程度.
点,社会的威信,便益性,主観的な満足等 .

・相対的有利性が高いほど,普及が速い.

利点とは,経済的観

●環境配慮による環境改
善効果が大きい場合は
普及しやすい .

2.両立性
・イノベーションが潜在的採用者の価値,過去経験 ,欲求と一致してい
ると知覚される程度 .

口社会システムの主要な価値や規範と両立しない場合,普及は遅い.

・非両立的なものの採用には,新しい価値体系の採用が必要 .

●環境配慮によるコスト削
減効果があるものは普
及している。

例 :省エネ家電,燃費のよ
い車

3.複雑性
・イノベーションを理解したり,使用することが難しいと知覚される程度 .

・新しい技術や知識を習得する必要がある場合,普及は遅い.

●環境配慮性能であるこ
とが第二者に保証され
ている場合は普及しや
すい.

例 :エコマーク付き商品

4.試行可能性
・イノベーションが小規模で実験できる度合 .

・分割して試すことができる場合,より急速に採用される.

●実行容易な環境配慮は
普及しやすい .

例 :簡易包装

5.観察可能性
・イノベーションの成果が人々に見える度合 .

・イノベーションの成果を見ることができるほど,
日可視性は,仲間同士の話し合いを刺激する.
が伝達される.

採用の傾向がある.

イノベーション評価情報

●日に見えるところに設置
するような環境共生装
置は普及しやすい .

例 :住宅用太陽光発電

出典)E.M.Rogers(1983)の より作成
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② 普及の個人過程

環境配慮の普及過程の研究の多くが,広瀬 (1994)の を基にしている。広瀬は,Honn。 ld.

Nelson(1979)1の や McClellando Canter(1981)11),Seligman.Ferigan(1990)1か のモ

デルをもとに,環境配慮行動にいたる段階を,対象とする環境問題の解決意図と問題解決

行動の実施意図の 2段階に区別した。広瀬によれば,解決意図は,対象とする問題のリス

ク認知,責任帰属認知,対処有効性認知の 3つの環境認知で決定される。また,行動の実

施意図は,この解決意図と 3つの行動評価で決定される。3つの行動評価とは,対象とする

行動に係る実行可育旨性評価,便益費用効果,社会規範評価である。

広瀬のモデルを基にした既往研究では,a)問題の解決意図や行動の実施意図を規定する

認知 。評価項目の精査,b)主体特性による意識 。行動の構造の相違の解明,c)認知・評価

項目を規定する政策変数の分析等が行われている .

a)については,西尾・竹内 (2006)131が 自己便益の評価による行動の実施意図の規定に

ついて,研究成果を報告している.この研究では,省エネ家電の選択やリサイクルショップ

の利用, リサイクル行動等の 8つの環境配慮行動において,対処有効性認知は態度形成に

影響するものの,行動実践度には直接影響しないことを解明している。さらに,生活コス

トの削減といつた「経済的ベネフィット」,快適さ,おもしろさ,や りがい感といった「生

活の質ベネフィット」,個人や家族の「健康・安全ニーズの充足」といつた 3つの生活ベネ

フィットの効果を分析し,「生活の質ベネフィット」の効果が有効であることを確認 してい

る。つまり,西尾・竹内の研究では,広瀬のモデルに,行動の実施意図等を形成する要因

として,生活の質の向上等といつた自己便益の評価を追力日している。

さらに,a)に関連して,栗島・工藤 (2009)1の は,クールビズ,カ ーボンオフセット,

省エネ家電への買換え, 自動車利用の制限をとりあげ,各々の実行可能性,便益費用,社

会規範の評価と実践度を調査し,広瀬のモデルによる分析を行っている。同研究では,行

動の目標意図の形成に対する地球温暖化のリスク認知の影響,行動の実施に対する行動の

評価,と りわけ実行可能性と便益費用の評価の影響の重要性を抽出している。また,C02

削減という社会的便益と個人的な便益とで社会的ジレンマが生じる行動については,社会

の価値観や他者の実践度といった他者の動向が実践を影響するといつた知見を得ている。

b)の主体特性による構造本目違については,西尾 (2005)1の が,ゴ ミ減量行動規定要因モ

デルを提示し,特定地域での市民アンケー ト調査結果をもとに,検証を行つている。この

結果,全てのエコロジー行動の実践度が総じて高い 「エコロジス ト」とリサイクル行動の

みの実践度が高い 「リサイクラー」を分類し,後者では自治体が設けたルールやシステム

の受容性 (ルール受容性)が重要な規定要因になつていることを確認している.
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c)認知 。評価項目を規定する政策変数の分析については,杉浦 (1997)1の が,広瀬のモ

デルに基づき,リ サイクル運動普及のための働きかけが,行動に与える影響をモデル化し,

住民アンケー ト調査により検証している。ボランティアからの働きかけは,社会規範評価

を規定するものの,実行可能性評価を規定していないという結果が得られている.

(3)環境イノベーションの普及に関する研究課題

既往研究を踏まえ, 日本の「環境イノベーション」の普及実態に対応する研究課題とし

て,本研究に関連する点を以下に整理する.

① 主体特性や地域特性による普及モデルの違い

一般的に,あ らゆる主体が特定のイノベーションを採用するケースが少なくなる中,ロ
ジャースの普及曲線では表現できないキャズムが増えていると考えられる。このキャズム

は,主体を分類し,主体ごとに異なる普及モデルあるいは意識・行動モデルを描くことで

説明できると考えられる.つまり,消費者の意識・行動モデルにおいて,生活者の属性等

は説明変数の 1つでなく,属性の違いにより,意識・行動モデルが異なる可能性がある。

また,地域の状況によって,「環境イノベーション」の普及メカニズムが異なるものと考

えられる。例えば,伝統的な地縁組織の継承状況や NPO等の新たな人間関係 (組織)の形

成度合いは,情報伝達の経路や集団の帰属意識あるいは集団の規範への準拠等に影響を与

えているだろう。

さらに,地域内の取組が成功すると,それが地域の構成員のやる気や自信につながり,

次の取組を誘発していく場合があると考えられる。地域における取組の時間軸での積み重

ねにより,普及メカニズムが異なつてくる可育旨l■がある。

こうした主体特性あるいは地域特性による普及モデルの違いを明らかにする必要がある。

② 環境イノベーションの普及に係る施策効果の分析の必要性

「環境イノベーション」の普及のためには,地域レベルで,経済的手法と情報的手法を

組み合わせるとともに,かつ主体の学習と主体間の関係づくりを一体的に進める総合的な

施策が有効だと考えられる.例えば,設置補助金制度を使って,住宅用太陽光発電の普及

をはかる場合,それだけでなく,太陽光発電の地球温暖化防止効果等の情報提供を並行し

て行うことが考えられる。加えて,太陽光メーカーや既導入者と,未導入の地域住民との

交流会等を開催したり,太陽光発電関係者の情報効果のネットワークを作ることも有効で

あろう。

こうしたポリシーミックスも含めて,施策の効果を分析し,今後の普及施策に活用でき

る実践的な研究を進める必要がある。
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2.3 住宅用太陽光発電の普及動向と既往研究

(1)住宅用太陽光発電の普及動向

① 世界における太陽光発電の普及と日本の特性

International Energy Agency(2012)1の によれば, 日本の太陽光発電の導入量は,2003

年までは世界一位であったが,2006年度から国の設置補助金が 3年間停止されたこともあ

り,2011年時点ではドイツやイタリアに抜かれて,世界 3位になっている (図 21参照).

近年ではアメリカやフランスの普及も加速している。

一方,経済産業省資源エネルギー庁 (20H)10に よれば,日本における太陽光発電は,住

宅用の占めるシェアが 8割 (出カベース)と 高く,住宅用に特化して発達していることが

特徴である。欧米の住宅用シェアは 2割前後である。今後は, 日本でも固定価格買取制度

(全量買取)の導入により,非住宅や独立系電気発電事業による設置も増加するものと考

えられるが,住宅用太陽光発電の普及が進んでおり,後述するようにさらに住宅用太陽光

発電の設置を飛躍的に拡大させようとしていることが日本の特徴である。

_ド ″

_1ト イタリア

_日 本

→←スペ脅

‐●‐アメリカ

+フ ランス

4j914

426Cl
3,966

2β 31

1994    1996    1998    2000    2002    2004    2006    2008    2010

出典)International Energy Agency(2012)1つ より作成

図 2-1 太陽光発電の導入量の推移の国際比較

詢　』‐、‐、ミ‐‥．・・‥囀

く
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② 日本における太陽光発電の技術開発と普及政策の歴史

木村 (2009)191は ,日本における太陽光発電の歴史を4期に分けて整理している(表 23).

これをもとに,太陽光発電の開発・普及の経緯の要′点をまとめる。

。サンシャイン計画が石油危機による原油価格の高騰や大きな社会的混乱の中で構想され,

その中で太陽光発電が位置付けられた.2000年代では地球温暖化防止のための二酸化炭

素ツト出削減等も役割も担う太陽光発電であるが,本格的な開発の契機は石油危機であつ

た。当初のサンシャイン計画では,太陽熱発電の方が太陽光発電も優先して進められた。

しかし,1980年代に入り,太陽熱発電の実証結果が芳しくなく,その分の予算が太陽光

発電に割り当てられ,太陽光発電が重点化された .

・1980年代では,DIEDOの実証試験以外に太陽光発電の市場はなく,撤退するメーカーもあ

った。1990年に太陽光発電設置に係る電気主任技術者の専任義務を不要 (出力 500kW未

満の自家用発電設備の場合)と するなど,規制緩和がなされた.また,系統連系実証試

験が進み,電力の逆潮流の懸念が払拭され,電力業界も系統連系を認めるようになった。

・1990年の長期エネルギー需給見通しにおいて,地球温暖化問題に対する取組が方向づけ

られ,「太陽エネルギーについては,設備コストの大幅な低下を図り,2010年度までに一

戸建て住宅の約半数でその利用が行われることに相当する規模にまで拡大」するとした。

これを受け,1994年の長期エネルギー需給見通しでは,太陽光発電を「2000年度に 40

万 kW,2010年度に460万 kW」 にするという野心的な目標が示された。

・国の方針を受け,電力会社は 1992年から「今後の技術開発により商用化が図られるまで

間」,余剰電力買取メニューを運用することとし,販売時の電力料金単価での買取を始め

た.1994年度から通商産業省 (当時)が,運用データを収集するための「モニター制度」

として,700件の一般個人住宅に設置費用の半分を補助する制度を開始した。1996年度

に約 2千件の採択件数に対して 5～6倍の応募数があったように予算枠を上回る応募であ

った。その後,事業名称を変えながら補助予算は糸区続 。拡大してきた。

。その後,12年間続いた国の補助金制度は,2005年 10月 に受付を停止した。しかし,太

陽光発電の普及が停滞したため,2008年度の補正予算により補助金が再開された。さら

に,2003年に「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法 (RPS法 )」

が制定され,電気事業者に販売電力量 に応じた一定割合以上の新エネルギー等から発電

される電気 (以下,「新エネルギー等電気」という.)の利用を義務付けた。加えて,2002

年 7月 から,「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」に

より,「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」が始まつた。これにより,政府が定め

た価格により電気事業者に買取が求められることになつた .
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表 2-3 日本における太陽光発電の普及経緯

普及時期 概観

第 1期 (1953～ 1973年 )

遠隔地独立電源としての開
発

・ベル研究所での太陽光発電の発明(1953年 )を受けて,人工衛星
用電源,無線中継局・無人灯台など遠隔地用の独立電源として実
用化にいたる時期である.

第 2期 (1974～ 1984年 )

サンシャイン計画による開
発期

・第 1次石油危機を受けてサンシャイン計画が成立し,同計画におけ
る中心課題として,太陽光発電の技術開発が進められた.さらに
第 2次石油危機を受けて,サンシャイン計画の規模が大きく拡大
し,太陽光発電の開発予算も飛躍的に拡大した.

第 3期 (1984～ 1994年 )

サンシャイン計画による実
証導入及び電卓用等民生

用市場の形成期

ロサンシャイン計画により研究開発・実証試験が展開される一方で ,

アモルフアス太陽光発電の実用化により民間市場が形成された.t

だし,市場は大きなものではなく,開発から撤退する企業もあった .

第 4期 (1994年～)

住宅用システムの普及期

・太陽光発電設置の規制緩和と系統連携の技術ガイドラインの整
備,電力会社による余剰電力買取メニューの創設,住宅用太陽光
発電への設置補助金事業により,住宅用太陽光発電が実用化さ
れ普及が大きく進んだ .

出典)木村 (2011)Ю )よ り作成

③ 設置補助金・設備単価及び普及基数

1994年度以降の設備単価と国の設置補助金の推移を図 2-2,単年度の設置件数と累積設

置件数を図 2-3に示す。1994年度当時の設備価格単価は 200万円/kW,補助金単価は 90万

円/kWであり,その差額 110万円/kWであつた。その後,設備価格単価の低下に伴い,補助

金単価は引き下げられ,2005年から 2007年の間は補助金が打ち切られた。2008年 1月 か

ら補助金が再開され,ま た同年 11月 から余剰電力買取制度が開始された.同制度による住

宅に設置された太陽光発電(10kW未満)の電力買取価格は2009年度と2010年度が48円 /kWh,

2011年度から 42円/kWhである。こうした設備単価の低下と国の設置補助金,あるいは余

剰電力買取が連動して,国内での太陽光発電の設置が進んできた。2005年から2008年度は

設置補助金が中止になったことから,単年度導入件数は減少したが,2008年度からの設置

補助金の再開,余剰電力買取制度の導入により,導入件数が飛躍的に拡大している。

また,本研究で注目する地方自治体による設置支援施策では,1995年度に静岡県富士宮

市が補助金事業を開始したのが最初である。1997年度からは広島県呉市等が補助金事業を

開始し,2000年代に入り,実施地域が増加 した。その後,2006年度からの 3年間は国の補

助金が中心になったことに連動し,支援施策を中止した地方自治体が多い.2009年度から

は国の補助金の再開に伴い,支援施策を開始する地方自治体が増加 している(図 ル4参照).

本研究のフィール ドとした長野県飯田市は 1997年度に設置費用への融資斡旋と利子補給

という形で支援施策を開始している。なお,2010年度の地方自治体による設置補助金等の

詳細については,第 3章の 3.2節で分析結果を示す。
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1)2009年度までは補助金交付申請完了のデータ,2010年は 4～ 12月 の交付申請データに基づき,
設備単価を計算した結果である.

2)新エネルギー財団データ (～2007年度),株式会社資源総合システム調べ (2008年度),太陽光発
電普及拡大センター (}PEC)データを基に株式会社資源総合システムが集計 (2009年度～).

出典)経済産業省資源エネルギー庁 (20H)2の ょ り作成

図 2…2 住宅用太陽光発電の設備価格単価と国の補助金単価の推移
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注 1)2009年 度までは補助金交付申請完了のデータ,2010年 は 4～ 12月 の交付申請データ.
注 2)新エネルギー財団データ (～2007年度),株式会社資源総合システム調べ (2008年度),太陽光
発電普及拡大センター (」―PEC)データを基に株式会社資源総合システムが集計 (2009年度～ ).

出典)経済産業省資源エネルギー庁 (20H)21)ょ り作成

図 2-3 住宅用太陽光発電の単年度の設置件数と累積設置件数の推移
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電普及拡大センター (}PEC)データを基に株式会社資源総合システムが集計 (2009年度～).

出典)経済産業省資源エネルギー庁 (2011)2の ょり作成

図 2-4住宅用太陽光発電の設置支援自治体の推移

④ 住宅用太陽光発電の普及目標と制度設計

東日本大震災及び原子力発電所の事故を受けて,新 しいエネルギー基本計画を策定する

ための検討が行われている最中であり,その検討結果によって,住宅用太陽光発電の普及

目標も異なるものとなる。ただし,固定価格買取制度の導入の際に示 された住宅用太陽光

発電の普及目標は,2020年に 530万戸の住宅に住宅用太陽光発電を設置するという意欲的

なものである (図 2-5).

日本全国に一戸建ては約 2,700万戸,そのうち昭和 55年以前の耐震基準であるため,重

い太陽光パネルを屋根に設置することが困難と考えられる場合 1,200万戸,空室であるた

め太陽光パネルが設置されないと考えられる場合 150万戸,屋根の形状により (急な角度

等)設置困難である場合 150万戸を除くと日本全国で太陽光パネルを設置可能な一戸建て

は約 1,200万戸である.つまり,現在掲げている 530万戸という目標は設置可能な住宅の半

分に設置することを目指している.

この日標を達成するために導入されている余剰電力買取制度の検討では,設置コス トの

回収モデルを図 26のように試算している.システム価格 :約 50万円/kW,売電単価 :42

円/kWh,設備容量 :約 4.OkW,補助単価 :4.8万円/kW(国 ),4万円/kW(自 治体 :平成 22

年度平均)と し,設置時の設置者の自己負担額を 125万円程度としている。このコス トを

電気料金の節約額と余剰電力の売電収入により回収するとして,凡そ 12年程度でコス ト回

収ができるとしている。
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住宅用:約 530万戸

700万 kl(2800万kW)

住宅用:約32万戸

35万ki(140万民W)

場‖′蒻111,,畝襴

2005

出典)経済産業省総合資源エネルギー調査会 (2009)

図2-5 住宅用太陽光発電の導入シナリオ
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I国の補助金 電気料金節約額 (12年間の合計) 余剰電力の売電収入 (12年間の合計 )
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42R/kWh
回収モデル

注 1)4kWの設備の設置ケース.設置に係る金利,メ ンテナンス費用は含めていない.

注 2)自家消費比率 4割,設備利用率 12%,売電比率6割 として試算.

出典)経済産業省総合資源エネルギー調査会 (2009)2の ょり作成

図 2-6 住宅用太陽光発電システムのコス ト回収の試算(12年間回収モデル)
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(2)住宅用太陽光発電の普及に係る既往研究

住宅用太陽光発電の普及過程をモデル化した研究がある。例えば,内 田・氷飽 (2008)

20は習熟関数と需要シェア関数により,再生可能エネルギーの成長モデルを作成し,住宅用

太陽光発電の場合としてケーススタディを実施している。また,山 口ほか 5名 (2009)20

は,松本・近藤 (2009)2つ を踏まえ,太陽熱温水器 と太陽光発電を対象とした消費者選好

分析を行い,初期費用,売電単価等の要素が消費者選好に及ぼす影響を明らかにした.同

研究では消費者選好モデルとBassモデルを組み合わせ,住宅用太陽光発電の普及予測を行

うている。

これらの研究では,住宅用太陽光発電の未設置者を対象にした分析データをもとに,設

置意向の規定モデルを作成し,それを用いて将来の普及予測や普及施策のあり方を検討し

ている。ただし,予測に用いているモデルは消費者選好モデルを用いているものの,消費

者の意識構造を精緻に明らかにしているわけではない。

住宅用太陽光発電の導入要因に関する住民意識分析を行つた研究として,天野 。寺田

(2003)20が ある.同研究では,滋賀県草津市において郵送調査を行い,設備投資の回収

期間を 20年になるように設置補助金を設定することで設置意向を 7割弱まで高めることが

できるとい う分析を行つている.しかし,同研究で設定している住宅用太陽光発電の平均

設置単価が現在の水準と20万円程度の差があるなど,住宅用太陽光発電の普及環境は現在

と大きく異なる。また,補助金額については,設置意向の要因を構造的に分析している訳

ではない。地方自治体の設置補助金のあり方も検討されていない。

また,住宅用太陽光発電の設置者に関する調査としては,外島 。中島 (2004)20等があ

るが,いずれも住宅用太陽光発電の設置による意識変化を主眼としている.

この他,住宅用太陽光発電の設置による省エネ意識の向上効果等を分析した研究として ,

本藤・馬場 (2007)30。 この研究では,長野県飯田市在住で住宅用太陽光発電を設置して

いる 200世帯を対象にアンヶ― 卜調査を実施し,住宅用太陽光発電の設置後に設置世帯が

それを意識することで, 日常生活における環境配慮行動を高める傾向を確認している。
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2.4 地域環境力に関する政策議論と既往研究

(1)地域環境力に関する政策検討の経過

「地域環境力」という考え方は,開発途上国支援におけるCapacity Buildingの考え方に

近いが,それを転用したというより,草の根の環境保全活動の普及を検討する中で, 日本

独自に検討され,概念規定が積み上げられたきたものである。以下,環境省関連の検討の

経過を整理する。

まず,中央環境審議会総合政策部会 (2002)31)の 配付資料において「地域環境力」とい

う表現が使用されている|この資料 (「地域環境力創造戦略 (案)について」)は,2002年

4月 に「環境保全活動の活性化方策について」環境大臣から中央環境審議会に諮問があり,

その検討材料の 1つ として作成された。

また,中央環境審議会総合政策部会 (2002)32)で示された「環境保全活動の活性化方策

について (中間答申)」 の本文中にも,「地域環境力」という表現が用いられた。そして,

2003年版環境白書 30,第二次環境基本計画 3のにおいて,「地域環境力」が記述された。

中央環境審議会総合政策部会 (2002)3めの「環境保全活動の活性化方策について (中間

答申)」 における「地域環境力」の記述箇所は 5箇所である。例えば,「 4.具体的な施策の考

え方」では,「様々な主体がその役割に応じて自発的に環境保全に取り組むことができるよ

うになることは,地域総体として地域から環境問題を解決し,環境をよくしていく能力を

創 り出すことになる。このような能力,いわば「地域環境力」を高めるとの日標を掲げ,

環境保全活動の活性化に総合的,戦略的に取り組む必要がある。こうした「地域環境力」

の向上は,地域に住む人々の生き甲斐や活動の場の確保を通じて,地域の活性化にも資す

るものと考えられる。」と記している。

2003年版環境白書 33)では,「総説 地域社会から始まる持続可能な社会への変革」におい

て,個人・地域レベルでの足元からの取組をとりあげている。「環境白書刊行にあたって」

の記述では,地域からの取組について,「地域資源の的確な把握と主体間の幅広い連携,そ

して地域が一つの方向性を共有することにより,地域全体としてより良い環境を創ってい

こうという取組意識や能力,『地域環境力』を高められること」が重要であるとしている。

同白書の「総説 地域社会から始まる持続可能な社会への変革」では,「第 2章 第 3節 5」

において,「地域環境力」の醸成のための取組」をとりあげ,「地域環境力は,例えば地元

学のように,地域の情報を地域の人々が自分の足で主体的に求め,よ り的確に地域資源を
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把握していくことで,一層充実させることができます。また,例えばグラウンドワーク注 1

のように,体制をきちんと整え,地域の各主体の連携をより広く,よ り密接なものにして

いくことでも,充実させることができます。」というように,住民による地域とのつながり,

住民間の連携に注目した記述をしている。

第二次環境基本計画 3のにおける「地域環境力」の記述箇所は 2か所である。まず,中長

期的な目標において,「地域の環境とその保全に取り組む住民の力が統合的に高まっていく

ような関係をつくりあげること,すなわち「地域環境力」を持つことにより,地域の特色

をいかした,独 自性を持った豊かな地域を創っていくことを目指します。」と記されている .

また,施策の基本方向の中で,「国民が持つ環境保全に対する知識や意識を,積極的な行動

に結び付け,「地域環境力」を高めるためには,多様な主体がそれぞれの特色や状況に応じ

て環境保全の取組に参加できることが望まれます。また,地域の特色や状況に応じた効果

的な取組が行われることが必要です.そのためには,行政だけでなく,既存の地域組織や

NPO等の広い意味で公的な組織,事業者,事業を基盤とした組織等,多様な主体による取

組が重要です。」と記している。

このように 2000年代前半に環境省の政策文書に登場した「地域環境力」の概念である。

地域の環境基本計画をみると,宮城県 (2006)30の 環境基本計画において,「第 5章 グリ
ーンな地域社会構築に向けての行動促進プログラム」の中で,「地域環境力の向上」という

節を設けられ,「地域環境力とは,地域における各主体がより良い環境,よ り良い地域を創

つていこうとする意識及び能力をいぃ,これが向上することにより,町内会,商店街等の

地域の共同体において住民等が積極的に参加し,又は地域の様々な主体が連携して,それ

ぞれの単位の環境まちづくりが積極的に行われるようになるものです。更には,地域又は

地球の環境に対する思いを同じくする人が集い,共通の日標に向かつて主体的に環境保全

活動がなされるようになるものです。」と記述し,環境教育,主体間連携等に係る施策を示

している。ただし,宮城県以外の地域の環境基本計画では「地域環境力」という概念が明示

的に扱われているわけではない.

(2)地域環境力に係る既往研究

国の第二次環境基本計画 (2006年 )の戦略的プログラムの「環境保全の人づくり。地域

注1 
グラウンドワークとは,1980年代初頭,英国内の地域社会の衰退を背景に,「住民・企業・行政がパー
トナーシップを組み,地域環境の改善を通して経済および社会の再生を図り,持続可能な地域社会を構
築すること」を目的として,英国環境省によつて設立された組織である.各地域ではグラウンドワーク・
トラス トという実働組織が設立され,専門性を備えたスタッフが地域に密着してパー トナーシップ型の
プロジェクトを展開している。日本でも,1995年 に財団法人として,日本グラウンドワーク協会が設立
されている.
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づくりの推進」の進行管理のための指標として,株式会社プレック研究所 (2009)30は ,「地

域環境力」が検討され,地域の環境保全を担う各主体 (住民・市民団体・企業及び事業者・

行政等)が ,「地域環境力」を自己評価できるように「自主評価チェックシー ト」を作成し

ている。ここでの「地域環境力」の定義は,本研究の定義と同じである。

福島 。松本 (2007)3つ は,「地域環境力」は「コミュニティに関わる全ての主体の,よ り

良い地域を創ろうとする意識・能力 (地域力,コ ミュニティカ)と ,よ り良い環境を創ろ

うとする意識・能力 (環境力)の双方が高いレベルに達して初めて高まつていくものであ

る」と考え,地域力と環境力の意識の関連性,実践状況との関係性について分析している。

具体的には,2006年 12月 から2007年 1月 にかけて,ひびきの在住の住民 600世帯にアン

ケー トを実施し (回収率 25%),コ ミュニティ活動や環境配慮活動に対する意識や取組の現

状;地域の自然環境に対する満足度,行政や地域に存在するリーダーやその他組織等の取

組状況を把握し,地域環境力の構造分析を行っている。分析の結果,環境意識とコミュニ

ティ活動意識の高低は互いに関連している。同様に,実際の環境配慮活動への取組状況と

コミュニティ活動への参加状況についても互いに関連 しており,環境活動とコミュニティ

活動には意識,取組とともに正の相関があること,コ ミュニティ活動に対する意識形成や

人々の参加の促進において,町内会組織の有無が大きな影響を及ばしていることを明らか

にしている。

また,伊藤ら (2010)30は ,「地域環境力」のうち主体間の関係の部分を「地域活動支持

力」と定義し,その測定手法の研究を行つている.

一方,「地域環境力」という用語を用いていないものの,地域における社会関係資本と環

境保全意識・行動の関係を分析する研究や地域における環境保全活動の発展プロセスや住

民意識の時間変化を分析する研究が見られる。前者の例としては,片野 (2010)30による文

京区における廃棄物行動の調査,鵜飼 (2010)40に おける農山村での実験的研究等がある。

後者の例としては,菊池 (2003)4Dによる兵庫県豊岡市がコウノトリをテーマにした地域づ

くりを行 うなかで,コ ウノトリに対する住民の意識が変化してきたプロセスを分析してい

る。

このように「地域環境力」の測定手法の開発やプロセスの分析に関する研究成果がある。

しかし,「地域環境力」という観点で,地域の具体的な動きを捉え,「地域環境力」形成上

の課題に踏み込んで分析 した研究は見られない。また,本研究で着目している「環境イノ

ベーションの普及と地域環境力の形成」の相互作用に注目し,その規定構造を分析したり,

その相互作用を高める施策を検討した研究は見られない。
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2.5 要約

(1)環境イノベーションの普及実態に対応して,施策推進に貢献する研究が必要である

2.2節に示したように,環境イノベーシヨンの普及は未だ途上段階にあり,環境配慮商品

や環境対策設備の普及には大きな余地がある。これに対して,普及の社会過程 (マクロ)

及び個人過程 (ミ クロ)の研究により,これまでも多くの知見が得られている。

しかし,従来の普及曲線では説明できない普及上のキャズムが指摘されている。これを

説明するために生活者の属性による意識・行動モデルの相違や地域特性による普及メカニ

ズムの相違等に踏み込んだ研究が必要となつている。また,普及施策による効果を分析す

る研究等,よ り普及実践に貢献する研究が求められる。

(2)住宅用太陽光発電が進められる中,さ らに普及施策に貢献する研究が必要である

2.3節では,住宅用太陽光発電の普及は国際的に経緯と普及目標,関連既往研究を整理し

た。日本の住宅用太陽光発電は政府が高い普及 目標を示し,設置補助金や電力買取制度に

よる普及を進めている。

これに対して,関連する既往研究をみると,太陽光発電の普及予測といつたマクロな分

析や普及要因となる住民意識,設置による省エネ意識の高まり等のミクロな分析等がなさ

れている。しかし,太陽光発電の普及を促す施策施策のあり方まで検討した研究成果は不

十分であり, さらに政策に貢献する研究が必要である.

(3)『環境イノベーションの普及と地域環境力の形成」の相互作用の研究が必要である

2.4節で示したように,「地域環境力」は,環境保全活動の推進に係る環境政策検討の中

で定義された考え方である。「地域環境力」の指標化や現況把握等の研究があるが,その形

成方策の検討に資する研究は不十分である。

また,「環境イノベーシヨン」の普及 ,「地域環境力」の形成に関する研究はこれまでも

ある程度は実施されてきたが,本研究で着目する「環境イノベーションの普及と地域環境

力の形成」の相互作用やそれを高める地域施策に関する研究はこれまでに実施されていな

い .
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第 3章 日本全国を対象とした住宅用太陽光発電の設置規定要因と
地域における設置補助金の効果

3.1 緒言

本章では,住宅用太陽光発電という「環境イノベーション」の普及を「地域環境力」が

どのように規定しているか,それらの相互作用を促す地域での施策がどのように実施され

ているかを明らかにする.

分析に用いるデータは,全国 lVEBモニターアンケー ト調査 (2010年実施)の回答データ

と全国地方自治体における住宅用太陽光発電の設置補助金等の普及支援の実態データ,さ

らには埼玉県市町村に限定した設置補助金の実態データである。

ここでは,まず住宅用太陽光発電の設置者特性の変化と設置の規定要因の全体的傾向を

分析した結果を示す (3.2節).次いで,地方自治体における住宅用太陽光発電の設置補助

金等の普及支援策の全体的な傾向を示したうえで,地方自治体における設置補助金単価の

最適解を試算した結果を示す (3.3節 )。 さらに,埼玉県市町村に限定し,設置補助金の実

態調査を行い,設置補助金単価の最適解を詳細に検討した結果を示すとともに,「地域環境

力」という観′点も含めて,住宅用太陽光発電の普及に係る地域施策のあるべき姿を検討す

る(3.4節 )。

3.2 住宅用太陽光発電の設置者特性の変化と設置の規定要因

3.2.1 分析の視点と方法

(1)分析の視点

本研究では,住宅用太陽光発電の普及がある程度進展してきている現在,既設置者を対

象とした調査が可能であることに着目した.そ して,既設置者と未設置者の両方を比較対

象としてアンケー ト調査を行い,これまでの設置者の特性,設置意向と設置行動の規定要

因の相違,設置意向を設置行動に移行させる要因や手段を実証的に分析することとした。

② 分析の方法

① アンケート調査の概要

実施したアンケート調査の概要を表 3-1に示す。WEBモニターのうち住宅用太陽光発電

を実際に設置する可能性がある対象として,30代～50代までの持ち家所有者を抽出し,さ

らに男女を問わずに世帯での家計決定権があると事前質問で回答した者を調査対象とした.
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住宅用太陽光発電の既設置者と未設置者に共通する質問を行 うとともに,既設置者には

設置した施設の内容や設置理由を質問し,未設置者には設置意向とその理由等を質問した。

なお,本調査で用いたサンプルは WEBモニター登録者というバイアスがかかっており,
この点では母集団 (30代～50代までの持ち家所有者)の代表性が不十分であり,留意する

必要がある.

ただし,WEBモニターは,イ ンターネットの利用者であるという制約はあるが,イ ンタ
ーネット利用率は,総務省調査 (2011)りによれば,30代 95%,40代 94%,50代 87%で

あり,イ ンターネット利用者であることによるサンプルの偏りは小さいと考えられる。ま

た,W田 モニター調査においては,あ らかじめ事前調査により回答率を想定しており, 日
標回収数が無駄なく得られるように調査依頼件数を設定している。これにより,回答サン

プルは先着順で回答の早かつた者だけにならず,回答サンプルの偏 りがないように配慮さ

れている。

② アンケー ト結果の分析方法

アンケー ト結果の分析方法の構成を表 3…2に示す。これらの分析は,既設置者と未設置者

の両方を対象とすることで初めて可能となる分析である。3つの分析の目的と方法を以下に

説明する。詳細の分析方法は,分析結果の記述において補足的に説明する.

分析 1 設置者等の特性分析
・住宅用太陽光発電の既設置者と未設置者の中で設置意向を有する者について,基本属性

とパーソナリティの違いを分析 し,住宅用太陽光発電の普及に伴 う設置者の変化を明ら

かにする (分析 1-1)。 この際,既設置者は,国の住宅用太陽光発電への補助金が実施さ

れてきた 2005年までと,それが中断されていた 2006年～2008年 ,それが再開された 2009

年以降の設置者に分ける。分析は,各セグメント (既設置者 (設置時期別),未設置 。設

置意向有)への帰属有無 (名義変数)による基本属性・パーソナリティのスコア (数値

変数)の差について,t検定を行う.

・住宅用太陽光発電の設置実態の変化を確認するために,住宅用太陽光発電における新築・

既築の別,設置費用,設置理由の回答を,セ グメント別 (既設置者 (設置時期別),未設

置 。設置意向有)に集計し,傾向を確認し,基本属性やパーソナリティとの関係を検討

する (分析 1-2).
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表 3-1 アンケー ト調査の概要

対象 WEBモニターに登録している 30代～50代の男女

持ち家 (一軒家)在住かつ家計決定権のある者に限定
口住宅用太陽光発電システム既設置者 (N=300)(30代 ,40代 ,50代で各 100)

・住宅用太陽光発電システム未設置者 (N=600)(30代 ,40代 ,50代で各 200)

回答率等 A.回答依頼数 1,442

B.回答数  1,088(B/A訂 5.5%)

C.有効回答数 900(C/A=62.4%)

注)Cの有効回答数は,Bのうち無効回答を除外し,残るサンプルからランダム抽
出をしている.

時期 2010年 10月 15日 (金 )～ 2010年 10月 20日 (水 )

方法 WEBモニターを用いたインターネットアンケート

(NttTナビスペースのモニターを利用)

調査項目 基本属性 (年齢,年収,建築面積 )

パーソナリティ(環境オピニオンリ=ダー度,イノバティス度,社会関係資本度,活動
参加度 )

太陽光発電の認知 (問題解決有効性,社会規範性,報道活発性,経済固化性,設
置等容易性,性能等信頼性 ,コスト負担容易性 ,地域活発性,国の施策活発性 ,

家族友人等活発性 )

(住宅用太陽光発電の既設置者の場合)住宅用太陽光発電の設置内容 (新築口既

築別,設置費用,設置理由,設置の促進要因)

(住宅用太陽光発電の未設置者で,設置予定がある場合)住宅用太陽光発電の設
置予定内容 (新築口既築別,設置費用,設置理由,設置の促進要因)

太陽光発電の情報入手媒体

太陽光発電の設置促進要因 等

注)上記の調査票は,参考資料 p141に示す。

分析 2 設置意向と設置行動の意識構造分析
。住宅用太陽光発電の設置有無あるいは設置意向有無の規定要因として,太陽光発電の認

知や基本属性とパーソナリティを想定し,多重ロジスティック回帰分析を行 う。
。この際,住宅用太陽光発電の設置有無を目的変数とした規定要因の分析 (分析 2-1)と 未

設置者のうちの設置意向を目的変数とした規定要因の分析(分析 2-2)を別々に実施 し,分

析 2-1と 2-2の結果を比較することにより,設置意向と設置行動の規定要因の相違を検討

する.設置意向を規定しないが,設置有無を規定する要因があるとすれば,それが設置

意向を実際の設置行動に移行させる上で重要な変数であると考えられる。

。なお,太陽光発電の認知項目 (質問項目)は,広瀬 (1994)2)のモデル等により,行動の
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表 3-2 本研究における分析の構成

分析項目

分析 1

設置者等の特性分析
分析2

設置意向と設置行動

の意識構造分析

分析3

設置意向と設
置行動の乖離
要因分析1-1 設置者

特性の時代
変の分析

1-2太陽光
発電の設置

実態の時代
変化の分析

2-1設置有
無の規定要
因の分析

2-2設置意
向の規定要
因の分析

説明変数
基本属性、
パーソナリ
ティ

太陽光発電
の設置内容

太陽光発電の認知 太陽光発電の
情報入手媒体

対
象

サ

ン
プ

ル

既設置者

● ● ●

●

未
設
置
者

譴
帥
利

● ● ● ●

縮
帥
札

● ● ●

規定要因として整理されている有効性・便益,実行容易性・負担,他者の動向等の要因

を参考にして設定する .

分析 3 設置意向と設置行動の乖離要因分析
・住宅用太陽光発電の設置意向あるいは設置行動を高めるための手段を検討する目的で ,

住宅用太陽光発電の認知と太陽光発電に関する情報入手先の関係の分析を行 う。具体的

には,分析 2で作成した太陽光発電の認知項目の類型毎の平均スコアと太陽光発電の情

報入手先の関係について,t検定及び重回帰分析を行 う.

3.2.2 住宅用太陽光発電の既設置者等の特性

未設置者 (N=600)に対して住宅用太陽光発電の設置意向をした結果,「具体的な設置予

定がある」0.2%,「具体的な設置予定はないが設置したい」19.2%,「検討してみてから設

置したい」39.2%,「設置しない」41.5%であつた.こ のうち,「具体的な設置予定がある」

と「具体的な設置予定はないが設置したい」をあわせたサンプル (N=116)を 住宅用太陽光

発電の未設置 。有意向者とした。

既設置者 (N=300)の うち,国の補助金があつた 2005年までの設置者は 123件,同補助

金が停止された 2006年
～
2008年までの設置者は 82件,同補助金が再開された 2009年以降

の設置者 95件であつた。セグメント毎の特性として分析する変数は,基本属性変数 3つ (年

齢,年収,建築面積),パーソナリティ変数 5つ (環境オピニオンリーダー度,イ ノバティ

ブネス度,社会関係資本度,地域活動参加度,自 由活動参加度)と した。
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パーソナ リティ変数は,各々に対応する尺度項目のスコアの平均値 として算定した,パ

ーソナリティ変数に対応する尺度項目を表 3-3に示す。各尺度項目は,普及学等における既

往の知見や調査として,E.M.Rogers(1983)⊃ ,青池 (2007)。 ,内閣府国民生活局 (1994)

つを参考に設定している。以下に,パーソナリティ変数の作成方法を説明する.パーソナリ

ティ変数のスコアの算定にあたり,環境オピニオンリーダー度,イ ノバティブネス度は ,

対応する複数の尺度項目の因子分析を行い,設定した尺度が 1つの因子に集約される (固

有値が 1以上である因子が 1つ しかない)こ とを確認した。次に,パーソナリティ変数の

スコアを,各々に対応する複数の尺度項目のスコアの平均値として算出した。ここで,各

尺度項目は 5段階の順序変数であるが,各尺度項目への同意程度の回答で,「そうである」

を 5点 ,「 どちらかといえばそうである」4点 ,「 どちらともいえない」3点 ,「 どちらかと

いうとそうでない」2点 ,「そうではない」1点 とし,連続変数とみなして,因子分析及び

スコアの算定を行つた。

社会関係資本度 (への接続度)については,R.Putnam Oを参考にして,結合型oonanD

と橋渡し型⑩五dginDの 2つに分類されることを想定して,尺度項目を設定したが,因子分

析の結果,固有値 1以上の基準では 2類型が抽出されなかった。このため,社会関係資本

は対応する全ての尺度項 目の平均値として,ス コアを求めた。なお,結合型社会関係資本

は家族や近隣等の同質性が強い結びつき,橋渡し型社会関係資本は組織や地域を越えた異

質性を結びつけるとされる。また,こ こでは,地域における社会関係資本の程度ではなく,

社会関係資本への個人の接続の程度を測定している。以下,本研究における社会関係資本

に関する設問あるいは変数は,すべて個人の社会関係資本への接続の程度を示している。

本調査で用いた WEBモニターでは,イ ンターネットの利用者層であるため,結合型社会関

係資本への接続が強い層は社会参加性が強く,イ ンターネットを利用して橋渡し型社会関

係資本への接続も強い傾向があると考えられるため,因子分析の結果,2因子に分解されな

かつた可能性がある。

活動参加度については,因子分析の結果,固有値 1以上の基準で地域活動参加度と自由

活動参加度の 2因子が抽出された。このため,各因子に対応する尺度項目の平均値を求め

て,2つのパーソナリティ変数を作成した。

各セグメントの基本属性及びパーソナリティに関する変数について,未設置 。無意向者

を基準にして,平均値の差の検定 (t検定)を行つた結果を表 3-4に示す。また,図 3-1に

住宅用太陽光発電の設置における新築・既築への設置の別,図 3…2に設置費用の負担内訳 ,

図 3-3に住宅用太陽光発電の設置理由の集計結果を示す.既設置者には設置した理由,未設

置者には設置したい理由を質問している.以下に,各セグメントの特性を列挙する.
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表 3-3 パーソナリティ変数の尺度項目

変数 対応する尺度項目

環境オピニオン

リーダー度

友人や知人と,よく環境問題に関する話をする

友人や知人に環境問題についての話をするとき,自分から,多くの情報を提供する

環境問題について,よく人から尋ねられる

自分が話しをしたことやアドバイスが,友人や知人に影響を与えることが多い

家族とよく環境問題に関する話をする

家族と環境問題についての話をするとき,自分から多くの情報を提供する

イノバティブネス度 新しいものが好きである

常に新しい情報を得るようにしている

冒険が好きである

常に挑戦をするようにしている

自分の力で問題を解決することができる

自分の判断に自信がある

社会関係資本度 災害等で困つたとき,近所の人が助けてくれる

近所に信頼できる友人・知人がいる

災害等で困つたとき,職場や学校関連の知り合いが助けてくれる

職場や学校関係に信頼できる友人・知人がいる

災害等で困つたとき,趣味や社会活動で出会つた知り合いが助けてくれる

趣味や社会活動で知り合つた,信頼できる友人・知人がいる

災害等で困つた時,遠くに離れているが,たまに出会う,知り合いが助けてくれると思う

遠くに離れているが,たまに出会う,信頼できる友人・知人がいる

地域活動参加度 地域の祭りや季節行事

町内会・自治体・住民協議会の活動

地域の学校運営に関する活動

自由活動参加度 福祉・育児支援・教育・地域づくり等に関するボランティア・NPO活動
環境保全・リサイクル・地球温暖化等にかんするボランティア・NPO活動
地域で行つているサークル活動・懇親活動(趣味やスポーツ等)

(1)2005年以前の設置者

パーソナリティでは,既設置者は環境オピニオンリーダー度,イ ノバティブネス度,自

由活動参加度,地域活動参加度が高い傾向にある (表 3-4).特に 2005年以前の設置者は環

境オピニオンリーダー度が他セグメントと比較して圧倒的に高い。当時は現在に比べて設

備費用が高かつたこと等を考えると,2005年以前は環境オピニオンリーダー度が高い層が

住宅用太陽光発電を設置する傾向にあったと考えられる
`

基本属性では,2005年以前の設置者は年齢と年収が高い傾向にあり,費用負担能力が高

い層だと考えられる (表 3-4).

住宅用太陽光発電の設置特性としては,こ の時代では新築での設置が約 45%と 高い傾向

にある (図 3-1).総設置費用は 300万円程度,自 己負担額も 250万円弱と2009年以降と比

べて高い (図 3-2)。 ただし,補助金利用額も 50万円強と多く,現在よりも補助金額 (の単

価あるいは総額上限)が大きい時代であつたことがわかる.
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また,この時代の設置者は,住宅用太陽光発電の設置理由として,「エネルギーの枯渇間

題への解決に貢献したい」「新しいことなのでやってみたい」の回答が,近年の設置者や未

設置 。意向有の者と比較して相対的に多い (図 3-3).

(2)2006年～2008年の設置者

既設置者のうち,国の補助金が中断された 2006年～2008年までの設置者は,2005年以

前の設置者ほどではないが,環境オピニオンリーダー度やイノバティブネス度が高い。ま

た,地域活動参加度が 2005年度以前の設置者以上に高いという特徴を持つ (表 3-4).

住宅用太陽光発電の設置特性としては,こ の時期の設置者は, 自己負担額が大きい傾向

にある (図 3-2)。 ただし,2005年以前に比べると設置総額が低下しているため, 自己負担

額の差が顕著という程ではない注1.

(3)2009年 以降の設置者

国の補助金が再開された 2009年以降の設置者は,パーソナリティや基本属性において,

未設置無意向者と有意な差が見られない。一方,既築への設置率が 2008年以前と比べて著

しく高い傾向にある (表 3-4).

住宅用太陽光発電の設置特性としては,自 己負担額平均が 210万 円程度となっており,

2006年～2008年の設置者と比べて,40万 円程度減額したことになる.2009年以降は,補

助制度と設備費用の低減等により,環境意識等において特別ではない,よ リー般的な層が

住宅用太陽光発電を設置する段階に移行したと見ることができる .

(4)未設置・有意向者

未設置 。有意向者は,環境オピニオンリーダー度,イ ノバティブネス度, 自由活動参加

度が高く,特に 2009年以降設置者よりもそれらのパーソナリティ変数の平均値が高いこと

が特筆される (表 3-4)。 ただし,未設置 。有意向者は,設置行動を伴つていない意向段階

の者であり,そのうちで実際に設置行動を起こす者と同じとは言えないことに留意する必

要がある。

住宅用太陽光発電の設置理由としては,「地球温暖化防止の解決に貢献したい」の回答率

が相対的に多いこと,「新しいことなのでやってみたい」の回答率が相対的に低いことが特

徴である (図 3-3)。

注1 2006年
～2008年は,2.3(1)② に示したように国の設置補助金が停止した期間である。この期間に設置

補助金がなくとも太陽光発電が設置された理由は,図 3-2に示すように設置費用が 2005年以前よりも
低下しており,設置補助金がなくとも,自 己負担額はあまり変わらなかつたためと考えられる|また,
図 3-1に示すように,こ の時期の設置者は新築で設置したものの比率が 2005年以前と同様に高い。新
築の場合は,太陽光発電の設置費用を住宅建設費全体のやりくりにより調整可能であり,費用負担が比
較的容易であることも,国の設置補助金がなくとも設置が進んだ理由である。なお,国の設置補助金が
なくとも,一部の地方自治体では設置補助金が糸区続された。
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表 3-4 住宅用太陽光発電の既設置者及び未設置・有意向者の特性 (t検定)

N

パーソナリティ変数

環境オピニオン
リーダー度

イノ′`ティブ
ネス度

社会関係
資本度

自由活動
参加度

地域活動
参加度

既設置者 300 0.109 (2.03)* 闊 儡
005年 以前 0.099 (1.35) 鰊 熙 鵞

0.295 (2.82) * 0.229 (2.49)* 0.175 (1.95) 0.166 (1.65) 魃

0.162 (1.67) 0.157 (1.83) 0.005 (0.78) 0.073 (0.32) 0,000 (0.73)

未設置・有意
向者

0.237(2.16)* 0.250 (3.12)** 0.051 (0.65) 0.209 (2.14)* 0.083 (0.80)

N
基本属性変数

年 齢 (才 ) 年 収 (万円) 建築面積 (m2)

疑設置者 0.03 (0.05) 74.69 (1.77) 3.38 (0.59)

2005年以前
設置者

149.04 (2.29)* 14.13 (1.74)

2000-2008
年設置者

-1.35 (1.42) 32.68 (0.47) 2.57(0.27)

”睛
以降 18,09 (0.29) -9.90(1

未設置・有意
向者

-0.30 (0.36) 57.19 (0.68) 22.29 (1.76)

注)各セル左側の数値は,各セグメントと未設置・無意向者 (N=484)の スコア差.括弧内の数値はス

コア差の t検定の結果 (t値).*は t検定の結果の有意確率 (両側)の水準を示し,**:1%以上,
*:5%以上である.

回答毛0%

2005以前設置者― N=123

2006～ 2008年設置者 N=82

2009年以降設置者 N=95

未設置・有意向者 N=116

■新築 口既築

図 3-1 住宅用太陽光発電の設置における新築 口既築の別 (設置時期別)
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50

設置費用 (万 円)

150      200 250 300 350

2005以前設置者 N=123

2006～ 2008年設置者 N=82

2009年 以降設置者 N=95

24s.o l

251.51 園

‐ T"‐
■自己負担額 諄補助金利用額

図 3-2 住宅用太陽光発電の設置費用の負担内訳 (設置時期別)

回答率

売電収入を得たい'光熱費

を安くしたい

自分が利用する電気は自分で

発電したい

地球温暖化防止の解決

に貢献したい

エネルギーの枯渇問題の解決

に貢献したい

災害時に非常用電源として

利用できる

新しいことなのでやつてみたい

社会的に認められるから
・他の人に自慢できる

国 3-3 住宅用太陽光発電の設置理由 (設置時期別)

■2005年以前設置者 N=123

●2006年～2008年設置者 N=82

S2009年以降設置者 N=95

□未設置・有意向者 N=116
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3.2.3 住宅用太陽光発電の設置意向の規定構造

(1)住宅用太陽光発電の認知項目の因子分析による類型化

住宅用太陽光発電の設置意向と太陽光発電の認知との関係を分析するにあた り,太陽

光発電の認知に関する質問の回答について因子分析 (プ ロマックス回転,固有値 1以上

の因子を抽出)を行い,太陽光発電の認知に関する質問項目の類型化を行った (表 3-5).

ここで,各太陽光発電の認知に関する質問項目は 5段階の順序変数であるが,各認知

に関する質問項目への同意程度の回答で,「そうである」5点 ,「 どちらかといえばそう

である」4点 ,「 どちらともいえない」3点 ,「 どちらかというとそ うでない」2点 ,「そ

うではない」1点 とし,連続変数 とみなして因子分析を行った .

第 1因子は太陽光発電の「広義の便益性」に係るものである.地球温暖化等の問題解決 ,

社会的期待といった社会的便益,電気代の節約という個人的便益とともに,テ レビ。新

聞等の報道活発性を含む。報道活発性の認知は,太陽光発電が社会的課題 となっている

ことの認知でもあり,社会性の認知として包括することができる。第 2因子は太陽光発

電の「広義の負担容易性」に係るものである。設置や維持の容易性,信頼性,設置コス

ト等,負担の容易性を総合的に捉えた因子である。第 3因子は,地域や国,家族や友

表 3…5 太陽光発電の認知の因子分析結果 (プロマックス回転後の因子パターン)

N=900

因 子

1 3

初期の固有値

因子寄与率 (%)

4 557

46 571

1 307

13 066

1 093

10 934

問題解決有効性 ・太陽光発電を導入することで、地球温暖化等の問題解決に貢献できる ‖鰺幡 -0 002 -0 090
社会規範性 ・太陽光発電の設置が社会的に期待されている -0 043 0 099

報道活発性 ・太陽光発電に関するテレビや新聞等の報道、雑誌の記事が多くなつている
1
:

-0 126

経済効果性 ・太陽光発電の設置により、電気代を安くすることができる
|lliζ慶教穏ξ量 -0 132

設置等容易性 ・太陽光発電の設置や維持は容易である -0 127

燒性能等信頼性 ・太陽光発電の性能や耐久性は信頼できる -0 078

コスト負担容易性 ・太陽光発電の設置コス トは負担できる範囲である -0 023

地域活発性 ・太陽光発電の導入に関する地域の行政やNPO、 地区活動が活発である -0 088 摯‖[ 構
国の施策活発性 ・太陽光発電の導入を支援する、国の施策が活発である 0 044 -0 013 鮮‖蒻
家族友人等活発性 ・太陽光発電に関して、家族や友人・知人と話すことが増えている 0219 翻‖騨ぜ

因子相 関行列

因 子 1

1 000

0 551

0 551

1 000

0 556
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人・知人といつた 「他者の動向」に関するものである .

これらの 3因子毎に,対応する認知に関する質問項 目の回答スコアの平均値を求めて ,

太陽光発電の「広義の便益性」認知,「広義の負担容易性」認知,「他者の動向」認知に

関する変数を作成した。

(2)住宅用太陽光発電の設置有無及び設置意向の規定要因

次に,住宅用太陽光発電の設置意向の規定要因を探るために,住宅用太陽光発電の設

置有無と設置意向の各々を目的変数とし,因子分析により類型化された 3因子を説明変

数として,多重ロジスティック回帰分析を行った。多重ロジスティク回帰分析は,目 的

変数が 2値 (0/1),説 明変数が複数の場合に使われる回帰分析の方法であり,回帰式と

してロジスティック曲線を当てはめるものである。

分析結果を表 3-6に示す.設置有無は「広義の便益性」認知と「広義の負担容易性」

認知の 2つに規定され,特に「広義の負担容易性」認知の方が 「広義の便益性」認知よ

りもオッズ比が大きい.こ れに対して,設置意向を目的変数とする場合は,「広義の便

益性」認知の方が「広義の負担容易性」認知によりもオッズ比が大きい .

また,パーソナリティ及び基本属性の規定度をみるにために,3つの認知項目に加え

て,これらの変数をすべて説明変数としたうえで,変数増加法により説明力のある変数

のみを追加する解析を行つた (表 3-7).認知項 目以外で抽出された変数は,設置意向

規定の際の住居の建築面積のみであり,パーソナ リティ及び基本属性と比べて認知項 目

の説明力が高いといえる。また,設置意向は,「広義の負担容易性」認知ではなく,「広

義の便益性」認知に強く規定されることが強調される結果となった。   
‐

ただし, ここで注意しなければならないことは,「広義の負担容易性」認知は,住宅

用太陽光発電の設置後に高まった可能性があり,設置前の「広義の負担容易性」認知が

高かつたとは断定できないことである。

つまり,設置者の「広義の負担容易性」認知が高いことには,以下の 2つの可能性が

考えられる。①設置者が,設置前に「広義の負担容易性」を認知したことにより,設置

を決定するに至った可能性,②設置者が設置後に「広義の負担容易性」を認知した可能

性である.本研究で行つたアンケー ト調査においては,こ の 2つの可能性について区別

することができる質問はできておらず,本研究における限界点といえる。

しかしながら,既設置者と未設置・有意向者の「広義の便益性」のスコアを比較する

と,前者は4.00,後 者は 3.85と 大きな差はなく(設置意向無しの場合の同スコアは 3.42),

「広義の便益性」認知の差だけが設置有無を規定しているとは考えにくく,それ以外の

要因が設置有無を規定していると考えることが妥当である。そして,設置有無を規定す
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る他の要因 (基本属性,パーソナリティ)は抽出されなかった (表 37).したがって ,

設置有無を規定する要因として,設置前に「広義の負担容易性」を認知したことにより,

設置を決定するに至った可能性は示唆されていると考えられる。

以上のことから,太陽光発電の便益を認知することで設置意向が高まるが,実際に設

置するかどうかは負担容易性の認知により強く規定される可能性があると示唆された。

表 3-6 住宅用太陽光発電の設置有無・設置意向の規定要因その 1

～太陽光発電の認知を説明変数とした多重ロジスティック回帰分析 (強制投入法)

表 3-7 住宅用太陽光発電の設置有無・設置意向の規定要因その 2
～太陽光発電の認知,基本属性とパーソナリテイを説明変数とした
多重ロジスティック回帰分析 (尤度比統計量に基づく変数増加法)

注)説明変数として,パーソナリティ及び基本属性に関する変数も検討したが,採用されな
かった.
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目的変数 太陽光発電の設置有無 太陽光発電の設置意向

N 900
600

(太陽光発電の未設置者 )

Nagelkerke R2乗 ｎ
υ
う
０

■
■
ハ
υ

B 有意確率
オッズ比
Exp(B)

B 有意確率
オ ッズ比

Exp(B)

広義の便益性認知 0.599 0.000 1.819 0.944 0.000 2.569

広義の負担性認知 0.999 0 000 2.716 0.244 0.086 1.276

他者動向認知 0.052 0.661 1 053 -0.053 0,728 0.948

定数 -5 917 0.000 0.003 -5.330 0.000 0.005

目的変数 太陽光発電の設置有無 太陽光発電の設置意向

N 900
600

(太陽光発電の未設置者 )

Nage!kerke R2乗 .305 104

Ｄ
Ｄ 有意確率

オッズ比
Exp(B)

B 有意確率
オッズ比
Exp(B)

広義の便益性認知 0.572 0.000 1.771 1.069 0.000 2.911

広義の負担性認知 1.039 0.000 2.826

建築面積 0.003 0.022 1 003

定数 -5。 781 0.000 0.003 -5.610 0.000 0.004



表 3-8 太陽光発電の認知項目と情報の入手先との関係 (t検定結果)

注)有意確率 (両側)では,**:1%以 上,*:5%以 上である.斜め文字は等分散のための Lcvcnc
の検定結果 として 5%水準で F値が有意である (等分散が仮定されない)場合を示す。平均値の

差がマイナス符号の場合は,該当する媒体から情報を人手 している場合の方が各認知項 日のスコ

アが低いことを示す

表 3-9 太陽光発電の認知項目と情報の入手先との関係 (重回帰分析結果)

注)2つ の認知項 日を日的変数 として,各々に情報人手媒体をダミー変数として重回帰分析を行っ
た結果  t値の *は有意確率 (両側)の水準を示し,**:1%以 上, *15%以上である。強
制投入法による,いずれも VIF<10.

3.2.4 住宅用太陽光発電の認知と情報入手媒体の関係

既設置者と未設置者を合わせたサンプル (N=900)について,太陽光発電の情報入手

媒体の回答有無 (名 義変数)を基準として,太陽光発電の認知スコアの平均値の差の検

N=900

回答率
広義の便益性 広義の負担性

平均値の差 t値 有意確率 平均値の差 t値 有意確率

国の施策・普及活動 14 200 0.339 418‐37 ** 01288 310‐86 **

地域行政の施策・普及活動 2 226 0_353 2117180 **

テレビ・ラジオのニュースや特集等 44 810 a259.‐ ′1389‐ ** -0 154 2 345

新聞・雑誌の記事・特集 34 8% a2041 al′′′ ** -0 027 0 387

地域の自治会・町内会、公民館等の活動 0 330 1 969 0 392 1

NPO・ 市民活動団体の活動 0 236 1 654 0.512 2117125 *ホ

職場の研修・講義、仕事上の取引・体験 1 163 0 466 211740 一＊一＊

家族、友人や知人、近隣の人との会話 a1321 ■|la′′ 撃 * 0 087 0 969

書籍 013216 211755 ** 0715 4、 613 **

インターネットの掲示板やブログ、コミュニティ等 20 3% 01251 41:122 ** 0:274 31397 **

企業の広告・広報等 34 6% a3鈴 ア
=′

θθ ** 0.177 2 5‐75 **

N=900

回答率

広義の便益性

副司壼書

"キ

R2=。 1。 6

広義の負担性

調整済R2=0046

標 準化係数 tイ直 有意確率 標準化係数 t値 有意確率

国の施策・普及活動 14 20/1 0 084 0 038 1 005

地域行政の施策・普及活動 -0 010 0 040 1 077

テレビ・ラジオのニュースや特集等 44 8% |に112 |]13112161 |** -0 087 2 435

新聞・雑誌の記事・特集 34 800 0 079 2 220 -0 027 0 739

地域の自治会・町内会、公民館等の活動 0 044 1 345 0 027 0 790

NPO・ 市民活動団体の活動 0 001 0 044 0 029 0

職場の研修・講義、仕事上の取引・体験 0 021 0 645 0 065 1 943

家族、友人や知人、近隣の人との会話 0111017 3:1301 ** -0 005 0161

書籍 0 004 0 122 0,115 13:13417 **

インターネットの掲示板やブログ、コミュニティ等 20 30t 0 081 2 493 0.098 21953 **

企業の広告・広報等 34 60/O 1011162 41817 *" 0 051 1 467
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定 (t検定)を行った結果を表 3…8に示す。さらに,多重共線性を考慮するために重回

帰分析を行った結果を表 3-9に示す。太陽光発電の認知スコアは,表 3-5に示 した 3つ

の認知項 目のうち,表 3-7において設置有無を規定するとい う結果が得られた「広義の

便益性」認知と「広義の負担容易性」認知の 2変数の値である .

t検定と重回帰分析の結果を比較すると,t検定の結果の t値において,特に有意性が

高い変数が,重回帰分析において有意性があると示されたことが確認できる.2つの重

回帰分析は決定係数が小さい値となっているが,t検定で有意性が確認された変数のう

ち多重共線性を考慮してより説明力の高い変数を抽出する目的においては,表 3‐ 9の結

果は有効な結果であると考えられる。以下,表 3-9で得られた結果を説明する。

「広義の便益性」認知と関係が強い情報入手媒体は比較的多いが「広義の負担容易性」

認知と関係が強い情報入手媒体は「書籍」と「インターネットの掲示板やブログ,コ ミ

ュニティ等」といつた専門性の高いメディアに限定される.「広義の便益性」認知を高

めるためには多様なメディアが有効であるが,「広義の負担容易性」認知を高めるため

には専門性の高いメディアを活用することが効果的であることを示唆している。

情報媒体別の特徴としては,「テレビ。ラジオのニュースや特集等」や 「新聞・雑誌

の記事・特集」といったマスメディアは,太陽光発電の情報入手先 としての回答率は高

く,「広義の便益性」認知の高低と有意に正の関係があるが,「広義の負担容易性」に対

しては負の関係にあることが注目される。

3.2.5 分析結果のまとめ

本分析では,住宅用太陽光発電の既設置者と未設置者を対象にして,両者を比較する

分析を行つた .

既往研究は,未設置者の設置意向あるいは既設置者のいずれかを分析するものであつ

たが,両者の比較を行 うことで,設置意向を設置に移行させる要因等に踏み込んだ分析

が可能となった。

本分析で用いたサンプルは,WEBモ ニター登録者からの抽出であり,こ の点で母集

団 (30代～50代までの持ち家所有者)の代表性は不十分であるが,既設置者と未設置

者の規定要因の相対的な分析等においては有用であると考えている。つまり,本分析で

得られた結果は,住宅用太陽光発電の普及動向の実際を把握 し,今後の普及施策を検討

する上での活用すべき知見である.以下に,本分析の要点とそれから得られる示唆を整

理する。

(1)住宅用太陽光発電の設置者は,環境オピニオンリーダー性やイノバティブネス度が
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(2)

(3)

高い層から,よ リー般的な層に移行しつつあることが確認できた。また,新築時の

設置から既築への設置が増えてきており,住宅用太陽光発電の普及は広がりを見せ

ている。

住宅用太陽光発電の設置意向は,太陽光発電の「広義の便益性」(地球温暖化防止等

の問題解決と家計便益等)認知に規定される。これに対して,設置行動は,「広義の

便益性」認知に加え,「広義の負担容易性」認知に強く規定されている可能性が示唆

された。

太陽光発電の 「広義の便益性」認知と「広義の負担容易性」認知は,太陽光発電の

情報の入手先からは十分に説明されないが, 2つ の認知項目に相対的に影響を与え

ている可能性がある情報入手先は抽出できた。太陽光発電の 「広義の負担容易性」

認知に影響する可能性がある情報入手媒体として,「書籍」と「インターネットの掲

示板やブログ,コ ミュニティ等」といつた専門性の高いメディアが抽出された.こ

れに対して,「広義の便益性」認知は,マスメディアや国,企業,家族・知人等の働

きかけ等,幅広い情報入手媒体が影響 している可能性がある。

なお,本分析の結果では,地域行政の施策や普及活動,NPOや 市民活動の効果は十

分に抽出されなかった。本分析は全国を対象にしており,多 くの地域では住宅用太陽光

発電に関する行政施策や NPO活動が活発でないために,その影響が見られない可能性

もある。

また,本研究のアンケー ト調査では区別をすることができなかった,設置者の「広義

の負担容易性」認知の発現時期が設置前であるのか設置後であるのか,それぞれの時期

における認知の程度の大きさも含めて検証を行 うことができるような調査を行 うこと

も重要である。
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3.3 全国各地における住宅用太陽光発電の設置補助金の状況
と効果

3.3.1 分析の視点と方法

(1)分析の視点

本研究の視点は,次の通りである。

① 地方自治体における住宅用太陽光発電の設置補助金について,全国的な状況を俯腋

し,導入実態を明らかにする。

② 地方自治体の住宅用太 F4‐光発電の設置補助金が,住民にどのように認知されている

かを明らかにする.

③ 地方自治体の住宅用太陽光発電の設置補助金による普及促進効果を,補助金額の違

い等を含めて定量的に明らかにする。

④ 上記の分析を踏まえて,地方自治体の住宅用太陽光発電の設置補助金,及びそれと

組み合わせ実施すべき関連施策のあるべき方法を検討する。

なお,住宅用太陽光発電の普及における地方自治体の施策には,設置補助金による「経

済的支援効果」だけでなく,普及啓発等の「情報的支援効果」がある。また,設置補助

金や普及啓発に地域が取り組むことが社会的な雰囲気を醸成し,これが設置を促すとい

う効果 (「他者動向効果」)を期待することができる。

(2)分析の方法

本研究は,地方自治体における住宅用太陽光発電の設置補助金制度の分析とWEBモ

ニターを用いたアンケー ト調査の分析を組みあわせて実施した。

設置補助金制度の分析は,WEB上で公開されている2010年度住宅用太陽光発電の補

助金一覧つを基にして,個別施策をホームページで検索し,補助金額や対象条件等の

WEBモニターを用いたアンケー ト調査の概要は,表 3-1に示すとおりである。この

アンケー ト調査において,基本属性の集計結果のうち,住宅用太陽光発電の設置条件と

して重要な住宅規模をみると,回答サンプルの延床面積は平均 142m2でぁり,日本の持

家 (戸建)平均 めの 132m2を 上回る。つまり,本調査の対象は, 日本平均よりも住宅

用太陽光発電の設置条件を満たしたサンプルであることに留意する必要がある。

3.3.2 地方自治体における住宅用太陽光発電の設置補助金の実態

地方自治体における住宅用太陽光発電の設置補助金の実施状況を分析した結果を示

す。

4̈6-



(1)都道府県別の補助金の実施状況を図 3-4に示す。補助金を実施 している都道府県は

29団体 (全都道府県の 61%),補助金を実施している市区町村は全国で 605団体 (全

市区町村の 35%)で ある。市区町村補助金の人ロカバー率 (補助金を実施している

市区町村の人口を仝国人口で除した値)は 68%と なる .

(2)補助金の実施状況に地域差をみることができる。例えば,神奈川県は県が補助金を

持ち,県内市町村の全ても補助金を持つ。これに対 して,静岡県と愛知県では,県

は補助金を持たないが,市町村の補助金の実施率が高い。大阪府,兵庫県,奈良県

等では,府県が補助金を持たず,ま た市町村でも補助金の実施率が低い。九州地域

では,市町村の補助金の実施率が総じて低い傾向にある。

(3)各市区町村の補助金額をみると (図 3-5),3万円/kWが最も多く,次いで 2万,5

万,4万 ,7万円/kWが 多くなっている。市区町村 と都道府県の補助金は併用が可能

であることが多いため,両者の補助金の合計額の分布を図 3-5に合わせて示す。同

合計額で2万円から7万円/kWの市区町村の比率は,補助金を有する市区町村の76%

を占める。同合計額 10万円/kW以上の市区町村は補助金を有する市区町村中 13%

となっている .

(4)各市町村の人口規模別の補助金の実施状況を図 3-6に示す。補助金の実施率は人口

規模の大きな市区町村ほど高く,同実施率は,人 口 30万人 50万人未満で 90%,50

万人以上で 94%と なつている。これに対して,人 口 1万人未満では同実施率が H%

となっている .

(5)補助金の支給における付帯条件が地域毎に異なる。主な付帯条件としては,a)域内

業者限定 (地域内の設置事業者の設置あるいは域内での製設置事業者の設置あるい

は域内での製造設備に限定して補助),b)モニター参加 (設置後の発電状況の報告),

c)他設備 との併用 (省エネ改修等と組み合わせた実施に限り補助)等がある。エコ

ポィントで補助額を支給し,その流通による地域経済活性化等の波及性を狙つてい

る場合もある。
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図 3-4 地方自治体における住宅用太陽光発電の設置補助金の実施状況
(2010年 8月 時点 )

■市区町村+都道府県の補助金額

露市区町村の補助金額

1  2 3  4  5  6  7  8  9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 2021

補助金額 (万円/kw)

日 3-5 住宅用太陽光発電の設置補助金額の分布 (2010年 8月時点)
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図 3…6 市区町村における住宅用太陽光発電の設置補助金の実施状況
(人口規模別,2010年 8月 時点)

3.3.3 地方自治体における住宅用太陽光発電の設置補助金制度の住民認知度
アンケー ト調査結果より,設置補助金がある地域の居住者に限定して,回答者が居住

している市区町村あるいは都道府県の設置補助金の認知度を集計した (図 3-7).市区町

村,都道府県の設置補助金ともに,「 内容を良く知つている」と「内容をある程度知っ

ている」を合わせて 2割程度の回答である.一方 ,「 あることを知らない」とする回答

が 5割弱もある。

次に,設置補助金の情報に限らず,太陽光発電全般の情報の入手先に関する質問の結

果を,設置補助金がある地域とない地域の別に集計 し,その有意差を検定した (図 3-8).

この結果,「地域行政が実施 している施策 。普及啓発」を情報源 とする回答は,設置補

助金がある地域で 8%と 有意に高い。しかし,他の情報源も含めて,回答率が高い情報

源をみると,上位はテレビ・ラジオ,新聞・雑誌,企業広告等となっている.これ らと

比較すると,地域施策は強い情報源とはなっていない。地域施策は,設置補助金に関す

る情報提供,あ るいは太陽発電の意義や効果等に関する普及啓発を図ることが期待 され

るが,そ の役割が発揮されていない。

以上のように,地方自治体における設置補助金は地域住民に十分に知られておらず ,

また地方自治体の啓発事業等は地域住民に十分に届いてない .
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回答率

市区町村の補助金

N=422

都道府県の補助金

N=318

■内容をよく知っている 鐵内容をある程度知っている 日あることは知っているが内容は知らない 口知らない

図 3-7 地方自治体における補助金の認知度

回答率
20%      30%

テレビ・ラジオでの太陽光発電関連のニュースや特集等

新聞・雑誌の太陽光発電関連の記事・特集

太陽光発電関連の企業の広告・広報等

太陽光発電関連のインターネット上の掲示板やプログ等

国が実施している太陽光発電の設置に関する施策・普

地域行政が実施している太陽光発電に関する施策・普及・

職場での太陽光発電関連の研修・講義、仕事上の取引・

自治会・町内会、公民館等における太陽光発電関連の活動

4e% 0.379 (0.s92)

0.511 (0.517)

1.657 (0.206)

0.084 (0.808)

0.087 (0.8e0)

4.078 (0.046)

0.086 (0.833)

3.900 (0.049)

3.900 (0.049)

0.032 (1.000)

NPO・市民活動団体による太陽光発電関連の活動

太陽光発電関連の書籍

注)右の数字は Pcarsonの カイ自乗値 ,括弧内は正確有意確率(両側)を示す。

日 3…8 太陽光発電の情報入手先 (市区町村の補助金有無別)

3.3.4 住宅用太陽光発電の設置意向の規定要因のモデル化

アンケー トでは,地域における補助金の効果等をみるために,設置条件の 3変数 (初

期投資負担額,売電収入,償却期間)を変えた 6ケースを設定し,各ケースについて「設

置する」「設置しない」の選択を求めた.こ の設置意向を目的変数とし,設置条件 と太

陽光発電の評価を説明変数として,多重ロジスティック回帰分析を行つた.設置条件の

■設置補助金有りN二422

●設置補助金無しN=178
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3変数は従属関係にあるため,まず設置意向を目的変数として 3変数毎にロジスティク

回帰分析を行つた.こ の結果,最も説明力が低い償却期間を除外し,それ以外の 2変数

を多重ロジスティック分析に用いる説明変数とした。太陽光発電の評価に関する 3変数

は,因子分析 (プロマックス回転,固有値 1以上の因子を抽出)を行い,太陽光発電の

評価項目の類型化を行った結果として作成した (表 3-10).第 1因子は太陽光発電の「広

義の便益性」に係るものである。第 2因子は太陽光発電の「広義の負担容易性」に係る

ものである.第 3因子は,地域や国,家族や友人・知人といつた「他者の動向」に係る

ものである。これら 3因子に対応する項 目のスコアの平均値を求め,3因子に対応する

変数とした .

多重ロジスティック回帰分析の結果を表 3-Hに示す.全体の決定係数 (Nagclkcrkc R2

乗値)は 0.306で あり, 目的変数が 2項での回帰分析 としては説明力が高いといえる .

また,こ の回帰においては,設置条件だけでなく,主体による太陽光発電の評価が設置

意向を規定している.経済的支援だけでなく,普及啓発により,太陽光発電の便益性等

の評価の向上を図ることで設置意向を高めることができることを示している。

表 3-10 太陽光発電の認知の因子分析結果 (プロマックス回転後の因子パターン)

N=900

因 子

1 2 3

初期の固有権

因子寄与率 (%)

4 557

46 571

1 307

13 066

1 093

10 934

問題解決有効性 ・太陽光発電を導入することで、地球温暖化等の問題解決に貢献できる ヨ1蠅0 -0 002 -0 090

社会規範性 ・太陽光発電の設置が社会的に期待されている 柵陽 ‖ -0 043 0 099

報道活発性 ・太陽光発電に関するテレビや新聞等の報道、雑誌の記事が多くなつている ″計,響‖ -0 126 0 147

経済効果性 ・太陽光発電の設置により、電気代を安くすることができる 讐‖幅11 -0 132

設置等容易性 ・太陽光発電の設置や維持は容易である -0 127
=01毬
輸 0 056

性能等信頼性 ・太陽光発電の性能や耐久性は信頼できる 0 177 住1767 -0 078

コス ト負担容易性 ・太陽光発電の設置コス トは負担できる範囲である -0 023 鋭1764 0 073

地域活発性 ・太陽光発電の導入に関する地域の行政やNPO、 地区活動が活発である -0 088 立1388

国の施策活発性 ・太陽光発電の導入を支援する、国の施策が活発である 0 044 a132o

家族友人等活発性 ・太陽光発電に関して、家族や友人・知人と話すことが増えている 0219 0 184 e1401

因子相関行列

園 子 1 3

1

2

1 000

0551
0551
1 000

注)表 3-5の 再掲である.
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表 3-11 住宅用太陽光発電の設置意向を説明する
多重ロジスティック回帰分析の結果

説明変数 B 有意確率
オッズ比
Exp(B)

初期投資の負担額 -0 042 0 000 0 959

年間売電収入額 0 284 0 000 1.329

広義の便益性評価 0 978 0 000 2 658

広義の負担容易性評価 0 560 0 000 1 751

定数 -4 771 0 000 0 008

N=600

表 3-12 多重ロジスティック回帰式を用いた計算値と観測値の比較

3.3.5 地方自治体による住宅用太陽光発電の設置補助金の効果分析

多重ロジスティック回帰分析による計算値の妥当性を確認 した結果が表 3-12である .

設定した 6ケースの設定条件を表 3-Hで得られた回帰式に入力した計算値と,ア ンケ

ー トの回答値 (観測値)を比較した.ア ンケー トでは,6ケースを全てのサンプルに質

問するのではなく,3ケース毎に分け,全サンプルの半分の 300サンプルにケース 1～ 3,

残 り 300サ ンプルにケース 4～6の条件を提示 し,設置意向を質問した。ケース 1と ケ

ース 4ではケース4の方が,負担額が小さいために設置意思が高くなると計算されるが ,

観測値はケース 1の方が高くなっている。これは,提示した 3つのケースの組み合わせ

の中で相対的に設置条件の優劣が評価されているためと考えられる。一部で整合が取れ

ていない場合もあるが,計算値と観測値の値は凡そ一致しており,ま た設定条件による

設置意思の違いの傾向も意味を解釈しやすい結果となっている .

次に,多重ロジスティック回帰式を用いて感度分析を行い,地方自治体の補助金額の

最適性を分析した .

まず,地方自治体の補助金予算枠が決まっている場合を想定する (図 3-9).補助額単

提示したケ■ス
IA‐タンプ

'レ

Bサユカ鍵1

ケ■ス| ケ|■ス2 ケ
==な
13 ケ■ス4 ケ||1為 η 半ス0

設備価格単価 (万円/kW) 60 60 30 60 40 30

設置補助単価 (万円/kW) 7 14 10 10 10 14

初期投資の負担額 (万円) 210 180 80 200 120 65

年間売電収入 (万円/年 ) 20 20 8 20 12 8

売電による投資回収期間 (年 ) 105 9 10 10 8

初期投資の負担額 (万円) 210 180 80 200 ●
乙 65

設置意向 (%) 観測値 95% 133% 38.4% 8.8% 121% 46.1%

計算値 53% 167% 312% 79% 207% 46.0%
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価が小さいと補助件数 ANiは増やせるが,補助があるこ

開拓率 ERi:補助額 0の場合の設置意向率 YOと 補助額 :

[YO一 Yi]を Yiで除した値)は小さくなる .

逆に,補助額単価が大きいと ERiは大きくなるが ANi

ため,補助金利用者のうちの補助により設置した者の数

の場合の補助件数と設置開拓率の積)は小さくなる。ENi

どに ENiが大きくなる.ENiを施策の評価項目とすれば ,

とが望ましいことになる。

とで設置する者の比率 (設置

iの場合の設置意向率 Yiの差

がそれを上回つて小さくなる

(設置開拓件数 ENi:補助額 i

とiの関係では,iが小さいほ

予算制約下での iは小さいこ
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i:地方自治体での補助額 (万円/kW)

注 1)下記の条件を前提 として計算した。
・設備価格単価 :60万 円/kW 。国の補助額単価 :7万円/kW
・設置規模 :4kW ・年間売電収入額 :20万 円/年 ,
。便益性評価 と負担容易性評価は全サンプルの平均値
。地方自治体の補助金予算の総額は 1,000万 円

注 2)図中の計算値は次の通り.
・設置開拓率 (ERl):

補助額 0の場合の設置意向率 YOと 補助額 iの場合の設置意向率 Ⅵ の差
[YO一 Yi]を Yiで除した値 .

・設置開拓件数 (ENi):

補助額 iの場合の補助件数と設置開拓率の積 .

図 3-9 地方自治体の補助額と殷置開拓件数等 (計算値)
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次に,設置開拓件数の目標値 ENimaxを設定した場合を検討する (図 3-10)。 この目

標値を達成するための総補助件数 ANiMAXは,ENiMAXを 設置開拓率 ERiで除した値

となる。ANiMAXに iと 設置規模 (4kw)を乗じた値が補助金総額 TAiMAX,さ らに

TAiMAXを ENiMAXで 除 した値が設置開拓 1件 当た りの単位費用 UAiMAXと なる.こ

の UAiMAXを施策の評価項 目とした場合においても補助額 iは小 さいことが望ましい

ことになる。ただし,補助金の申請数が ENiMAXを達 しない場合においては,ENiMAX

を達成するために最低限度 ,iを増やすことも必要になると考えられる。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1011 121314151617181920

地方自治体での補助額 (万円/kW)

注 1)下記の条件を前提として計算した .
・設備価格単価 :60万円/kW 。国の補助額単価 :7万円/kW
。設置規模 :4kW 。年間売電収入額 :20万 円/年 ,
・便益性評価と負担容易性評価は全サンプルの平均値

・地方自治体の設置開拓件数の目標値(ENiMAX):100件

注 2)図中の計算値は次の通り.
・総補助件数 (ANiMAX):
地方自治体の設置開拓件数の目標値 (ENiMAX)を 設置開拓率 ERlで

除した値.設置開拓率 (ERi)は ,補助額 0の場合の設置意向率 YOと
補助額 iの場合の設置意向率 YIの差 [YO一 Yi]を Yiで除 した値 .

・設置開拓 1件当たりの単位費用 (UAIMAX):
総層補助件数 (ANiMAX)に地方治体の補助額 iと 設置規模 (4kw)を乗 じた値
を補助金総額 (TAlMAX)と する。この TAiMAXを地方自治体の設置開拓件数の

目標値 (ENiMAX)で除した値

図 3-10 地方自治体の補助額と設置開拓単位費用 (計算値 )
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3.2.6 分析結果のまとめ

分析の結果,次のことが明らかになった .

(1)都道府県の 61%,市区町村の 35%が設置補助金を導入している。市区町村では,特

に人口規模の大きな都市で導入率が高い。

(2)設置補助金は,住民に十分に認知されておらず,制度があることを知らない住民が

5割弱を占める。また,太陽光発電の情報源として,地方自治体は十分に役割を果

たしていない .

(3)住宅用太陽光発電の設置意向は,主に初期投資の負担額と売電収入額,太陽光発電

の便益性あるいは負担容易性の評価に規定される。すなわち,地方公共団体におい

ては,補助金だけでなく,太陽光発電の評価を高めるような普及啓発や情報提供に

も力を入れることで,設置意向を高めることができる。

“

)地方自治体における住宅用太陽光発電への設置補助金は,限定予算下での設置開拓

件数 (補助金利用者のうち補助により設置した者の数),あ るいは設置開拓件数の目

標を達成するため必要となる費用対効果 (設置開拓件数 1件当たり補助費用)を評

価項目とすると,補助額単価が小さい方が効果的である。
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3.4 埼玉県内市町村における住宅用太陽光発電の設置補助金
の状況と効果

3.4.1 分析の視点と方法

(1)分析の視点

ここでは,埼玉県内市町村における住宅用太陽光発電の設置補助金について,補助単

価,予算総額,対象条件等の相違,及びそれらの設定根拠を明らかにする.これにより,

補助単価の設定と応募条件のデータをもとに,補助単価の最適値を明らかにする.

(2)分析の方法

市町村における住宅用太陽光発電の設置補助制度の詳細を把握するため,埼玉県の市

町村を対象にして,埼玉県担当への訪問ヒアリング調査,及び埼玉県内市町村への電話

ヒアリング調査を実施した。市町村へのヒアリング調査は,各市町村の地球温暖化対策

担当課に対して,2012年 4月 に実施した .

埼玉県内市町村を調査対象とした理由は,住宅用太陽光発電の普及状況が全国平均並

みであり (3.4.2(1)の①に詳細を記述),その点で全国の代表性を持つこと,ま た県が市

町村の状況把握等を既に行っていること,設置補助金を実施している県内市町村の数が

多く,かつ補助単価のばらつき等があり (3.4.2(2)に詳細を記述),本研究における分析

を行うサンプルとして十分であると判断したためである注1.

補助金単価の最適値等の検討においては,補助金単価と応募数の関係を示す需要曲線

と限定された予算における補助金単価と補助件数の関係を示す供給曲線を用いること

とした。

需要曲線のパラメータの決定においては,埼玉県市町村へのヒアリングから得られた

設置補助金への応募状況のデータと表 3… 12に示す WEBモニターアンケー ト調査の回答

データを用いた.こ のアンケー ト調査の回答データは,3.3.4で用いたものであるが,

ここでの分析用に補助金単価と設置意向の関係を示す回帰式を新たに作成した。

注1 2010年
国勢調査によれば,埼玉県の常住人口は 622万人と,全都道府県のうち 5番 目に多いが,

昼夜間人口比率は 88.6%と ,全都道府県のうち 47番 目に低くなつている.東京都への通勤地域と
しての特徴が強い県である.また,2009年住宅着工統計によれば,着工新設住宅比率 (対居住世
帯あり住宅数)は 2.0%と ,全国都道府県のうち 2番 目に高い。このように,埼玉県は郊外住宅地
としての特性が強く,新築着工が多いことから,新築に伴う太陽光発電の設置可能性が高い地域と
しての特性を有していることに留意が必要である。
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3.4.2 埼玉県内における住宅用太陽光発電の設置補助金制度の状況

(1)埼玉県内における住宅用太陽光発電の普及と設置補助の全体状況

① 住宅用太陽光発電の普及状況

対象地域の概況を確認するため,都道府県の住宅用太陽光発電の累計設置件数 (一般

社団法人太陽光発電協会 的の申請件数)と その累計設置件数を総務省
10の
世帯数で除

した値 (こ の値を「世帯普及率」とする)を図 3-11に示す。これによると,埼玉県の

累積設置件数は 17万件を超え,愛知県,福岡県,兵庫県に次いで全国の都道府県で 4

番 目に多くなっている。なお,近年の傾向でみれば,単年度の設置件数は,2010年度

で愛知県に次いで 2番 目,2009年度で愛知県,福岡県に次いで 3番 目,2008年度で愛

知県,福岡県,大阪府に次いで 4番 目であり,順位を高めている。

設置件数でみると,大都市圏に所在する都道府県が上位になるが,世帯普及率でみる

と上位県は佐賀県 (4.3%),宮 崎県 (3.8%),熊本県 (3.6%),長 野県 (3.1%),岡山県

(3.0%),山 梨県 (2.9%)と 続き,九州地方の都道府県,あ るいは盆地等の気候条件によ

り比較的年間の日照時間が長い県が多くなっている。

これに対して,埼玉県の世帯普及率は 1.5%で ,全国で 35番 目となっている.日 本全

体の世帯普及率は 1.6%であり,埼玉県はほぼ全国平均と同程度である。世帯普及率が

低いのは他の大都市圏も同じであり,愛知県 1.8%,福岡県 1.9%,大 阪府 0。9%である。

首都圏でみれば,千葉県 (1.2%),神奈川県 (0.9%),東京都 (0.6%)で あり,埼玉県

は首都圏の中では最も住宅用太陽光発電の普及が進んでいることになる。

以上のように,埼玉県は量的にみると住宅用太陽光発電の設置基数が多く,ま た近年 ,

設置基数を増やしている県である。世帯普及率は同じ気候条件や世帯特性を持つ首都圏

の中では高い傾向にある。

② 埼玉県及び県内市町村の設置補助金の実施状況

埼玉県の設置補助金は,2009年度から開始され,予算総額は 2009年度約 11億円,

2010年度約 8.7億 円,20H年度約 7.6億円と推移 してきている。

県の補助実績は,同年度に 6,679件 ,6,871件 ,6,802件 と推移し,予算総額は削減し

てきているが,補助件数は維持または増加させてきている.これは,補助単価を下げて

いるためで,既存住宅向けは 2009年度から 7万円/kW,5万 円/kW,4万 円/kWと 変更

してきている。

20H年度は,埼玉県内 63市町村のうち 52市町村が設置補助金を実施 している。2009

年度は 12市町村,2010年度は 28市町村であるから,年々増加 してきている。2012年

度は 8市町村が新たに設置補助金を開始している。埼玉県内の市町村の予算総額を合計
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すると約 6億円となる。補助実績は 7千件程度である。県と市町村の補助金は国の補助

金とあわせて,併用される場合がほとんどであり,県 と市町村の補助実績はおよそ同数

になっていると考えられる .
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(2)埼玉県市町村の設置補助金制度の差異

① 埼玉県及び県内市町村の設置補助金の予算総額及び補助件数の分布

埼玉県内市町村の設置補助金の予算執行額をみると,さ いたま市が 1億 7,500万円,

川越市が 5千万円強と多い。しかし,世帯数で換算した予算額が多いのは伊奈町 (1,129

円/世帯),越生町 (909円 /世帯)等,小規模な市町村ほど多い傾向にある.総体的に大

規模な都市の中では,川越市,さ いたま市等が世帯当たりの予算執行額が大きいといえ

る。同様に世帯数と世帯当たり補助件数の関係をみても,小規模な市町村ほど世帯当た

り補助件数が多い傾向にある.

② 埼玉県及び県内市町村の設置補助金の補助金単価の分布

埼玉県内市町村の kW当 たりの補助金単価をみると (表 3-13),1万 円から3万円未

満が 34市町村で 5割を超える.単価が安いところは 1万円未満のところもあり,高い

ところは 7万円である。なお,市町村によつては設置規模によらず一律に金額を決めて

いる場合もあり,その場合は一律の補助金額を平均的な設置規模である 3.5kW(J―PE申

請資料より埼玉県平均に相当)で除した値を補助金単価とした。

また, 3.5kWの規模で設置することを想定した場合の補助金総額を表 3-14に示す。

5万円以上 10万円未満が 4割超,10万円未満が 3割である。なお,3.5kWの設備を設

置する場合の補助金額は,補助金単価×3.5の値が各市町村は設けている上限額を超え

る場合はその上限値を補助金総額とした。

補助金単価が多いのは朝霞市 (7万円/kW),狭 山市と人潮市 (5万円/kW)である。

20H年度に朝霞市 3.5kWの設置を行う場合,国 (4.8万円/1cW),県 (4万 円/kW),市 (7

万円/kW)を合わせて総額 55.3万円の補助が受けられ,60万円/kWで総額 210万円の設

備が 154.7万 円で設置できたことになる。

補助金単価の決定方法について,2012年度に 2011年度の補助金単価を変更した場合

について質問をし,24市町村から回答が得られた.「設置費用を売電収入により 11年

で元をとるとして,国 ,県,市の補助金額の合計額を調整した」という1市もあつたが ,

10市町村が「県内他市町村,近隣市町村の状況を参考にした」という回答がであつた .

また,補助金単価が高いところでは,「補助金単価が小さいと設置規模が小さくなる

傾向があるため,補助金単価を大きくして,できるだけ大きな設備を設置してもらうた

め」という回答があった.補助金単価が安いところでは,「補助金単価を安くすれば,

同じ予算でも多くの人に補助金を使ってもらえるため」という回答があった。

③ 埼玉県及び県内市町村の設置補助金の普及施策としての工夫

上里町では補助金を町内で使える商品券としている。宮代町では,町内で買い物をし
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表 3-13 補助金単価の分布 表 3-14 1件当たり補助金総額の分布

市町村
数

市町村
新 [ヒ菫

補助なし 17.5%

1万円未 満 3 4.8%

1万円以上 2万円未満 13 20.6%

2万円以上 3万円未 満 21 33.3%

3万円以上4万円未満 10 15.9%

4万円以上5万円未満 2 3.2%

5万円以上6万円未満 2 3.2%

6万円以上 7万円未満 0 0.0%

7万円以上 1 1.6%

合計 63 100.00/0

た領収書で,支払い分を返金する (1件 5万円)と いう方法をとっている。これらは ,

再生可能エネルギーの普及とともに,地域振興を狙いとしている。

また,補助対象を住宅用太陽光発電に限定せずに,高効率給湯器,太陽熱温水器等と

ともに複数の補助対象メニューを用意している地域もある。

④ 埼玉県及び県内市町村の設置補助金の補助実績

補助金の交付決定の仕方として,先着順方式と抽選方式がある。抽選方式で実施して

いることが確認できた市町村は 14市町村であり,多くが申込み受付期間を限定した先

着順で行つている.また,補正予算を組み,年間の何度か受付の追加を行っている市町

村もある。すべての市町村において予算が未消化に終わつているところはない。

抽選で行つている市町村では,予定件数を大きく超過していくことはなく,最大でも

応募件数は予算での予定件数の 2倍程度となっている。

3.4.3住 宅用太陽光発電の設置補助金制度の感度解析と最適設計

(1)設置補助金制度の最適設計モデル

① 最適補助金を決定する理論

補助金単価の最適値は,限 られた予算下での設置補助可能件数の算定式 (供給曲線 )

と補助金単価に対する応募件数の算定式 (需要曲線)が一致する点として求めることが

できる。

この基本的な考え方を,増冨 。松本 (投稿準備中)H)は次のように整理している。

補助金単価をpと し,こ の補助金なら補助金を利用するという人数をDとすると,p
とDの関係は,関数 fを導入して以下のように表わすことができる。

市町村
数
市町村
数 LL菫

補助なし 17.5%

5万円未満 3 4.8%

5万円以上 10万円未満 27 42.9%
10万円以上 15万 円未滞 19 30.20/0

15万 円以上 20万円未濡 2 3.2%

20万円以上 1 1.6%

合 計 63 100.0%

…60・



D=【 p)

次に,補助金総額に上限があるとする。このとき,補助金総額をH,補助金額を pと

すると,この補助金を利用することができる人の人数 Sは,関数 gを導入して以下のよ

うに表すことができる。

S=H/p=g(p) 式 2

ここで,あ る補助金単価 pにおける補助件数は,D(=【 p))と S(=g(p))の 小さい方になる。

DkSの場合は,購入を希望する延べ人数が制約 となり,実際の補助件数は Dと なる。

一方,D'Sの場合は,補助金制度により支払 うことが可能な件数が制約とな り,実際の

補助件は Sと なるからである。補助金単価 pが小さければ,補助金制度としては多くの

人に補助金を支払うことが可能でも,補助金の利用を希望する人が少なく,これが制約

となる。一方で,補助金額 pが大きければ,補助金の利用を希望する人は多いものの,

補助金制度として多くの人に補助金を支払うことができず,こ ちらが制約になる。この

関係において,最適な補助金単価は,補助件数を最大にする補助金額 p*で あり,D=S
つまり【p)=g(p)と なるpになる。

以上が増富 。松本の基礎的な理論整理である。本研究ではこれに「設置開拓件数」と

いう評価指標を追加する。「設置開拓件数」は3.2節で示したもので,補助件数のうち,

市町村の補助金を追加することで,新たに住宅用太陽光発電の設置を行つた件数を示す。

つまり,地域の補助金がなくとも,住宅用太陽光発電を設置する人が補助先には含まれ

る。この地域の補助金がなくとも設置したであろう補助件数を,補助総数から引いた件

数が,地域の補助金による設置開拓効果であり,これを「設置開拓件数」と定義する。

② 最適補助金を決定する需要関数 日供給関数の作成

補助金単価と補助金への応募件数の関係を式 3の ように定義する。

D=〈p)=A・ r・ h(p) 式 3

ここで Aは地域において住宅用太陽光発電を設置する主体の母集団のサイズを示す .

h(p)は その母集団において,補助金単価 pの場合の補助金の利用意向を示す。ただし,

利用意向があっても実際に補助金の利用を申し込むとは限らないので,利用意向と応募

件数との比率を rと する。

h(p)は設置有無(0/1の名義尺度)を 目的変数とし,初期投資負担と売電収入を説明変数

とする多重ロジスティック回帰式を用いるものとし,表 3-1に示したアンケー ト調査結

果よリパラメータを決定した。多重ロジスティック回帰分析の結果を表 3-15に示す .

式 1
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表 3-15 住宅用太陽光発電の設置意向を説明する多重ロジスティック回帰分析の結果

説明変数
Ｄ
Ｄ 有意確率

オッズ比

Exp(B)

初期投資負担額 -0 036 0 000 0 965

売電収入 0.232 0.001 1 261

定数 0 090 0.681 1 094

N=600

表 3-16 多重ロジスティック回帰式を用いた計算値と観測値の比較

彗言葉藝渤仁霧議群櫂襲彗襲公彰ミ影靭ヾ 屎 隕 ‐彰:

華彰笏卜1懺褥 雛 襲

初期投資負担 (万円) 20 20 8 20 12 8

売電収入 (万円/年 ) 210 180 80 200 120 65

設置意向 観測値 9.5% 13.3% 38.4% 8.8% 12.1% 46.1%

(%) 計算値 5.8% 15.3% 28.5% 8.1% 19.4% 40.6%

また,多重ロジスティック回帰分析による計算値の妥当性を確認 した結果が表 3-16

である。アンケー トでは,初期投資負担額と売電収入の異なる 6ケースを設定し,3ケ

ース毎に分け,全サンプルの半分の 300サンプルにケース 1～3,残 り 300サンプルに

ケース4～ 6の条件を提示し,設置意向を質問した。表 3-16で は,こ の 6ケースの設定

条件を,表 3… 15で得られた回帰に入力した計算値と,ア ンケー トの回答値 (観沢1値 )

を比較した。一部で整合が取れていない場合もあるが,計算値と観測値の値は凡そ一致

しており,ま た設定条件による設置意思の違いの傾向も意味を解釈しやすい結果となっ

ている .

全体の決定係数 (Nagelkerke R2乗 値)は 0.168と 十分に高いとは言えないが,計算値

と観沢1値の比較結果も含めて考えると,名義変数を目的変数とし,説明変数が少ない回

帰においては許容できる結果といえる .

式③における rは,埼玉県市町村において抽選による補助先を決定している場合の応

募件数とh(p)に世帯数を乗じた値 (設置意向件数)の比率として設定した。

(2)最適設計の感度分析結果

① 予算総額制約における最適な補助金単価

作成した需要関数 。供給関数を用いて,世帯数 5万,補助金総額 2千万円のケースに

おいて,補助金単価 pと 申込み件数 D及び補助件数 Sと の関係を計算した結果が図 3-13
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である.補助金単価が 3万円/kWの場合が補助件数を最大にすることがわかる.補助金

単価がそれ以上に高いと補助件数が申込み件数を下回る。補助金単価がそれ以下だと申

込み件数が補助件数を下回る。

さらに,補助金単価と実際の補助件数及び設置開拓件数を図 3-14に示した。実際の

補助件数は図 3-13から求められ,最適補助金単価を境にして申込み件数 D及び補助件

数 Sが切 り替わる関数となる.設置開拓件数は,実際の補助件数に設置開拓率を乗 じた

値である。設置開拓率は,補助金単価 0の場合の応募件数 DOと 補助額単価 pの場合の

応募件数 Dpの差(DO― Dp)を Dpで除した値として求められる.

この結果,設置開拓件数が最大になる補助金単価は 3万円となり,補助件数最大の場

合と同じ結果 となる。

② 補助金総額と補助金単価の最適な組み合せ

実際の補助金制度設計では,補助金総額が決まつているわけではなく,補助金総額 と

補助金単価の 2つの組み合せの最適を探ることになる .

補助金総額を変えた場合の補助金単価 pと 設置開拓件数の関係を図 3-15に示 した (5

万世帯の場合設置開拓件数の計算結果).

補助金総額が 500万円の場合は補助金単価 pがいくら安くとも.補助件数 Sが 申込み

件数 Dを上回り,補助金単価 pは安いほど設置開拓件数が多くなる。最適補助金単価
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は補助金総額が 1千万円になると2万円/kW,2千万になると3万円/kW,3千万円にな

ると4万円/kW,4千 万円になると 5万円/kWと なる。つまり,補助金総額が多くなる

ほど,補助金単価 pはそれにあわせて高くする方がよいことになる。

次に設置開拓件数の政策目標値を持つ場合を考える.設置開拓件数 50以上を目標と

した場合,図 3-15の 関係においては補助金総額 1千万円では届かず,2千万円以上が必

要になる。日標達成のための予算は最小が望ましいことから,補助金総額は 2千万円と

すればよいことになる。そして,2千万の場合,設置開拓件数を最大にするには 3万円

/kWが最適ということになる。

3.4.4 分析結果のまとめ

埼玉県内市町村における住宅用太陽光発電の設置補助金の実態調査及び設置補助金

単価等の最適値に関するモデル分析より,次のことが明らかになつた。

(1)埼玉県内市町村の住宅用太陽光発電の設置補助金は,市町村によつて補助単価,予

算総額等において相違がある。その設定根拠を調査した結果,売電収入による初期

投資の償却期間を根拠に検討 した場合もあるが,他の自治体の状況を参考して,十

分な根拠を持たずに設定されている場合も見られる。

(2)住宅用太陽光発電の設置補助金について,需要関数 。供給関数を作成 し,予算総額

制約における補助金単価を求めると,理論的には補助件数及び設置開拓件数を最大

とする最適値が存在する可能性がある。また,設置開拓件数の目標値を持った場合 ,

最適な補助金総額と補助金単価の組み合せが存在する可能性がある。

3.5 要約

(1)住宅用太陽光発電の便益と負担の認知を高め,情報媒体を組み合わせた普及啓発を

行うことが有効である

3.2節では,WEBモ ニターによるアンケー ト調査の結果から,住宅用太陽光発電の

既設置者の特性から,国等の設置助成と固定価格買取制度あるいは太陽発電設備の価格

低減による効果として,設置者はよリー般的な層に広がりを見せていることを示した .

しかし,設置意向を有する者の比率は,「具体的な設置予定がある」と「具体的な設置

予定はないが設置したい」をあわせて 2割であった。

また,住宅用太陽光発電の設置有無及び設置意向の規定要因を分析 した結果,初期投

資の負担額と売電収入額といつた設置条件だけでなく,太陽光発電の便益性及び負担容

-65-



易性の評価によつても規定されることがわかった。このため,設置補助金や固定価格買

取制度といった経済的支援措置だけでなく,住民の太陽光発電への意識向上等によつて ,

住宅用太陽光発電の設置意向が高まると考えられる。

さらに,テ レビやラジオ,新聞・雑誌等のマスメディア,国や企業等の多様な媒体に

よって太陽光発電の「広義の便益性」に関する認知が高まり,「書籍」と「インターネ

ットの掲示板やブログ,コ ミュニティ等」といった専門性の高いメディアにより太陽光

発電の「広義の負担容易性」認知が高まり,設置行動を促すことが明らかになった。住

宅用太陽光発電の普及のためには,情報媒体を組み合わせた情報提供が効果的である。

(2)設置補助金の単価はできるだけ低くし,設置補助件数を増やすことが重要である

3.3節では,地方自治体における設置補助金制度の実態を分析し,住宅用太陽光発電

の設置補助金単価は地方自治体によつてばらつきが大きいことを確認した。

次に,WEBモ ニターによるアンケー ト調査の結果をもとに,設置補助金制度の認知

度及び設置補助金の補助金単価の設定等のあり方を検討した。この結果,補助金単価が

低い場合には補助金への申込み件数が,予算上の補助件数を下回る可能性があり,それ

を下回らない範囲でできるだけ安く補助金単価を設定することが望ましいことを考察

した。

また,補助金総額 (供給)が小さい場合には,予算上補助件数が小さくなり,補助金

への申込み件数は予算上補助件数を上回ることになる。この場合には,補助金単価はで

きるだけ低くし,予算上補助件数を増やす必要があることを示した。

(3)設置補助金の単価はできるだけ低くし,設置補助件数を増やすことが重要である

3.4節では,3.3節の結果を踏まえて,埼玉県内の市町村における設置補助金制度の運

用実態を把握するともに,設置補助金単価と応募状況の関係のデータを整理した。

これをもとに,住宅用太陽光発電の設置補助金について,需要関数・供給関数を作成

し,予算総額制約にお lj・る補助金単価を求めると,理論的には補助件数及び設置開拓件

数を最大とする最適値が存在する可能性があることが示された。また,設置開拓件数の

目標値を持った場合,最適な補助金総額と補助金単価の組み合せが存在する可能性があ

ると考えられた.ただし,本研究で対象とした埼玉県内市町村では,補助金単価が低い

ところでも,予算が未消化な場合がない。つまり,需要よりも低いところで予算が組ま

れている可能性がある。

また,補助単価を小さくして,よ り多くの住民に補助金を提供することは,住宅用太

陽光発電の設置補助を通じて,地方自治体がより多くの住民とつながることを意味する。

その関係を活かした波及的な展開を図ることが重要である。
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第 4章 長野県飯田市における住宅用太陽光発電の設置と
市民共同発電の相互作用

4.1 緒言

長野県飯田市は,自他とともに認める環境文化都市であり,特に住宅用太陽光発電の

普及や市民共同発電事業による公共施設への太陽光発電の設置等を行つてきた(4.2節 ).

この長野県飯田市をフィァル ドとして,市民共同発電という環境施策が太陽光発電に

関する「地域環境力」を如何に高めたか,さ らにその「地域環境力」の向上が住宅用太

陽光発電という「環境イノベーション」の普及にどのようにつながっているかを分析 し

た結果を示す (4.3節 ).

また,飯田市住民アンケー ト調査は 2012年 にも実施 した。このデータから,住宅用

太陽光発電と木質バイオマス機器の設置,あ るいは市民共同発電の出資に関する実態と

参加意向の相違を分析した結果を示し,「環境イノベーション」の種類によつて,「環境

イノベーション」と「地域環境力」の関係が異なることを明らかにする (4.4節 ).

4.2 長野県飯田市の特徴と市民共同発電事業の経緯

(1)長野県飯田市の特徴

飯田市は,長野県の南端,諏訪湖から流れる天竜川に沿つた南北に広がる「伊那谷」

に位置する。総面積が658.8kピ , うち森林面積が84%,約 10万5千人 (2010年 3月 )が居

住する典型的な中山間地域である。飯田市を取り上げた理由は,環境に係る取り組みと

地区公民館活動に代表される地域活動に熱心に取り組んできた飯田市においてこそ,「地

域環境力」の新たな動きを観察できると考えたためである。

以下に,飯田市の概要と環境及び地区公民館活動の先進性を説明する。

① 飯田市の環境関連の活動・施策の先進性

飯田市の主な環境関連の活動・施策を表 4-1に示す.国の環境基本計画に先駆けて ,

市の環境プランを策定し,その後,エコタウン,環境と経済の好循環のまちモデル事業 ,

環境モデル都市といった国の指定を受け,循環や地球温暖化防止に係る取組を積み重ね

てきた。こうした取組の外部評価の 1つに,全国の NPOのネットワークが主催する「日
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本の環境首都コンテス ト」注
1がぁる.飯田市は,同 コンテス トの常連でもあつた。最

終回の第 10回 (2010年度)では,総合得点で水俣市と僅差の総合 2位 となり,「明日

の環境首都」の称号を手にしている。

飯田市における環境施策の特徴として,3点を整理する。1点めは,飯田市における環

境施策は,1990年代半ば以降から継続して積み重ねられてきていることである.2000年

代以降は,地球温暖化や新エネルギーに係る取組を活発化させてきているが,それ以前

の 1990年代より環境に係る取組を積み重ねてきている。

2点めは,環境関連の取組が “地域ぐるみ"であることである。環境 ISOが “地域 ぐる

み"であるだけでなく,いいだ環境プランヘの住民参加の徹底,市民共同発電の市内全

域への展開等,地域全体への量的な広がりが見られる。

3点めは,環境関連の取組は開始時期だけでなく,訴求対象が異なることである。例え

ば,いいだ環境プランは計画づくりの過程や実践において地区住民代表の参加を促 して

きた。地域ぐるみ環境 ISOは企業従業員の参加,市民共同発電事業は NPOと してより自

由な参加を促 してきた。このように訴求対象が異なる取組が時系列で積み重なることに

より,環境文化都市に関与する市民の層の広がりが出てきたと考えられる。

以上の 3′点の特徴が,飯田市を環境先進都市と称する根拠となる。

② 飯田市の地縁型組織 (地区公民館活動)の先進性

飯田市の環境施策が 1990年代からの動きであることと比べ,地区公民館活動は 1950

年代から継続 。発展してきており,その蓄積はさらに重厚である。飯田市の地区公民館

活動の原′点は,1956年の 1市 7村の合併時に,旧村単位の公民館を独立館として残 し,

専任主事を置いたことにある。飯田市民公民館 (2004)。 によれば,他地域では,町村合

併の際に,中央に本館を置き,その他に支館または分館を配置することが通例であつた

のに対し,飯田市では独自の体制をとつた。これが地区毎の公民館活動の当時の独立意

識の高さを裏付けており,ま た,こ の独自の体制が各地区の公民館活動の自発的な活発

さを促 してき .

飯田市における地縁型組織の特徴を,3点に整理する。1点めは,運営の独立性である。

これは,1960年代に作成された 「下伊那テーゼ」や 「公民館活動の四原則」で示された

もので,そ の後の公民館活動の発展においても徹底され,今 日まで継承されている。飯

注1 「日本の環境首都コンテス ト」は, ドイツ国内で,1989年から 1998年にかけて NPOに より開
催された「自然・環境保護の連邦首都」を選出するコンテス トにヒントを得て,日 本国内で開催さ

れた。京都の NPO環境市民が呼びかけて,環境首都コンテス ト全国ネットワーク (当時,9NPO)を
結成し,2001年から 10回連続して, 日本国内の市区町村対象に実施された。
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表 4-1 飯田市における主な環境関連の活動・施策

時期 取組 概要

1994年 ～ 環境チェッカー 飯田市環境調査員といい,飯 田市の環境施策に反映させるための調査・ア

ンケートの実施と環境学習を目的とした観察会や学習会への参加等を行つ

ている

1995年 ～ 体験型教育旅行,ワー

キングホリデー

農業を中心としたプログラム提供に止まらず,自 然体験,伝統文化体験等

を展開

1996年 12月 いいだ環境プラン(飯

田市環境基本計画 )

1996年 12月に,飯 田市の良好な環境づくりを総合的に進めていくための

計画として策定された 2001年度と2008年度に改定

1997年

7月 承認

飯田市エコタウン 経済産業省のエコタウン事業として選定 環境と調和する,産業交流拠点

の先進的な地域を形成しようとするプロジェクト

1997年

11月発足

地域ぐるみ環境 ISO 環境ISOの運用による環境改善で地域をリードし,ノウハウを地域に還元 _

2004年～

2006年

環境と経済の好循環の

まちモデル事業

環境省の支援を受け,木質ペレット,太陽光発電,飯 田版エスコ,自然エネ

ルギー大学校等,多彩な事業を複合的に実施

2005年～ 市民共同発電 (おひさ

ま進歩エネルギー)

市内の公共施設に太陽光発電を設置,また中小規模事業所を対象とした

エスコ事業を開始

2009■ F― 環境モデル都市 温室効果ガスの大幅な削減を図る先導性・モデル性のある都市として,内

閣官房地域活性化統合事務局より認定

田市の「公民館活動の四原則」では,a)地域主義,b)並列配置で対等平等,c)住民参

加の公民館運営,d)教育機関としての自立を掲げ,活動の規範 として徹底 されている。

2点めは,発展の段階性である。公民館における社会教育は,1970年代に市民セミナ

ーという実践型学習を経て,1980年代に人形劇カーニバルという実践として花開いた。

「市民セミナー」は課題発見→課題の主体化→学習の組織化→課題解決の糸口をつかむ

→解決の展望をさぐる」という「問題解決型学習」が理念とされた。「市民セミナー」

は,テーマ設定までの過程が重視 され ,主事と住民による課題の主体化を狙いとし,成

果をあげてきた.人形劇カーニバルは,1970年代から毎年 8月 に開催されてきた。姉崎 。

鈴木 (2002)の は,飯 田市及び伊那地域では民俗芸能が盛んであったことを素地として ,

「市民セミナー」による「専門的集団としての公民館主事の形成と,地域課題学習に取

り組む住民主体の形成」を推進力として,人形濠1カ ーニバルが発展 したことを指摘 して

いる.基本的考え方の 1つに「カーニバルは地域平面 (地域全体に広が りを持つ)の主

旨に基づき,分散公演を基とする。」とあり,公民館を主体として,全市的,地区毎に

イベントが開催されてきた。

3点めは,公民館活動を担 う主事の役割と職員育成上の効果である。20地区には若い

市職員が主事として出向き,地区住民と寝食を共にして,住民とともに活動を企画し,

実践する。こうした活動で,主事は地区住民とともに主体性を学んできた。公民館活動

は行政職員の育成基盤にもなつてきた。
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(2)市民共同発電及びおひさま進歩エネルギーの概要

住宅用太陽光発電の設置は補助金があったとしても一般家庭には高い買い物であり,

住宅屋根の形状等等から住宅用太陽光発電を設置できない場合も多い。このため,自分

の住宅ではなく,広 く市民等の出資を集めて,公共施設の屋根等に太陽光発電を設置す

るとい う市民共同発電事業が考案され,各地で実施されてきた。

日本国内での市民共同発電事業は確かな統計調査がないために把握できないが,市民

共同発電所全国フォーラム (2007)の によれば, 2006年までに 185基の発電所が設置

されている注2.

長野県飯田市の市民共同発電事業は国内最大規模である。現在 ,同事業により設置し

ている太陽光発電は,飯田市内 162ヶ 所,発電容量 1,280kWである。飯田市の市民共同

発電事業は,それ自体が出資に配当する営利事業として設計されている。また,太陽光

発電を公共施設に率先的に設置することによるデモンス トレーションを狙いとすると

ともに,太陽光発電を設置 した保育園等での環境教育にも力を入れている .

飯田市の市民共同発電事業は,「おひさま進歩エネルギー株式会社」 (以下,おひさま

進歩)に よつて運営されている。おひさま進歩は,環境省の「環境と経済の好循環のま

ちモデル事業 (平成のまほろば 。まちづくり事業,以下,ま ほろば事業)」 として選定

された飯田市の事業を担 う民間企業として,NPO法人南信州おひさま進歩が母体となっ

て設立された。おひさま進歩エネルギー株式会社 (2012)の 等より,事業の経緯を以下

に示す .

・2005年 3月 ,市内の公共施設に太陽光発電を設置し,発電事業を開始 .

・2005年 4月 商店や中小規模事業所を対象とした省エネルギー (エスコ)事業を開始 .

・2005年度末から,おひさま進歩の事業に対 して市民出資 (南信州おひさまファンド)

を募集.個人・法人を合わせて 460名 より,満額の 2億 150万 円を調達した。

・2006年,グ リーン電力事業を開始.グ リーン電力証書を市内企業等に提供 .

こうした事業成立の経緯から明らかなように,おひさま進歩の事業は,ま ほろば事業

の補助金を基盤として成り立っている。まほろば事業は 2004年から2006年 にかけて実

市民共同発電所全国フォーラム 2007の資料によれば,市民共同発電の最初は,1994年に NGO「太
陽光 。風力発電 トラスト」が宮崎県串間市で始めたものだとされる。当時の串間は九州電力の原発
立地予定地であったため,そ の代替案として反原発運動に取り組む市民によって太陽光市民共同発
電所がつくられた。串間で市民共同発電の設置を手がけた中心人物が滋賀県に転勤になったことか
ら,滋賀県にも市民共同発電所が誕生した。CoP3を 目前に控えた 1997年のことである。この取
り組みには,関西を中心に活動を行う環境 NGO。 市民団体のメンバー,大学教員等が参加し,その
後は関西を中心にゆるやかなネットワークが全国へ広がっていった。
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施された。ハー ド事業とソフ ト事業を一体的に行い,3年継続,補助額は最大 1年 1箇

所当たり約 5億円という大規模なものであった。環境面,経済社会面の効果の両立を狙

いとしたモデル事業を,全国 19箇所で実現させた .

以上のように,おひさま進歩はまほろば事業の申し子である。しかし,大型予算であ

うたから,こ の会社が設立されただけと見るのは適切ではないと考えられる。おひさま

進歩の社長注
3に よれば,「環境省の補助金は,3分の 2補助という気前のいいものだっ

たが,それでも 3分の 1は事業主体が出さなければならず,財政的余力のない自治体に

は重荷であった。そこでお金を「我々が作 ります」と始めたのが市民出資のファン ドで

ある.」 とい う。つまり,おひさま進歩では,大型のモデル事業を契機に,モデル事業

終了後も,経済的自立性を確保し,継続できるように,市民共同発電事業が設計された。

注3ぉ
ひさま進歩エネルギー株式会社の社長である原亮弘氏へのヒアリング調査より.
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4.3 長野県飯田市における市民共同発電事業と住宅用太陽光
発電の普及との関係

4.3.1 分析の視点と方法

(1)分析の視点

本分析では,おひさま進歩の住民への影響さらに飯田市における住宅用太陽光発電の

普及との関連について,飯田市の住民アンケー トにより把握・分析することとした.具

体的な視点は次の通りである。

① おひさま進歩が, どのような住民に, どの程度認知され, どの程度影響を与えてい

るかを明らかにする。

② おひさま進歩が,地球温暖化問題・防止行動に関する意識,住宅用太陽光発電に関

する意識に与える影響を明らかにする。

③ おひさま進歩が,一般世帯での住宅用太陽光発電の設置意向を高める可能性を想定

し,その意識構造を明らかにする。

(2)ア ンケー ト調査の概要

飯田市に住民サンプリングを依頼し,信州大学を実施主体として,アンケー ト調査を

実施した。表 4-2にアンケー ト調査の実施概要,表 4…3に年齢別の回収数と発送数の比

率 (年齢別の回収率)を示す。

年齢別の発送数は,全市からの無作為抽出であるため,年齢別の母集団の人口に全体

の抽出率 (1,500人 /85,845人 )を乗ずることで求めた。全体の回収率は 52.9%で ある.

年齢別の回収率でみると,50歳以上では 60%を超えるが,20歳代では 31.9%,30歳代

では 40.2%と ,相対的に回収率が低い .

(3)ア ンケー ト結果の分析方法

① おひさま進歩の認知有無や影響有無の属性別回答について,飯田市が実施してきた

他の環境施策と比較して分析する.属性は,基本属性 (性別 。年齢・職業)の他 ,

社会関係資本への接続の程度とした。分析は,名 義変数間のクロス集計とカイ自乗

検定により行う。

② おひさま進歩の認知有無あるいは影響有無と地球温暖化問題・防止行動に対する意

識,太陽光発電に関する意識との関係について,名義変数間のクロス集計とカイ自

乗検定を行う。

③ 地球温暖化問題・防止行動に対する意識,太陽光発電に関する意識について,因子

分析により意識項目の類型化を行つた.これらの結果を踏まえ,おひさま進歩の影
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響有無と住宅用太陽光発電の設置意向の間にある意識構造を示す共分散モデルを設

定し, AMOSに よる分析を行う。

注)上記の調査票は,参考資料p145に示す。

表 4-3 アンケー ト調査の回収結果 (年齢階層別回収率の推定)

回収数
飯田市人口

総数

回収サンプ

リレ上ヒコ匡

発送数

(推定)
回収率

A B C=A/B D E=A/D

20～29歳 48 8,613 0.56% 150 31.9%

30～39歳 95 13,523 0.70% 236 40.2%

40～49歳 12,403 0.94% 217 53.5%

50～59歳 14,492 1.08% 253 62.0%

60-69備置 160 14,059 1.14% 246 65.1%

70歳以上 204 22,420 0.91% 392 52.1%

無回答・不詳 13 335 3.88% 6

合 計 793 85,845 092% 1,500 52.9%

注)飯田市人口は平成 20年 10月 1日 現在,飯田市資料
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表 4-2 アンケー ト調査の概要

調査主体 信州大学イノベーション研究・支援センター

協力:NPo法人南信州おひさま進歩 (問い合わせ窓口),

飯田市環境課 (サンプリング)

対 象 口回

答率等

飯田市在住の 20歳以上より,無作為抽出

発送数 :1,500件  回収数 :793件 (回収率 52.9%)

時期 2009年 8月 17日 (月 )～ 2009年 9月 10日 (金 )

方法 発送・回収とも郵送によるアンケート調査

調査項目 基本属性 (性別,年齢 ,職業,家族構成,居住地 )

パーソナリティ(環境オピニオンリーダー度,社会関係資本度 )

環境問題全般への意識口行動 (環境配慮の実施度,影響を受けた飯田市内での

環境施策等 )

地球温暖化全般への認知口行動意図 (問題所在 ,責任帰属 ,対処有効性 ,実行

可能性,社会規範,行動意図 )

住宅用太陽光発電の設置状況 (住宅用太陽光発電の設置時期 )

住宅用太陽光発電の設置意向

太陽光発電の認知・行動意図 (対処有効性,実行可能性,社会規範,行動意図 )

環境情報の入手媒体 等



4.3.2 市民共同発電事業の認知及び影響と属性の関係

(1)環境施策等の認知と影響の状況

おひさま進歩の認知有無と影響有無の回答について,他の環境施策と比較した結果を

図 4-1に示す。認知有無は環境施策毎に認知程度を質問し,「内容をよく知っている」

と「ある程度知っている」と回答した場合を認知有りとしている。影響有無は,環境施

策を並べて,影響を受けた施策を複数回答で選択 してもらつた結果である.飯 田市の環

境関連施策の中では,おひさま進歩の認知率が 33.3%,影響率 18.8%と 他の環境施策よ

りも高くなっている.飯田市におけるおひさま進歩の存在の大きさを示している .

(2)おひさま進歩の影響 (基本属性別 )

おひさま進歩の影響を,基本属性別にみた結果を表 4-4に示す。比較のために,おひ

さま進歩の次に影響率が高い飯田市環境基本計画,地域ぐるみ環境 ISOについての分析

結果もあわせて示している。

性別でみると,他の 2つの施策において男性の影響率が有意に高いのに対して,おひ

さま進歩は女性にも影響を与えていることが特徴である。年代別にみると,20歳代で

おひさま進歩の影響率がゼロであることが特筆される。また,飯田市環境基本計画が高

年齢層で影響率が高い傾向にあることと比較すると,おひさま進歩は比較的 20代以外

のあらゆる年代に影響を与えている.職業別にみると,おひさま進歩は会社員への影響

率が有意に低い。サンプル数の制約から統計的な有意性は得られていないが,他の環境

施策と比較すると,農林水産業,商エサービス業 ,自 由業 。会社役員への影響率が高い

傾向にある.

回答率   (%)
5      10      15      20      25      30      35

おひさま進歩

飯田市環境計画

地域ぐるみ環境 ISO

N=793

エコタウン

環境チェッカー

環境ネットワーク飯田

図 4-1 環境施策の認知有無と影響有無

瘍  131
4.3            機認知度

11.5      ■影響有無
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表 4-4 おひさま進歩の影響有無 (基本属性別)

N おひさま進歩
飯田市環境

計画

地域 ぐるみ

環境 ISO

全サンプル 793 188% 110% 11.5%

性別
男性 326 190% 誦憚‖l響: :議:|:廟廷尋菜

女性 439 18.7% 87%* 84%**

年齢

20歳代 48 0.0%** 2.1% 8.3%

30歳代 242% 105% 11.6%

40歳代 129% 1.7%** 7.8%

50歳代 157 210% 102% 153%

60歳代 160 219% 13.8% 125%

70歳以上 ハ
υ
●
乙 196% 曇齢,1ミDI通憂垂 10.8%

職 業

農林水産業 52 26.3% 7.0% 10.5%

商エサービス業 45 28.9% 111% 67%

自由業・会社役F 308% 103% 51%

会社員 119%** 119% 褥 惨
公務員・団体職廣 193% 10.5% Ⅷ酬懺1雖1下は
パート・アルバイト 129% 5.4% 9.7%

専業主婦 21.3% 12.3% 9.0%

無職 148 19.6% 128% 95%

注)網掛けは,カイ自乗検定の結果,統計的に有意な差があることを示す.*は有意水準
5%, **は 有意水準 1%

4.3.3 市民共同発電事業の影響

(1)市民共同発電事業の影響の社会関係資本への接続度による違い

社会関係資本への接続に関連する 7設間について,因子分析を行い,設問項目が結合

型社会関係資本と橋渡し型社会関係資本に類型化されることを確認した (表 4-5).因子

1が結合型社会関係資本に,因子 2が橋渡し型社会関係資本に相当する注2.

注2p34に
示したように全国での WEBモ ニターアンケー ト調査では,同様の尺度項日の因子分析の結

果,結合型社会関係資本と橋渡 し型社会関係資本に相当する 2つの類 ntfは抽出されなかった.こ れ
に対 して,飯 田市の住民アンケー ト調査では 2つの類型が抽出された。WEBモ ニターでは,結合型
社会関係資本が強い層は同時にインターネ ットを利用 して橋渡 し型社会関係資本が強いため,2つ
の社会関係資本への接続度の強さに相関性があると考えられる.これ対 して,飯田市住民では,結
合型社会社会関係資本に強いが橋渡し型社会関係資本への接続が弱い層が存在すること,あ るいは

結合型社会関係資本への接続は弱いが橋渡 し型社会関係資本への接続が強い層が存在すると考え

られる.例 えば,前者 として高齢者層,後者として若午層が想定される .
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表 4-5 社会関係資本の設間項目の因子分析結果

(プロマックス回転後の因子パターン)

因子

1

初期の固有値

因子寄与率 (%)

3.68

(52.54)

1.13

(1607)

近所に住んでいる人を信頼できる 0.:915 -008

災害などで困つた時,近所の人が助けてくれる 0:813 -0.02

近所に住んでいるほとんどの人と面識・交流がある 1齢毅 0.02

近所に信頼できる友人・知人がいる ||‖鼈 5 0.18

趣味や社会活動で知り合つた友人・知人がいる 0.04 IC7161

遠く離れているが,たまに出会う友人・知人がいる -0.06 登16pl

職場や学校関係の信頼できる友人・知人がいる 0.06 0:繊

N=793

因子間相関  0.61

表 4-6 社会関係資本への接続度とおひさま進歩等の影響有無のカイ自乗検定結果

注)表中の左列は表側に該当する場合の表頭の影響有無の回答率,表中の**はカイ自乗検定の

結果,有意水準 1%で有意であることを示す。*は 同じく有意水準 5%で有意であることを示す .

次に,設間項目の回答にスコアを与えて,結合型社会関係資本と橋渡し型社会関係資

本の各々について,対応する設問項目の平均スコアを求め,2つの社会関均係資本への

接続の程度とした.こ のスコアが高得点の場合 (5点満点で 4.5点以上)を社会関係資

本への接続が強いグループとした。高得点のグループの基準は,0.5点亥1みで度数分布

を集計した結果による.4.5点以上のサンプルの比率は結合型で 30%,橋渡し型で 20%

である.4.0点以上のサンプルの比率は結合型で 53%,橋渡し型で 41%と なり,4.0点

を基準にすると特に得点が高いグループとはみなし難い .

おひさま進歩の影響有無と社会関係資本への接続度の関係をカイ自乗検定で確認 し

た結果を表 4-6に示す.おひさま進歩は結合型社会関係資本への接続が強い層により強

N
太陽光市民共同発電

(おひさま進歩 )
飯田市環境計画

地域 ぐるみ

環境 ISO

全サンプル 793 18.8% 110% 11.5%

結合型社会関係資本強 241
一癸

141% 145%

橋渡し型社会関係資本強 144 222% 131% 15.0%
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く影響を与えていることがわかる.おひさま進歩は環境省の補助事業 (ま ほろば事業 )

により設立された行政事業であり,公共施設を中心に太陽光発電を設置した。行政施策

は結合型社会関係資本への接続が強いほど伝達されやすく,おひさま進歩の影響率が高

くなつている可能性があると考えられる .

(2)市 民共同発電事業の温暖化及び太陽光発電の評価への影響

地球温暖化問題・防止行動に関する評価項 目を表 4-7の表側に示す。地球温暖化問題・

防止行動と太陽光発電の評価項目とおひさま進歩の影響有無との間で,ク ロス集計及び

表 4-7地球温暖化及び太陽光発電の評価項目とおひさま進歩の影響有 ,

住宅用太陽光発電の設置意向の関係

注 1)全サンプルのパーセントは各評価項 目の同意率を示す。「←影響有」の列は,おひさま進歩
の影響有と評価項 目の関係を示す パーセントは影響有の場合の各評価項目の同意率を示す

注 2)「→設置意向」の列は評価項日と住宅用太陽光発電の設置意向との関係を示す パーセン ト
の数値は,各評価項目に同意する場合の設置意向の回答率を示す

注 3)網掛けは,カ イ自乗検定の結果,統計的に有意な差があることを示す.*は有意水準 5%,*
*は有意水準 1%

N=793

評価項目 全サンプル ←影響有 →設置意向

地

球

温

暖

化

評

価

問

題

評

価

問題認知 地球温暖化が進行 しており、危機的状況であると感じている 923% 913% 186%

暮らし責任 地球温暖化の原因は、私たちの暮らしにあり、その改善が必要である 919% 188%

現世代責任 地球温暖化対策をとることは、次世代のための現世代の義務である 874, 8990/1 193%

対処有効性 自らの行動が地球温暖化問題の解決につながる 767' 792% 194%

行

動

評

価

設置等容易性 地球温暖化防止行動は、手間がかからない・めんどうではない 230, 242% 198%

性能等信頼性 地球温暖化防止行動は、お金がかからない・家計の負担ではなし 188) 188% 188%

コスト負担容易性 地球温暖化防止行動は、家計の出費を抑えることにつながる 483% 221%

行動自己目的性 地球温暖化防止行動は、おもしろくてやりがいがある 187' 248% * 250% *

健康・安全効果性 地球温暖化防止行動は、自らの健康で安全な生活につながる 745) 785% 1983/1

他

者

評

価

地域活動活発性 地球温暖化防止行動に関して、地域での活動が活発である 178) 22800 241%

家族・知人等活発性 温暖化防止行動に関して、家族や知人・友人が熱心である 185) 282% ** 2816% **

社会規範認知 地球温暖化のために決められたルールを守ることが大事である 830) 832% 1881/O

問題解決意図 地球温暖化問題を解決 しなければならないと思う 839' 852% 1910/0

行動実施意図 地球温暖化防止行動を実施しようと心がけている 670' 725%

太

陽

光

発

電

評

価

問題解決有効性 太陽光発電を導入することで、地球温暖化等の問題解決に貢献できる 739) 80.511 + 205% *

設置等容易性 太陽光発電は、設置や維持がめんどうではない 153) 24.8% ■1半 30.6% *=

コスト負担容易性 太陽光発電の設置コス トが高くない・負担できる 11114%|| 32‐7% *

経済効果性 太陽光発電の設置により、電気代を安くすることができる 607) 604% 187%

行政施策活発性 太陽光発電の導入を支援する、行政の施策が活発である 358% 4516%||||| 239% **

導入活発性 太陽光発電を導入する人が増えている 415) 5013‐%||キ |■ 228% ネ

設置意向 太陽光発電を設置したい 18 7) 2612%‐ オ
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カイ自乗検定を行つた結果を表 4-7の 「←影響有」の列に示す。地球温暖化問題・防止

行動及び太陽光発電に関する評価は,各評価項 目について,「そうである」と回答した

場合を 1と し,それ以外を 0と している。

おひさま進歩の影響有と有意な関係がある評価項目は,地球温暖化関連の評価のうち

では,行動自己目的性と家族・知人活発性だけである.地球温暖化問題の解決意図と地

球温暖化防止行動の実施意図は,おひさま進歩の影響有と有意な関係にない。これに対

して,太陽光発電評価では経済効果性以外の全ての項目と有意な関係がある。また,住

宅用太陽光発電の設置意向もおひさま進歩の影響有無と有意な関係にある。影響有の場

合の住宅用太陽光発電の設置意向は 26.2%であり,全サンプルの 18.7%を 7.5ポイン ト

上回つている.

以上のことから,おひさま進歩の影響は,地球温暖化に係る意識や意図の形成には特

定の側面でしか寄与していないが,太陽光発電の評価や設置意向を高める方向に寄与し

ていると考えられる.

4.3.4 住宅用太陽光発電の設置意向の規定構造モデル

(1)住宅用太陽光発電の設置意向の規定要因

地球温暖化問題・防止行動及び太陽光発電の評価項目と,住宅用太陽光発電の設置意

向について,ク ロス集計とカイ自乗検定を行った結果を,表 4-7の 「→設置意向」の列

に示す。

住宅用太陽光発電の設置意向と有意な関係がある評価項目は,地球温暖化関連の評価

のうちの行動自己目的性と家族・知人活発性,太陽光発電評価のうち経済効果性以外の

全ての項目となっている。

つまり,住宅用太陽光発電の設置意向は,地球温暖化問題の問題認知や防止構造全般

の評価でなく,住宅用太陽光発電の直接的な評価により,規定されている。

また,住宅用太陽光発電の設置意向と有意な関係がある評価項目は,おひさま進歩の

影響と有意な関係がある評価項目と同じものとなっている。これは,おひさま進歩の影

響で評価が高まり,それが住宅用太陽光発電の設置意向を高めるという経路がある可能

性を示唆している。

(2)住宅用太陽光発電の設置意向の規定要因の類型化

(1)で抽出された住宅用太陽光発電の設置意向と関係がある評価項目について,因

子分析を行つた (表 4‐ 8).

第 1因子は,住宅用太陽光発電の設置や行政施策の動向,対処有効性に関する項目で
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N=793

因 子

1

初期の固有値

因子寄与率(%)

-0 011

0 783

0 021

0 434

0 027

-0 790

太陽光発電を導入する人が増えている 0.644 0 073 -0 037

太陽光発電の導入を支援する、行政の施策が活発である 01629 -0 067 -0 003

太陽光発電を導入することで、地球温暖化等の問題解決に貢献できる 01384 0 020 0 078

太陽光発電は、設置や維持がめんどうではない -0 011 01783 -0 030

太陽光発電の設置コス トが高くない・負担できる 0 021 0.434 0 053

地球温暖化防止行動は、おもしろくてやりがいがある 0 027 -0 079 01604

温暖化防止行動に関して、家族や知人・友人が熱心である -0 011 0 136 a1482

因子相関行列

表 4-8 住宅用太陽光発電の設置の規定要因の因子分析結果
(プロマックス回転後の因子パターン)

RMSEA:0.034, CMIN/DF:1.923, CFI:0.967

図 4-2 住宅用太陽光発電の設置意向モデル (共分散分析結果)

因子 1 2

1

2

3

l 000

401

Л
争

401

1 000

263

407

_263

1 000

温暖化防止行動
の自己目的性

温暖化防止行動
の共演性

温暖化防止行動
の家族・知人等

活発性

太陽光発電の

導入活発性

太陽光発電の

社会性知
太陽光発電の

行政施策活発性

太陽光発電の

問題解決有効性

太陽光発電の

設置等容易性

太陽光発電の

負担容易性
太陽光発電の
コスト負担容易性
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構成され,「太陽光発電の社会性認知」の軸と定義することができる。

第 2因子は,「太陽光発電の負担容易性認知」の軸である。

第 3因子は,地球温暖化防止行動の自己目的性 (や りがい 。おもしろみ)と 家族・知

人等の活発性で構成され,周囲と一体となった共同の充足感が認知されていると解釈す

ることができ,「温暖化防止行動の共演性認知」の軸と名づける。

(3)住宅用太陽光発電の設置意向の規定要因の共分散分析

上記の (1)と (2)の結果を踏まえ,住宅用太陽光発電の設置意向を,地球温暖化防

止行動及び太陽光発電の評価項目で説明する意識構造のモデルを設定した。

設定したモデルについて,AMOSに よる共分散分析を行つた結果を図 4-2に示す。

RMSEAは 0.05以下,CMIN/DFは 2以下が適合性の基準とされ,ま た CFIは 1に近い

ほど適合度が高いことを示す。このモデルの説明力が高いことが確認できた。

図 4-2に示すように,おひさま進歩の影響有の場合に,「太陽光発電の負担容易性」

の評価が高く,こ のことが直接的に住宅用太陽光発電の設置意向を高めている。

間接的には,おひさま進歩の影響有の場合に,「温暖化防止行動のおもしろさと周囲活

発性」,「太陽光発電の社会的認知」を高め,それが図 4-2に示すような経路を介 して ,

住宅用太陽光発電の設置意向を高めている。

なお,モデルでは,「温暖化防止行動のおもしろさと周囲活発性」,「太陽光発電の社

会的認知」と住宅用太陽光発電の設置意向を結ぶパスを設定したが,パス係数は 0.05

以下と小さいことを確認した。

4.3.5 分析結果のまとめ

本分析を通じて,次のことが明らかになつた。

(1)飯田市の市民共同発電事業は,20歳代を除き,男女を問わずに幅広い年代の世代に

認知され,影響を与えている。

(2)飯田市の市民共同発電事業は,温暖化防止行動の共演性 (お もしろさや周囲の活発

性)の認知を高め,ま た太陽光発電の評価に関する認知を高めている。

(3)飯田市の市民共同発電事業は,温暖化防止行動及び太陽光発電の評価を高めること

で,間接的に住宅用太陽光発電の設置意向を高めている.
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4.4 長野県飯田市における住宅用太陽光発電及び木質バイオ
マス機器の設置意向,市民共同発電の出資意向の比較

4.4.1 分析の視点と方法

(1)分析の視点

① 飯田市住民における住宅用太陽光発電と木質バイオマス機器の設置,あるいは市民

共同発電への出資について,実施状況と実施意向,実施理由と非実施理由等を明ら

かにする。

② 飯田市住民における住宅用太陽光発電と木質バイオマス機器の設置意向,あ るいは

市民共同発電への出資意向について,基本属性 と温暖化意識,社会関係資本等 との

関係を分析し。設置意向あるいは出資意向の規定要因を明らかにする.

③ 上記の結果を踏まえて,飯田市における住宅用太陽光発電と本質バイオマス機器の

設置,あ るいは市民共同発電への出資を効果的に促進するための訴求対象となる住

民 (タ ーゲット)の設定,タ ーゲットの特性に応 じた訴求方法等を整理し,今後の

施策のあり方を考察する。

(2)ア ンケー ト調査の概要

実施したアンケー ト調査の概要を表 4¨9に示す。アンケー トは配布,回収 ともに郵送

によるアンケー ト調査である。

発送サンプルの抽出においては,年齢階層の構成が母集団と回収サンプルで同じにな

ることを目指した.こ の際,年齢階層によつて回収率が異なることが過去調査 (2009

年に飯田市で実施 したアンケー ト調査)に よりわかつている。年齢階層別の回収サンプ

ル ロ標数を設定し,これを過去調査における年齢階層別回収率 (想定回収率)で逆算す

ることで,年齢階層別の発送サンプル数を求めた。

サンプルの抽出及び回収結果を表 4-10に示す。年齢階層別にサンプルの抽出数を変

えることで,母集団の年齢階層別の構成比率を反映した回収サンプルを得ることができ

た。なお,過去調査よりも今回の調査の方が各年齢階層 ともに回収率が高いという結果

であった。

(3)アンケー ト結果の分析方法

アンケー トの回収データを集計し,回答比率やクロス集計結果等の比較を行 う.比較

結果の有意性を確認するため,可能な場合にはカイ自乗検定あるいは t検定といった統

計的な検定を行 う.

パーソナリティ変数のうち社会関係資本への接続度,環境オピニオンリーダー度につ
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いては,過去調査においても使用した尺度を用いている。因子分析によつて尺度の類型

を確認した上で,類型に対応する尺度の合計スコアを求め,各パーソナリティ変数の値

とする。地域活動への参加状況についても,因子分析を行い,地域活動の類型化を行い ,

各類型毎の地域活動への参加状況を示す変数を作成する。

なお,本調査と 2009年に実施した調査では,発送サンプルの抽出方法,あ るいは回

収サンプルの年齢構成等に若干の違いがあるが,共通する質問については 2つの調査の

回答結果の比較を行 うものとする .

表 4-9 アンケー ト調査の概要

注)上記の調査票は,参考資料 p148に示す .

…84-

調査主体 飯田市水道環境局地球温暖化対策課 ,

信州大学イノベーション研究口支援センター,法政大学地域研究センター

対 象 口回
答率等

飯田市在住の 20歳以上 69歳以下
口総回収目標数を 1,000件とし,母集団に比例する年代別の回収目標数を設定し,
これに 2009年に実施した同様のアンケート調査の年代別回収率を乗ずることで
年代別の抽出数を求めた.年代別の抽出は無作為抽出 .

発送数 :2,076件  回収数 :1,105件 (回収率 53.2%)

時期 2012年 4月 2日 (月 )～2012年 4月 20日 (金 )

方法 発送・回収とも郵送によるアンケート調査

調査項目
*本研究
に関連す
る部分

●住宅用太陽光発電の設置状況と設置意向
口住宅用太陽光発電の設置有無
・(既設置の場合)新築・既築の別,設置時期,補助金の利用状況
・(非設置の場合)今後の設置意向
・(既設置あるいは設置意向有りの場合)住宅用太陽光発電の設置理由
・(非設置かつ設置意向無しの場合)住宅用太陽光発電の非設置理由
●木質バイオマス機器の設置状況と設置意向
口木質バイオマス機器の設置有無
・(既設置の場合)設置時期,機器の種類
・(非設置の場合)今後の設置意向
・(設置意向有りの場合)機器の種類
・(既に設置あるいは設置意向有りの場合)木質バイオマス機器の設置理由
・(非設置かつ設置意向無しの場合)木質バイオマス機器の非設置理由
●市民共同発電事業への出資意向
・市民共同発電への出資意向
・(出資意向有りの場合)市民共同発電への出資回数,出資資金の使途 (再生可能
エネルギー設備の種類),出資理由
・(出資意向無しの場合)市民共同発電への非出資理由

●基本属性ロパーソナリティ等
口基本属性 (性別,年齢,職業,家族構成,居住地,住居形態 )
・社会関係資本への接続度
口環境オピニオンリーダー度
・地域活動への参加状況 等



表■10 アンケー トの回収結果 (年代別推定)

年齢階層

飯田市

人口

A

r44〕

抽出率

B

(%)

回収目標

数

C=AXB

rィ年、

想定回収

率

D

ro/n、

発送数

C=A/B

(イ牛)

回収数

D

(件 )

哭 1祭回収

率

E=D/C

(%)

Aの構成
比率

F

(0/o)

Dの構成
比率

G

(0/o)

20～ 29歳 300 457 353 14〔

30～ 39歳 13,524 400 536 245 457 214 22乏

40～ 49歳 12,403 550 357 205 57.4

50～ 59歳 14,492 230 60.0 230

60～ 69歳 14,059 223 343 259 755 223

合 計 1,000 482 1000

4.4.2 住宅用太陽光発電と木質′ヽイオマス機器の設置,市民共同発電出資への出資

(1)住宅用太陽光発電と木質バイオマス機器の設置状況

① 設置有無と設置時期

住宅用太陽光発電の設置率は 10.2%,本質バイオマス機器の設置率は 5.4%と いう回答

結果である (表 4-H).設置の時期 (表 4-12)は,住宅用太陽光発電では 2010年以降が

46.5%と 多く,2000年以降の設置者と 2010年以降の設置者を合わせると全設置者の

73.7%と なる。1999年以前の設置者は 13.1%に過ぎない。これに対して,本質バイオマ

ス機器では 2000年以降の設置者は 50%であり,1999年以前の設置者が 33.3%である。

住宅用太陽光発電は近年になって普及が活発化している傾向が顕著であり,本質バイオ

マス機器も2000年代以降の設置率が高いものの,1999年以前の設置も住宅用太陽光発

電に比較すれば多くなっている.

なお,市民共同発電への出資は,2009年の調査において 0.3%の実施率であつた。そ

の後も出資の追加があったとしても実施率は低いと考えられたため,今回調査では質問

項目としていない .

表 4-11 設置の有無

設置している
設置していな

い
無回答 N

太陽光発電 114

(102%)

966

(86.5%)

37

(3.3%)

1117

10000/nヽ

木質バイオマス機器 60

(54%)

1010

(90.4%)

47

(42%)

1117

10000/nヽ

表 4-12 設置の時期

1989年以前
1990～ 1999

年

2000-2009
年
2010年以降 無回答 N

太陽光発電 3

(26%)

12

(10.5%)

31

(27.2%)

53

(46.5%)

15

(13.2%)

114

`1000%ヽ木質バイオマス機器 11

(183%)

9

(15.0%)

22

(36.7%)

8

(13.3%)

10

(16.7%)

60

`1000%ヽ
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② 設置形態 口機器の種類

住宅用太陽光発電の設置実態について,新築住宅に設置した場合と既築住宅に設置し

た場合の別をみると (表 4-13),全体では 66.1%が既存住宅への設置である。2010年以

降に設置した場合では 69.1%が既築住宅に設置している。国や市の設置補助金あるいは

固定価格買取制度の導入により,設置負担額が軽減されたことが,既築住宅への設置を

促していると考えられる.

本質バイオマス機器の種類では (表 4-14),薪ス トーブと薪ボイラーが多い。本質ペ

レットス トーブの設置は薪ストーブに比べると少なく,近年になっての増加傾向も見ら

れない:

表 4-13 住宅用太陽光発電の設置における新築 口既築の別 (設置の時期別)

新染住署に

設置 した

既築住宅に
設置 l´ f‐

合計

1989年 以前 2

( 66 7%)

1

( 33 3%)

3

( 100 0%)

1990年～1999年 3

( 25.0%)

9

( 75 0%)

12

( 100 0%)

20001F-20091F 1

(46 9%)

１

　

％

32

( 100 0%)

2010年以降 17

(30.9%)

38

( 69.1%)

55

( 100.0%)

合計
4C

( 33 9%)

78

( 66 1%)

114

( 100.0%)

表 4-14 木質バイオマス機器の設置における種類 (設置の時期別)

薪ス トーブ 薪ボイラニ
ペレット

ス トーブ

ペレット

ボイラー
合計

1989年以前 2

( 18.2%)

10

( 90.9%)

0

( 0 0%)

C

( 0 00/0)

11

(100.0%)

1990年～1999年 4

( 444%)

4

( 44.40/0)

1

(11.1%)

C

( 0.0%)

9

(1000%)

2000年 ～2009年 17

( 77.3%)

4

( 18 2%)
`

(9.1%)

C

( 0.0%)

22

( 100.0%)

2010年 以降 8

( 88.9%)

1

(11.1%)

1

(111%)

C

( 0.0%)

9

( 100.0%)

合計
31

(51.7%)

24

( 40.0%)

6

( 10.0%)

C

( 0.00/0)

6C

( 100 0%)
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(2)住宅用太陽光発電と木質バイオマス機器の設置意向,市民共同発電出資の出資意向

① 設置意向率 (出資意向率)

住宅用太陽光発電と本質バイオマス機器の設置,市民共同発電の出資について,意向

を質問した結果を表 4‐ 15に示す.「設置したい」と「設置を具体的に検討したい」を合

わせた回答数を全サンプル数で除した値を設置意向率とする。住宅用太陽光発電の設置

意向率は 10.0%,本質バイオマス機器の設置意向 4.5%,市民共同発電への出資意向

10.0%と なっている。

2009年に実施したアンケー ト調査では住宅用太陽光発電の設置意向のみを質問して

いる。同調査結果では「設置したい」6.7%,「設置を検討したい」12.0%と なっている.

今回の調査では「設置したい」5.7%,「設置を具体的に検討したい」4.3%である。「設

置したい」とする回答率は今回調査が 2009年調査をやや下回る程度である。「検討した

い」については,本年度は選択肢に「具体的に」という表現を追加し,よ り実行性の高

い意向に限定をした.こ のため,2009年調査より今回調査の方が「検討したい」とす

る回答率が低くなっていると考えられる。

ちなみに,4.2節 に示した 2009年調査では,住宅用太陽光発電を「設置している」と

する回答は 7.2%であり,今回調査では 10.2%と 上昇している。2009年から3年間の間

に住宅用太陽光発電の設置意向がある方の実際の設置が進み,こ の結果として設置意向

は若干低くなる傾向にある可能性もある.

② 設置意向 (出資意向)の詳細

本質バイオマス機器の設置意向がある場合に設置したい機器の種別を質問した結果 ,

薪ストーブが最も多く74.0%,次いでペレットス トーブ 40.0%と なつている(複数回答).

設置実態では,ペ レットストーブの設置実績は少ない (表 4-14)が ,今後は薪ストーブ

とともに,ペ レットストーブの設置も進行する可能性があることを示している。

市民共同発電への出資意向がある場合に出資口数 (1日 10万円)を質問した結果 (表

4… 15)では,1日 とする回答が 48.2%と最も多く,平均で 3.3口 である。出資の使途で

は,住宅用太陽光発電 86.6%,小水力 50.0%,木質バイオマスボイラー24.1%で ある.

表 4-15 設置及び出資の意向

設置 (出資)
したい

設置 (出資)

を具体的に
綸計lf― Lヽ

設置(出資)
するかどうか
わかムかLヽ

設置 (出資)
しない

無回答 N

太陽光発電 64

(57%)

48

(43%)

667

(597%)

150

(13.4%)

188

(16891)

1117

100.0%)

木質バイオマス機器 31

(2.8%|

19

(17%)

532

(47.6%)

409

(366%)
悩
Л

1117

1000%:

市民共同発電 44

(39%|

68

(61%|

73C

(654%|

223

(200%)

52

(47%〕

111ラ

1000%｀
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③ 設置意向 (出資意向)を持つ者の関係

設置意向 (出資意向)間の関係を示したのが表 4-16である。住宅用太陽光発電の設

置意向を持つ者は持たない者と比較して,本質バイオマス機器の設置意向や市民共同発

電への出資意向が強い傾向がある。同様に,木質バイオマス機器の設置意向を持つ者は

住宅用太陽光発電の設置意向及び市民共同発電への出資意向が強いこと,市民共同発電

の出資意向が強い者は住宅用太陽光発電及び木質バイオマス機器の設置意向が強いこ

とが確認できる。

さらに,住宅用太陽光発電と木質バイオマス機器の設置,市民共同発電の出資につい

て,意向を持つ者の関係をベン図で示したのが図 4-3である。

この図をみると,住宅用太陽光発電の設置意向を持つ者と市民共同発電の出資意向を

持つ者はある程度は棲み分けがなされている。住宅用太陽光発電の設置意向は持つが市

民共同発電の出資意向は持たない者は 112人中 82人 (73.2%),あ るいは市民共同発電

への出資意向は持つが住宅用太陽光発電の設置意向は持たない者も同じく 112人中 82

人 (73.2%)と なっている .

市民共同発電の設置意向のうち,住宅用太陽光発電の設置に出資したいとするものは

70人であった。このうち,住宅用太陽光発電の設置意向を持つものは 27人 (38.6%)

である。住宅用太陽光発電の設置意向は持つが本質バイオマス機器の設置意向は持たな

い者は 112人中 88人 (78.6%),市 民共同発電への出資意向は持つが木質バイオマス機

器の設置意向は持たない者は 112人中 97人 (86.6%)で ある。

これに対 して,木質バイオマス機器の設置意向を持つが住宅用太陽光発電の設置意向

を持たない者は 50人中 26人 (52.0%),本質バイオマス機器の設置意向を持つが市民

共同発電の出資意向を持たない者は 50人中 35人 (70.0%)である.

表 4-16 設置及び出資の意向の関係 (カ イ自乗検定)

N
太陽光発電

設置意向

木質バイオマス

設置意向

市民共同発電
出資意向

全体 1117 10.0% 4.5% 10.0%

太陽光発電設置意向有り 112 21.4%** 26.8%**

木質バイオマス設置意向有り 50 48.0%** 30.0%**

市民共同発電出資意向有り 112 26.8%** 13.4%**

注)表中の左列は表側に該当する場合の表頭の影響有無の回答率,表中の**はカイ
自乗検定の結果,有意水準 1%で有意であることを示す。*は同じく有意水準 5%で有意であ
ることを示す。
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市民共同発電

出資意 向有

75
(6 フ0/0)

(1.4%)

19
(1.7%)

木質バイオマス

設置意向有
N=1,117

(100.0%)

図 4…3 住宅用太陽光発電と木質′ヽイオマス機器の設置,市民共同発電の出資
について意向を持つ者の関係

④ 設置理由と非設置理由 (非出資理由)

設置者の設置理由を住宅用太陽光発電と本質バイオマス機器について比較する (表

4-17)。 住宅用太陽光発電と本質バイオマス機器 ともに,「地域資源の有効活用になる」,

「エネルギーの自給に関心がある」,「売電収入を得 られる。光熱費を安くできる」の回

答が 5割を超えて多くなっている。両者の相違点をみると,住宅用太陽光発電が木質バ

イオマス機器よりも相対的に回答率が高いのは,「地球温暖化防止の解決に貢献できる」,

「地球温暖化やエネルギーヘの関心が高まる」,「補助金や電力め買取制度がある」とい

つた理由である.逆に木質バイオマス機器の方が住宅用太陽光発電と比較して回答率が

高いのは,「災害時の電源 。熱源 として利用できる」,「 自分の楽しみが増える」である。

次に,設置意向者の設置理由及び出資意向者の出資理由を表 4-18に示す.3つ の意向

に共通する理由は,「地域資源の有効活用になる」,「エネルギーの自給に関心がある」,

「災害時の電源 。熱源 として利用できる」である。「災害時の電源・熱源として利用で

きる」とする回答は,既設置の理由よりも今後の設置意向の理由において高い傾向にあ

る。東北大震災以降,災害時への対応に関心が高まっているためと推察される .

3つの意向の理由の相違点をみると,住宅用太陽光発電の設置意向では「地球温暖化

防止の解決に貢献できる」,「売電収入を得られる。光熱費を安くできる」の回答率が相

対的に高いこと,本質バイオマス機器の設置意向では「自分の楽しみが増える」の回答
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率が相対的に高いこと,市民共同発電への出資意向では「地球温暖化防止の解決に貢献

できる」,「エネルギーの枯渇問題の解決に貢献できる」,「地域産業の発展に貢献できる」

等の回答率が相対的に高いことに特徴がある。

表 4-17 設置者の設置理由

地球温暖化

防止の解決
こ貢献できそ

エネルギー

の枯渇問題
の解決に貢
献ネキス

地域資源の

有効活用に

なる

地域産業の

発展に貢献
できる

エネルギー
の自給に関
心がある

災害時の電

源・熱源とし

て利用できる

売電収入を

得られる・光

熱費を安くで
キス

太陽光発電 bL

(518%|

46

(404%)

69

(605%)

12

(1050/o)

69

(605%)

30

(263%)

ノ8

(684%)

木質バイオマス機器 2〔

(383%|

23

(383%)

38

(633%)

4

(67%)

33

r55n%、

29

`4A nO/nヽ

34

(567%〕

補助金や電
力の買取制
度がある

地球温暖化や
エネルギー、
電気への関心
が高まる

自分の楽し
みが増える

新しいことな
のでやって

みたい

社会的に認
められる

その他 N

太陽光発電 49

(430%)
４５
ｍ

3C

(263%:

‐Ｏ

ｍ

6

(5_3%)

6

(53%)

114

(1000%)

木質′ヽイオマス機器 11

(183%)

10

(167%)

Zと

(467%|

２

”

L 8

(133%)

6U

(100_0%)

表牛18 設置意向者の設置理由・出資意向者の出資理由

地球温暖化

防止の解決
こ貢献できる

エネルギー
の枯渇問題
の解決に貢
計7・姜ス

地域資源の

有効活用に

なる

地域産業の

発展に貢献
できる

エネルギー
の自給に関
心がある

災害時の電
源・熱源とし
て利用できる

兎電収入を

得られる・光
熱費を安くで
去 ス

太陽光発電 74

(66.1%)

62

〈554%)

ノt

(679%|

17

(152%)

68

(607%)

57

(509%)

72

(64_3%)

木質′ヽイオマス機器 17

(340%)

21

`4,00/.｀

3〔

(660%|

11

(220%:

23

(460%〕

30

(600%)

21

(420%〕

市民共同発電 81

(723%:

78

(69.6%)

84

(750%|

52

(464%)

bU

(51_8%)

59

(527%)

32

(286%)

行政による

支援 (補助金

や買取制度
笙 ■ヽヾふス

地琢温暖化

やエネル

ギー、電気
ヘハ圏 F、■ミ

自分の楽し

みが増える

新しいことな

のでやつて

みたい

社会的に認
められる

その他 N

太陽光発電 4t

(357%|

42

(375%|

24

(21_4%)

＝
助

4

(36%)

2

(18%)

112

(100.0%)

木質バイオマス機器 lC

r,oo%
26

f5,00/nヽ

５

”

0

(00%)

３

つ

5C

(1000%:

市民共同発電 4〔

(357%:

34

(30_4%)

27

(241%)

14

(125%)

5

(45%)

４

つ

112

(1000%)

-90-



4.4.3 住宅用太陽光発電と木質バイオマス機器の設置意向,市民共同発電

の出資意向の規定要因

(1)設置意向・出資意向と基本属性の関係

住宅用太陽光発電と木質バイオマス機器の設置意向,市民共同発電介の出資意向と基

本属性 との関係を,カイ自乗検定により分析 した結果を表 4-19に示す。各基本属性ヘ

の該当有無を名義尺度とし (例えば,性別 。男性であれば男性に該当すれば 1,該当し

なければ 0)と し,該当有無により,住宅用太陽光発電の設置意向が有意に異なるかど

うかをカイ自乗検定により確認した。

この結果,これらの設置意向あるいは出資意向は男性で高いことが共通する。それ以

外の基本属性では 3つの意向に特徴がある。住宅用太陽光発電の設置意向は,30歳代 ,

集合住宅あるいは賃貸住宅で有意に高い。逆に,戸建あるいは賃貸では設置意向が有意

に低い。本質バイオマス機器の設置意向は,天竜川東部の居住者で有意に高い注
3.市
民

共同発電の出資意向は,60歳以上,農林漁業従事者で有意に高く,パー ト・アルバイ

トあるいは専業主婦,賃貸住宅の場合に有意に低い。

ここで,住居形態 。所有形態について,住宅用太陽光発電は戸建・持家での設置が一

般的であるが,設置意向は集合住宅あるいは賃貸住宅の居住者で高いことが注 目される .

これは,集合住宅あるいは賃貸住宅居住者は若い年代の人が多く,こ うした年代は将来

の新築住宅建築時等の際に住宅用太陽光発電の設置を希望している可能性があると考

えられる。

一方,市民共同発電の出資意向は集合住宅あるいは賃貸住宅の居住者で低い傾向にあ

る。市民共同発電への出資意向は高年齢層で高く,若年齢層で低いことから,若年層が

多い集合住宅居住者で出資意向が低くなつていると考えられる。

集合住宅居住者の設置意向率は 18.8%,賃貸住宅居住者の設置意向率は 17.7%と 比率

としては高いが,設置意向がある者の絶対数は戸建住宅居住者が占める。設置意向があ

る者の多くを集合住宅居住者と捉えると誤 りになるため,注意が必要である。

注3 
飯田市は天竜川をはさみ東西に市域がある。天竜川西部は,公共施設や商業が集積する市街地
やその周辺の新興住宅地がある。これに対して,天竜川東部は山間の山村地域が多い。天竜川東部
居住者は,森林所有者が多い,あるいは森林が近隣にあるために,ま た農山村地域の住宅ゆえに木
質バイオマス機器を設置しやすいために,本質バイオマス機器の設置意向が強くなつていると考え

られる.

… 91



表 4-19 設置意向 日出資意向と基本属性の関係 (カ イ自乗検定)

注)表中の左列は表頭に該当する場合の表側の意向の回答率,表中の**は ,名義尺度のカイ自
乗検定の結果 ,有意水準 1%で有意であることを示す。*は同じく有意水準 5%で有意であ
ることを示す

(2)地球温暖化 ロエネルギー意識と設置意向 口出資意向の関係

地球温暖化・エネルギー意識に関する設間の回答データについて,因子分析による類

型化を行った結果が表 4-20である (固有値 1を基準).第 1因子は温暖化 。エネルギー

に係る行動の実施意図 (環境エネルギー行動意図),第 2因子は温暖化影響に係る危機

の認知 (温暖化影響危機認知),第 3因子は温暖化への対処必要性の認知,第 4因子は

エネルギー問題に係る危機認知 (エネルギー危機認知)と 解釈することができる.各因

子に対応する設問項 目の平均スコアを求め,各因子に対応する変数とした。

次に,各因子に対応する変数について,設置意向,出資意向の有無による t検定を行

った.t検定は,名義変数による数値変数の平均値の差について有意性を検定する方法

である.t検定の結果を表 4-21に示す.住宅用太陽光発電の設置意向と市民共同発電
への出資意向は環境・エネルギー意識の高さと有意な関係がある。これに対して,本質

バイオマス機器の設置意向は相対的に環境・エネルギー意識との関係が弱い.こ の結果

は,表 4-18に示した 設置意向者の設置理由 。出資意向者の出資理由と整合が取れてい

る.本質バイオマス機器の設置意向は環境・エネルギー意識よりも他の要因により決定

される傾向が強いといえる.

全サンプル
性別 年 齢

男 性 女 性 20歳代 30歳代 40歳 代 50歳 代 60歳 代

N 1117 205

太陽光発電設置意向 1214%|* ||10ダ 1鷹 78%

本質バイオマス設置意向 椰1餞|* 311%|* 63% 52%

市民共同発電出資意向 1‐研群 1** 710略 12200 爵薔雉1鼎11

全サンプル
職 業

農林漁業 自営業  自由業 会社員 公務員 団体職員 専業主婦

188

未陽光発電設置意向 123%

木質バイオマス設置意向 4311

市民共同発電出資意向 1000/0

=12響
95% 10000 155% 6総%‖権 1孤凝|*

全サンプル
居住地 住居形態 所有形態

市街地 市街地近郊 天竜川東部 戸 建 集 合 持 家 賃 貸

164

太陽光発電設置意向 10000 i11111輛 il動1緞 ‖思1磁悟 171'=塾摯
木質バイオマス設置意向 191螢仁ヨrll

市民共同発電出資意向 100% 1030・ 5400 10400 1ヽ奪認潅|*
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表4-20 地球温暖化ロエネルギー意識の類型化 (プロマックス回転後の因子パターン)

N=H17

表 4-21 設置意向・出資意向の有無による環境 ロエネルギー意識の
平均値の差の検定 (t検定 )

N
温暖化影響
危機認知

温暖化原因
対処必要性
認知

エネルギー

危機対処必

要性認知

環境エネル

ギー行動意
図

全サンプル 1117 4 300 4 201 4 547 3 635

太陽光発電設置意向 IC1951料 0149* 0■411** ,304「清
木質バイオマス設置意向 0227* 0121 0209

市民共同発電出資意向 0154* 0:21151ヨ |ホ 10:136** α370**‐

注)表 中の左列は平均値の差,表中の**は t検定の結果,有意水準 1%で有意であること
を示す。*は同じく有意水準 5%で有意であることを示す .

因子

1 3 4

初期の固有値

分散の%
5478

36522

1658

11052

1357

9045

1059

7061

エネルギー消費量を減らす省エネルギー行動を、自分自身が実施しようと心がけている 01813 -0 013 -0 136 0118

「二酸化炭素等の排出削減のための対策」を、自分自身が実施 しようと心がけている 101762‐ -0 034 0 251 -0 160

再生可能なエネルギーの普及の支援や設置を、自分自身が実施 しようと心がけている 101684 0010 -0 200 0 123

「気候変化による影響 (被害)を防ぐための対策」を、自分自身が実施しようと心がけている 101640 0 094 0 157 -0 150

地球規模の気候変化が進行しており、飯田市にも影響 (被害)があると感じている 0 054 0「 812 -0 096 -0 026

地球規模の気候変化が進行しており、世界的に影響 (被害)が深刻であると感じている 0 036 0=1795 -0 038 -0 009

将来的に、地球規模の気候変化はますます進行し、危機的状況になると考えている -0 076 01633 0 205 0 040

「二酸化炭素等の排出削減のための対策」を行なう必要があると考えている -0 053 -0 107 019661 0 054

「気候変化による影響 (被害)を防ぐための対策」を行なう必要があると考えている 0 004 0 182 IQ13221 0 109

最近の気候変化は、二酸化炭素等の増加による地球温暖化が原因であると考えている -0 010 0 277 凛輌13
-0 029

エネルギー消費量を減らす省エネルギーの推進が必要であると考えている 0 160 -0 070 0 120 01608

太陽光や太陽熱、水力、本質エネルギー等の再生可能なエネルギーの普及が必要であると考えている 0 088 -0 007 0018 1101597

今後も原子力発電所の停止等により、夏や冬の節電が求められると感じている -0 036 0 000 0 063

'a1565
石油等のエネルギーの枯渇や価格高騰が近い将来に起こる可能性があると感じている -0 074 0 167 -0 006 01542

原子力発電所の安全確保と運転再開が必要であると考えている 0 062 0 066 0015 -0 136

因子相関行例

因 子 1 4

1

2

3

4

1 000

0 434

0 527

0 435

0 434

1 000

0 671

0 498

0 527

0 671

1 000

0 522

0 435

0 498

0 522

1 000
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(3)社会関係資本への接続等と設置意向 口出資意向の関係

環境オピニオンリーダー度,社会関係資本への接続,地域活動等への参加度に関する

尺度について,因子分析による類型化を確認 した。環境オピニオンリーダー度として設

定した 4つの尺度 (友人や知人とよく環境問題について話をする,友人や知人に環境問

題についての話をするとき,自 分から多くの情報を提供する,環境問題についてよく人

から尋ねられる,自 分が話をしたことやア ドバイスが友人や知人に影響を与えることが

多い)は ,複数の因子には分解されないことを確認 し,4つの尺度の平均スコアを環境

オピニオンリーダー度の変数とした。

社会関係資本への接続度については,2つの因子に分解される (固有値 1を基準).
この結果は,2009年に実施したアンケー ト調査結果 と同様である(4.3節の表 4…5参照)。

第 1因子は結合型社会関係資本,第 2因子は橋渡し型社会関係資本に相当する。2つの

因子に対応する尺度の平均スコアを求め,2つの変数を作成した。

地域活動への参加度にういては,表 4-22に示すように 4つの因子に分解される。固

有値 1を基準にすると抽出される因子は 3つであるが,対応する因子の解釈は 4つの方

が明確であることから,4つの因子としている。第 1因子は NPO活動への参加度,第 2

因子は地区活動への参加度,第 3因子は公民館活動への参加度,第 4因子は地域行事等

への参加度として解釈できる。同様に対応する尺度の平均スコアを求め,4つ の変数を

作成した .

各因子に対応する変数について,設置意向,出資意向の有無による t検定を行つた結

果が表 4-23である。この結果,3つの意向は環境オピニオンリーダ度あるいは地区活動

参加度と有意な関係があることが確認できた .

ただし,社会関係資本への接続度については,市民共同発電べの出資意向と結合型社

会関係資本度の有意な関係が見られるに過ぎない.また,地域活動への参加度について

は,住宅用太陽光発電の設置意向と NPO活動への参加度の場合に限つて,有意な関係

が見られない.表 4-19に市民共同発電の設置意向は高年齢層で高いこと,住宅用太陽

光発電の設置意向は 30歳代等で高いことを示した。別途分析を行 うと,高年齢層で結

合型社会関係資本への接続度が高く,30歳代では NPO活動への参加度が低いことがで

きるため,設置意向あるいは出資意向を持つ年齢層の違いがここでの検定結果に表れて

いると解釈できる。

総じていえば,住宅用太陽光発電と木質バイオマス機器の設置意向,市民共同発電ヘ

の出資意向は,環境オピニオンリーダ度や地区活動への参力日度の高さと有意な関係があ

る。
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表 4-22 地区活動への参加度の類型化 (プロマックス回転後の因子パターン)
N=1117

因子

1 2 3 4

初期の固有催

分散の%
6423

49405

2037

15666

1037

7978

0799

6143

NPO等 市民活動団体による自然保護や自然活用関連の活動 11001 -0 020 -0 094 0 026

その他、NPO等 市民活動団体による地域づくりや教育等の関連活動 018401 -0 031 0011 0 074

NPO等 市民活動団体による地球温暖化やエネルギー関連の活動 01817 -0 077 0112 0 024

NPO等 市民活動団体による廃棄物・リサイク関連の活動 0,765 0 153 -0 123

地区の清掃活動 -0 041 101926 -0 044 0 035

地区のごみ収集等に関する活動 0 050 101861 0 006 -0 003

地区の防災活動 10「7129 0 082 0 069

公民館での学級・講座活動 (自然や環境関連 ) 0 034 0 128 0 816‐ 9 -0 117

公民館での自然体験関連活動 0 064 -0 087 0=323 0 097

公民館での学級・講座活動 (子育て、郷土、健康、芸術、多文化関連等 ) -0 028 -0 017 日 1315 0 073

地域の祭 りや季節行事 -0 028 0 183 -0 067 al■11

公民館でのスポーツ活動・スポーツ大会 -0 007 -0 005 僕郵41

地域の学校運営に関する活動 (P tt Aの活動等 ) 0 038 0 034 0 002 研苺31

因子相関行列

因 子

1 000

0 371

0 640

0 434

0 371

1 000

0514
0 667

0 640

0514
1 000

0 641

0 434

0 667

0 641

1 000

表 4…23設置意向・出資意向の有無による社会関係資本等の平均値の差の検定 (t検定 )

注)表中の左列は平均値の差,表中の**は t検定の結果,有意水準 1%で有意であることを示す *
は同じく有意水準 5%で有意であることを示す

4.4.4 分析結果のまとめ

(1)飯田市住民における住宅用太陽光発電の設置率は,今回実施したアンケー ト結果に

よれば 10.2%で ある。2010年以降に設置が活発化している傾向にある.既存住宅ヘ

の設置が全体 66%で あり,新築住宅以外にも住宅用太陽光発電が設置されてきてい

る。今後の設置意向率は 10.0%である。住宅用太陽光発電の設置は,エネルギー自

N

環境オピニ

オンリー
ダー度

社会関係資本への接続度 地域活動参加度

結合型 橋渡 し型 地区活動 公民館活動 地域行事等 NPO活 動

全サンプル 1117 2415 3 895 3 834 2 442 1 769 2517 1 402

太陽光発電設置意向 112 02倒1詈 -0020 0112 9125■|*著 0113=|ネ* 0225■|*

木質バイオマス設置意向 1硼泌‖11■ 0262 0228 0401■1幸摯 01256111中 | Oi3311■F ||:3021*

市民共同発電出資意向 112 ltttlDII轟 鑢 0学1卦 0111 Oi詢 |=1球奉| 0126311*,ト 0276● 1継 1義3∽■**
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(2)

給や地球温暖化防止,地域資源の活用とった社会意識の高さに支えられているとも

に,売電収入や光熱費削減あるいは災害時のエネルギー源 といった自己メリットが

設置の促進要因となっている。今後の設置意向は,30歳あるいは 40歳代で高い傾

向にあるが,これらの年代は現在,集合賃貸住宅に居住しており,今後の戸建持家
への住み替えの際に住宅用太陽光発電の設置を希望している場合も多いと考えられ

る。設置意向を持う者は,地球温暖化・平ネルギー問題への危機意識や行動意図 ,

あるいは環境オピニオンリニダー度や地域活動参加度が高いことが特徴である。

本質バイオマス機器の設置率は 5.4%で あり,薪ス トーブが中心になっている.今

後の設置意向は 4.5%であるが,薪ス トーブとともに本質ペレットス トーブの設置を

希望する者も見られる。設置理由では住宅用太陽光発電と比較して,地球温暖化防

止の観点は相対的に低く,地域資源の活用という理由は高いものの,災害時のエネ

ルギー源や自分の楽しみといつた自己メリットが相対的に高いことに特徴がある。

天竜川東部の居住する者で設置意向率が高いこと,設置意向を持つ者は環境オピニ

オンリーダー度や地域活動参加度が高いことも特徴である。

市民共同発電の出資意向は 10%で ある。この意向は,地球温暖化防止,エネルギー

問題の解決,地域資源の有効活用等の社会意識の高さに基づいている.基本属性で

は,農林漁業者,高年齢層で出資意向が高いことに特徴がある。また,出資意向を

持つ層は,地球温暖化・エネルギー問題への危機意識や行動意図が高い,環境オピ

ニオンリーダー度や結合型社会関係資本への接続度や地域活動参加度が高いことが

特徴である。住宅用太陽光発電の設置意向と市民共同発電への出資意向は両方を持

つ者もいるが,住宅用太陽光発電の設置意向を持つが市民共同発電の出資意向を持

たない者,あ るいはその逆で市民共同発電への出資意向を持つが住宅用太陽光発電
への設置意向を持つ者が多い。両者の棲み分けがあると言える

4.5 要約

(1)飯田市は,環境先進都市であり,地区公民館活動の蓄積がある都市である

4.2節では,飯田市の環境施策の特徴と地区公民館活動の蓄積について整理した.飯

田市の環境施策は,1990年代半ばより積み重ねられており,地域ぐるみで取り組んで

いることに特徴がある。環境基本計画への市民参加,地域ぐるみ環境 ISO,市民共同発

電事業といった異なる施策が異なる対象に訴求してきた。

また,地区公民館活動は 1950年代から継続・発展してきている。20地区毎の独立し

(3)

…96-



た運営に特徴があり,市民自らが問題を設定し解決するという実践型学習,さ らに人形

劇カーニバルを地区毎に開催するという実践を通じて,地区公民活動が発展 してきた .

(2)飯田市では,市民共同発電事業による住民の普及啓発効果が見られる

4.3節では,飯田市民アンケー ト調査 (2009年度実施)を用いて,飯 田市の市民共同

発電事業の住民意識への影響を分析した。同事業は,出資に配当する営利事業であると

ともに,太陽光発電を公共施設に率先的に設置することによるデモンス トレーション効

果を狙いとし,太陽光発電を設置した保育園等での環境教育にも力を入れていることに

特徴がある。この狙いは,こ こでの分析結果より達成されていることが確認できた。

うまり,飯田市の市民共同発電事業は 20歳代を除き,男女を問わずに幅広い年代の

世代に認知され,影響を与えている.そ して,市民共同発電事業は,温暖化防止行動の

共演性 (お もしろさや周囲の活発性)の認知を高め,ま た太陽光発電の評価に関する認

知を高め,こ のことで間接的に住宅用太陽光発電の設置意向を高めている。

(3)地球温暖化やエネルギーヘの意識の高さが住宅用太陽光発電の設置や市民共同発
電の出資を規定している

4.4節では,飯田市民アンケー ト調査 (2012年度実施)を用いて,住宅用太陽光発電

の設置,本質バイオマス機器の設置,市民共同発電への出資について,各々の実態 と意

向の相違を分析した。住宅用太陽光発電の設置や市民共同発電への出資は;地球温暖化

問題等への危機認知や行動意図,あ るいは環境オピニオンリーダー度や地域活動参加度

が高い.しかし,本質バイオマス機器の設置意向を持つ者は,環境オピニオンリーダー

度や地域活動参加度が高いが,地球温暖化問題等への危機意識や行動意図が高いとは言

えず,災害対策や暮らしの楽しみ等を理由している。

また,住宅用太陽光発電の設置意向と市民共同発電への出資意向には棲み分けがある

ことが確認できた。すなわち,住宅用太陽光発電の設置意向は,30歳あるいは 40歳代

で高い傾向にあるが,これらの年代は現在,集合賃貸住宅に居住しており,今後の戸建

持家への住み替えの際に住宅用太陽光発電の設置を希望している場合も多いと考えら

れる.これに対して,市民共同発電への出資意向は,農林漁業者,高年齢層で出資意向

が高い傾向にある。
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第 5章 長野県飯田市における環境施策等と地域環境力の形成

5.1 緒言

本章では,飯田市の環境施策等が,環境配慮行動 とい う「環境イノベーション」の普

及と「地域環境力」の形成,さ らにはそれらの相互作用にどのように寄与してきたかに

ついて,市民共同発電以外の環境施策等も含めて全体像を明らかにする。第 3章と第 4

章が住宅用太陽光発電とい う「環境イノベーシヨン」に着目していたことに対して,本

章は環境配慮行動全般を分析対象とするととも,飯田市における「地域環境力」の重要

な側面と考えられる地区公民館活動に着目する .

まず,5.2では飯田市住民アンケー ト調査 (2009年実施)のデータをもとに,飯田市

で実施されてきた環境施策及び「地域環境力」と住民の環境意識・行動との関係を分析

した結果を示す。さらに,5.3に おいて,5.1の結果に飯田市行政,公民館等の関係主

体へのヒアリング等調査 (2011年 )を加え,飯 田市において活発な地区公民館活動と

「地域環境力」あるいは市民共同発電事業等との関係を総合的に整理・考察する。

5.2 長野県飯田市住民の環境配慮意識の実態と環境施策等
及び社会関係資本の影響

5.2.1 分析の視点と方法

(1)分析の視点

飯田市における環境意識・行動の形成要因について,特に次の 4点の解明を行うこと

とした。市民の環境意識・行動は,環境配慮行動全般を捉えるとともに,飯田市が近年 ,

環境モデル都市の指定を受けて推進している地球温暖化防止あるいは住宅用太陽光発

電の設置等に係る側面を中心に捉えることとした。

① 環境施策等の先進地として認められる飯田市において,市民の環境意識・行動はど

のような実態にあるか。特に,市民の環境配慮行動の実施度は,全国平均と比べ ,

どのような実態にあるか。

② 飯田市において,これまで積み重ねられたきた先進的な環境施策等は,飯田市民の

環境配慮に係る意識・行動にどのように影響を与えているか。
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③ 地区公民館活動が活発な飯田市において,地区活動の程度を反映すると考えられる

社会関係資本の程度の違いは,飯田市民の環境配慮に係る意識・行動をどのように

規定しているか .

④ ①～③を踏まえ,飯田市民の環境配慮意識・行動の規定要因は,環境施策や社会関

係資本度を含めて, どのような構造で捉えることができるか .

(2)分析の方法

第 4章の表 4-2に示した飯田市住民アンケー ト調査の結果を用いて,分析を行った。

分析の方法は次の通りである。

① アンケー ト調査より,環境配慮行動の実施状況の年代差を求め,飯田市の環境配慮

行動の程度を把握する。飯田市で実施したアンケー ト調査では,環境配慮行動の実

施度について,環境省の全国調査と同じ設問内容としており,全国調査結果との比

較を行う。また,環境配慮行動の実施度の分析では,設定した行動項目の実施度の

差を比較するのではなく,因子分析により行動の類型化を行い,行動類型毎の実施

度の差を分析し,全体的な傾向を把握する。

② アンケー ト調査において,「 これまで影響を受けた環境施策」を選択してもらい,そ

の結果をもとに住民への影響度が高い環境施策等を抽出する。抽出した主な環境施

策について,その影響有無と環境配慮行動の実施度,地球温暖化に関する解決意図
あるいは行動意図,住宅用太陽光発電の設置意向,市民共同発電事業への出資意図
の関係の有意性の検定を行う。環境施策等の影響有無は名義尺度であり,それとの

関係を分析する変数が連続尺度である場合はt検定,順序尺度である場合は

Mallln¨Whitney検定を行う。

③ R.Putnam(1993)Dは ,社会関係資本を結合型(bonding)と 橋渡し型(bridging)の 2つ

に分類している。アンケー トの回答結果の因子分析により,社会関係資本に関する

汲1定項目が想定した 2つに類型化されるかどうかを確認したうえで,②と同様の方

法により,社会関係資本と環境配慮行動等の実施等の関係を分析する。ここでは,
地域における社会関係資本の程度ではなく,社会関係資本への個人の接続の程度を

測定している.以下,本研究における社会関係資本に関する設問あるいは変数は,

すべて個人の社会関係資本への接続の程度を示している。

④ ①γ③の分析を統合化するために,パス解析を行 う。パス解析により,変数間の相
互影響や複数の影響経路,全体構造を捉えることができる。パス解析を行 うモデル

は,② と③の結果を踏まえて設定し,解析の結果,適合度を基準として,モデルの

修正を行い,影響構造を示す適合度の高いモデルを決定する。
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5.2.2 長野県飯田市住民の環境配慮行動の実態

(1)環境配慮行動項目の類型化

環境配慮の行動項 目別実施度の回答から,因子分析による行動項目の類型化を行つた .

この際,天丼効果とフロア効果注1のチェックを行い,該当する行動項目は分析対象か

ら除外した。

因子分析の結果,3因子が抽出された (表 5-1)。 第 1因子は「日常生活での環境配慮」,

第 2因子は「環境配慮商品の購入」 (不用品のリユース等も含めて,モ ノの扱いに関す

ること),第 3因子は「環境社会活動への参加」に相当すると解釈される。この結果に

基づき,環境配慮行動の 3類型とそれに対応する行動項目を設定した。

(2)飯田市と全国の環境配慮行動の実施度の比較

飯田市民における環境配慮行動の 3類型別 。年代別の平均実施度スコアについて,各

年代の該当有無によるスコアの差の有意性の検定 (t検定)を行った結果を表 5…2に示

す (ス コアの求め方,t検定の方法は表下の注に示す ).

この結果, 日常生活の環境配慮度は,50歳未満の年代で有意にスコアが低く,50歳

代,60歳代で有意にスコアが高いことが明らかになった.ま た,環境配慮商品の購入

度は,20歳代と 30歳代で有意にスコアが低く,70歳代で有意にスコアが高いが,それ

以外の年代では有意な差とはならなかった。環境社会活動の実施度は,日 常生活の環境

配慮度と同様の結果であつた。

また,表 5-2では,環境省の全国調査と今回実施した飯田市調査の回答率の差を求め

た結果を示す。全国調査との差をみると,日 常生活の環境配慮度と環境社会活動への参

注l 
天丼効果とは,多 くの人の回答が右端 (高い得点方向)に偏つてしまっている状態をいう.逆に
フロア効果は,多 くの人の回答が左端 (低い得点方向)に偏つてしまっている状態をい う。本分析
では,回答の平均値 +標準偏差がとりうる最大値 (5点 )以上となる行動項 目は,天丼効果があり,
回答にゆがみがあると考えて,因子分析の対象から除外した.同様に,回答の平均値―標準偏差が
とりうる最小値 (1点)以下となる行動項 目は,,得点分布が低い方にゆがんでいると考えて,因
子分析の対象から除外することとした。

天丼効果のために分析から除外した行動項 目は次の通 りである.
・冷やしすぎない冷房温度,暖めすぎない暖房温度の設定に努めている
。古紙,牛乳パック,ペットボ トル,空き缶等はリサイクルにまわしている
。買い物の時,買い物袋を持参したり過剰な包装を断つたりしている
。運転の際には,不必要なアイ ドリングや空ぶかし,急発進はしない
。油や食べかす等を排水口から流さない

フロア効果のために分析から除外 した行動項目は次の通 りである .
・企業が作成 している環境報告書等で企業の環境保全への取組をチェックしている
。企業の環境保全の取組を促進するような金融商品 (エ コファンド等)を利用 している
。地域の自然保護活動 (生き物の保全活動等)に参加 している
。地域の環境に関する計画等の策定活動に参加 している (意見を述べる等も含む)
。地域の省エネルギー活動 (省エネイベント等)に参カロしている
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N=793
因 子

初期の固有値

分散の%
5 970

40 7月 n

1 300

10 700

日常生活において節電に努めている 0:907 -0 068 -0 025

日常生活において節水に努めている 0 837 -0 015 0 003

ごみは地域のルールに従つてきちんと分別して出すようにしている 0_795 -0 042 0 003

日常生活においてできるだけごみを出さないようにしている 01689

物は修理して長く使うようにしている 01638 0 026

エコマーク等のついた地球にやさしい商品を購入することを心がけている -0 081 10子19651 -0 011

物・サービスを購入するときは環境への影響を考えてから選択している 0 048 10■ 7191 0 052

家電製品等を購入する際には、省エネ性能も考慮している 0 392 01431 -0 056

不用品をバザー、フリーマーケット、ガレージセール等のリユース、リサイクルにまわしている 0 193 住1332 0 092

地域の美化活動に参加している
-0 104 01896

地域の緑化活動に参加している
-0 041 0 120 101662

地域のリサイクル活動に参加している 0 088 01567

因子相関行例

表 5-1 環境配慮行動の因子分析結 (プロマックス回転後の因子パターン)

表 5-2 環境配慮行動の類型別・年代別平均実施度 (飯田市と全国平均の比較)
N=793

対象スコア 数値凡例
20歳以上
30歳未満

30歳 以上

40去是うに覇詰

40歳以上
5o歯 美 襦

50歳以上
6o静 夫 濡

60歳 以上

70歳未満
70歳以上

日常生活の環境
配慮度

A飯田市スコア 359 406 433 449

B飯田市t検定 #(000) (000 #(000 #0.0( #00C

,書1甲1響 :iユ輛01 斗74 11〔
「
8‐51 0199 405

婁醐酬, 1●0〔 維 ,.31 ■蒲

環境配慮商品の

購入度

へ飯田市スコア 274 332 340

B飯田市t検定 #(000 #(048 029

|■X●7 都 6. 238 髪
， ４
■

０

一一一

象

〓
13123‐ 3ヽ6

0ムと001差 観

`

lα2( 辮０
一一一一

譲2ε 0,16 a2遷

環境社会活動ヘ

の参加度

A飯田市スコア 265 283

3飯 田市t検定 (000) (000) #(023 #03〔

鋼 健
一―
１

＝

――
―‐
‐‐．

一
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1瘤 |‖議| 1奮壽2
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耀 ‐
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一

注 1)A飯田市スコアでは環境配慮行動の類型 。年代別に,該当する環境配慮行動の実施度 (ス コ

ア)を示 した.「いつも行つている」5点 ,「だいだい行つている」4点 ,「 ときどき行ってい

る」3点 ,「 あまり行っていない」2点 ,「全く行つていない」1点 として算出した .

注 2)B.飯 田市 t検定では,年代別のスコアについて,各年代に該当するサンプルとそれ以外のサ
ンプルの弟の有意性の検定 (t検定)を行った結果 (両側有意確率)を示す 0で 表記して
いる場合は,該当年代のサンプルがそれ以外のサンプルより,差がマイナスであることを示

す.#の 記号は,Lcvcncの 検定の結果,等分散が仮定されなかつたことを示す
注 3)Dで は,Aで求めた値 と全国調査結果の同様の値 と差を示す 全国調査結果は環境省 「環境
にやさしいライフスタイル実態調査 (平成 20年度)」 による。

1 2 3

563

610

1 000
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加度では,20歳代,30歳代といつた若年齢層では,全国調査との差が少ないか,若干

下回る程度であることが特筆される.環境配慮商品の購入度では,20歳代で全国調査

を下回る。逆に, 日常生活の環境配慮度は 60歳以上,環境社会活動への参加度では 40

歳以上で,全国調査とのスコア差が 0.3点以上となっている。環境配慮行動の実施度は ,

全国的にみて若年齢層よりも高年齢層ほど高い傾向にあるが,飯田市においては特に若

年齢層と高年齢層の差が大きく,高年齢層の実施度は全国平均を大きく上まわっている

とい うことができる。

5.2.3 環境施策等の影響と環境配慮行動の実施度等の関係

(1)影響を受けた環境施策等の回答傾向

アンケー トでは,飯田市内でこれまで実施されてきた環境施策等のうち,現在進めら

れている環境モデル都市 (温暖化防止と地域活性化を重視した取組)に関連すると考え

られた 9つを選択肢とし,「あなたの環境関連の考え方や行動に影響を与えたもの」を

複数回答で選択する質問とした。

この結果,選択された比率は,「市民共同発電 (おひさま進歩 )」 (18.8%),「地域 ぐ

るみ環境 ISO。 南信州いいむす 21」 (11.3%),「飯田市環境基本計画 (いいだ環境プラ

ン)」 (10.1%),「飯田市エコタウンプラン (天竜峡エコバレープロジェクト)」 (8.2%),

「ワーキングホリデー飯田」 (7.4%),「 グリーンツーリズム・エコツー リズム (南信州

観光公社等 )」 (6.5%),「飯田市環境チェッカー (環境調査員制度 )」 (4.3%),「環境ネ

ットワニクいいだ (活動団体交流等事業 )」 (3.8%),「環境と経済の好循環のまちモデ

ル事業 (ま ほろば事業 )」 (2.3%)の順に,影響を受けたとする回答が多かつた。

上位の 3つの環境施策等と他の 6つの環境施策等との回答率の差が顕著であった。ま

た,おひさま進歩の影響を受けたとする回答が全サンプルの 19.7%であり,他の施策等

に比べて大きな影響を与えている。

上位の 3つの施策が市民に影響を与えていると考えられる側面を以下に説明する。市

民共同発電事業を担 う「おひさま進歩」は,2005年度末から市民出資を募集 し,個人・

法人を合わせて 460名 より,2億円強を調達している。現在,同社が設置している太陽

光発電は,飯田市内 162ヶ所,発電容量 1,280kWであり,全国の市民共同発電事業の中

で最大規模である。太陽光発電を設置した保育園等での環境教育にも力を入れている。

「地域ぐるみ環境 ISO等」は,地元企業 (現在 31社)が研究会を設置して,連携 し

て環境 ISOを推進するとともに,地域独自の環境認証制度 (南信州いいむす 21)をつ

くり,中小企業への環境配慮の普及も進めている (現在 57事業所が認証取得 ).
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飯田市環境基本計画では,第一次計画 (21`いいだ環境プラン :1996年度策定)に

おいて,計画策定過程で市内の住民,団体・事業所等との意見交換等が徹底して実施さ

れた。その後,同計画は 2度改定され,環境市民会議等による見直しと進行管理が行わ

れてきた。

回答率の高かった上位 3つの環境施策等を中心に回答結果を整理したものが図 5-1で

ある.環境施策等のいずれか 1つでも影響を受けた市民は 4割強となり,これまでの環

境施策等は,市民に一定の影響を与えていることの反映といえる。

影響を受けた施策なし  466(58.8%)

=ソ
.′ ノ ″ 臥  ′

"

図 5-1 環境関連の考え方や行動に影響を与えた飯田市の環境施策等 (複数回答)
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(2)年代別にみた影響を受けた環境施策等の相違

年代別の回答を図 5-2に示す。おひさま進歩の影響では,20歳代の回答が皆無 (0%)

であり,カイ自乗検定の結果でも有意差が確認された。この検定は,各年代の該当有無

により,各施策の影響有無の回答に差があることを検定している。地域ぐるみ環境 ISO

等の影響では,他の環境施策等と比較すると 20歳代の回答率が高いことが特徴である .

飯田市環境基本計画では,20歳代,40歳代で影響を受けた比率が少ないこと。70歳代

以上で影響を受けた比率が多いことが,検定の結果として抽出された

アンケー トでは,影響を受けた内容を自由回答で記入 してもらった.おひさま進歩に

関連する自由回答では,「おひさま進歩 (が設置した太陽光発電パネルや看板等)を市

内いたるところで見かける」,「おひさま進歩が太陽光発電を設置している保育園では ,

おひさま進歩が環境教育を実施しており,子 どもだけでなく,親 も太陽光発電のことを

学習した」といった回答が見られる。市内 162ヶ 所の公共施設等への太陽光発電の設置

に加え,太陽光発電を設置した保育園等で環境学習の活動を実施 している。検定では有

意ではないが,30歳代ではおひさま進歩の影響が他年代よりもやや高い傾向にある。

おひさま進歩の保育園での環境教育は,30歳代を中心とした父兄に影響を与えている

可能性があると考えられる。

また,地域ぐるみ環境 ISO等に関連する自由回答 しては,「会社でもやつていて関心

をもつている」,「会社の取引先の数社が IS014001登録しており,協力会社 としての心

構えの説明を受けた」,「勤務先でも環境 ISOに とりくんでいるため,資源の分類を率先

してすすめるようになつた」という回答が見られる。「地域ぐるみ環境 ISO等」の活動

では,環境管理活動の一環として,従業員の環境配慮意識や行動が推進されている。会

社ぐるみの活動であるため,従業員である若い世代も影響を受けていると考えられる。

飯田市環境基本計画については,計画策定等への市民参加に加えて,市報等による環

境基本計画の広報が成されたこと,ま た同計画がエコライフの普及活動を継続的に実施

していること等が,「飯田市環境基本計画」の影響になつていると考えられる。

(3)影響を受けた環境施策と環境配慮行動との関係

飯田市環境基本計画,地域ぐるみ環境 ISO等,おひさま進歩の各影響有無を母集団と

して,環境配慮行動の実施度スコア (3類型別)の平均値の差の検定 (t検定)を行つ

た結果を表 5-3に示す.いずれも,F値は有意でなく,等分散が仮定される。「飯田市環

境基本計画」の影響有無では,「 日常生活における環境配慮」,「環境配慮商品の購入」,

「環境社会活動への参加」ともに,実施スコアの平均値の差は 1%水準で有意である。

これに対して,「おひさま進歩エネルギー」の影響有無は,環境社会活動への参加」の
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実施スコアを,5%水準の有意性で規定するに過ぎない .

次に,近年,飯田市が進めている環境モデル都市 (地球温暖化防止,太陽光発電の設

置等を中心にした取組)に係る住民意識等との関連をみるため,3つの施策等の影響有

無と「地球温暖化問題の解決意図」,「地球温暖化防止の行動意図」,「太陽光発電の設置

意向」,「市民共同発電の出資意向」について,Mam―Whitney検定を行つた (表 5‐4).

「地球温暖化問題の解決意図」は ,「地球温暖化問題を解決しなければならないと思 う」

という考えへの同意度の順序尺度 ,「地球温暖化防止の行動意図」は「地球温暖化防止

行動を実施しようと心がけている」という考えへの同意度の順序尺度である。

この結果,地域ぐるみ環境 ISOの影響有無と地球温暖化防止の行動意図,市民共同発

電への出資意向,おひさま進歩の影響有無と住宅用太陽光発電の設置意向,市民共同発

電への出資意向の関係について,有意水準 1%以上で帰無仮説が棄却される .

以上の結果から,おひさま進歩は,太陽光発電に特化した活動であり,住宅用太陽光

発電の設置意向や市民共同発電への出資意向を高めていると考えられる.

「影響あり」の回答率
10%

飯田市環境基本計画

地域ぐるみ環境ISO等

市民共同発電 (おひさま進歩)

日20-29歳 N=48
諄50～59歳 N=157

鐵30～ 39歳 N=95
日60～ 69歳 N=160

■40～49歳 N=116
■70歳以上二N=204

注)図中の *は ,各年代の該当有無と各施策等の影響有無 (名 義尺度)の カイ自乗検定の結果 .

**は有意水準 1%,*は 有意水準 5で有意を示す.0が つく場合は,各年代に該当する方
が.該当しない場合に比べて,影響有の比率が低いことを示す

図 5-2 年代別の環境施策の影響有無
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表 5-3 環境施策等の影響有無による環境配慮度スコアの平均値の差の検定 (t検定)
N=793

日常生活での

環境配慮度スコア

環境配慮商 品の

購入度スコア

環境社会活動への

参加度スコア

飯田市環境基本計画 碁‖||:七|11111 41322111キ 1警|: 411154■:■|■

地域ぐるみ環境ISO等 1.168 2.177 ** 3177811*1黎

おひさま進歩 0.051 1.339 2.280 *

注)表中の左列は t値 ,表中の**は t検定の結果,有意水準 1%で有意であることを示す。*は

同じく有意水準 5%で有意であることを示す

表 5-4 環境施策等の影響有無による住宅用太陽光発電の設置意向等の
Mann―Whitney検定結果

N=793
地球温暖化問題

^徹
ユ音 回

地球温暖化防止

^各
勧 音 図

太陽光発電
の 妻 署 音 由

市民共同発電
へ の 中 沓 音 由

飯田市環境基本計画 0.007 1.728 0327 4.298  *

地域ぐるみ環境ISO等 0.017 101111101:率 :寵| 3177 轟1纏華輩|

おひさま進歩 0.878 2.529 賽酬圏腿針‖壮:桂
注)表中の左列は Z値,表中の**は Mann―Whitney検 定の結果,有意水準 1%で有意であること
を示す。*は同 じく有意水準 5%で有意であることを示す。

また,地域 ぐるみ環境 ISOは従業員に地域活動への参加を求めたり,地球温暖化等

に関する学習を促 している可能性があり,そ のために環境社会活動への参加度や地球温

暖化防止の行動意図,市民共同発電への出資意向等を高めていること考えられる .

飯田市環境基本計画 (及びそれに基づく施策)は ,環境全般あるいはエコライフの普

及啓発を重視しているために環境配慮行動全般の実施度を高めている可能性がある。

5.2.4 社会関係資本の程度と環境配慮行動の実施度等の関係

(1)年代別にみた社会関係資本の程度の相違

社会関係資本に関連する 7設間について因子分析を行い,設問項目が結合型社会関係

資本と橋渡し型社会関係資本に類型化されることを確認した.2つの因子は,各々に結

合型社会関係と橋渡し型社会関係資本に相当する.次に,設問項目の回答にスコアを与

えて,結合型と橋渡し型の各々について,対応する設問項目の平均スコアを求め,2つ

の社会関係資本への接続の程度とした。

2つの社会関係資本の程度と年齢の関係をみると,結合型社会関係資本が強いグルー

プは 70歳代,60歳代の高年齢層が多い (図 5-3).これに対 して,橋渡し型社会関係資

本が強い層の比率は年代別の差は小さいが,相対的にみれば 30歳代が多い傾向にある .

なお,結合型社会関係資本が強いグループと橋渡 し型社会関係資本が強いグループは
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一致しない。結合型社会関係資本と橋渡し型社会関係資本の両方が強いサンプルは 88

サンプルであり,これは結合型社会関係資本が強い 241サンプルの 36.5%,橋渡し型社

会関係資本が強いサンプルのうち 57.5%と なっている。20歳代と 30歳代においても,

結合型と橋渡し型の社会関係資本が強い層の比率が同程度であるが,結合型の社会関係

資本が強い層と橋渡し型社会関係資本が強い層の関係をみると,両者のサンプルは一致

するわけではない。

(2)社会関係資本と環境配慮行動の実施度等との関係

社会関係資本の強弱 と環境配慮行動の実施度 との関係について,平均値の差の検定

(t検定)を行つた (表 5¨5)。 いずれもF値は有意でなく,等分散が仮定される。社会

関係資本の程度については,高得点 (5点満点で 4.5点以上)のグループとそれ以外に

分け,2グループ間の差をみることとした。高得点のグループの基準 (4.5点以上)は ,

0.5点刻みで度数分布を集計した結果による.4.0点以上のサンプルの比率は結合型社会

関係資本で 53%,橋渡し型社会関係資本で 41%と なり,特に得点が高いグループとは

みなし難いためである.4.5点以上のサンプルの比率は結合型社会関係資本で 30%,橋

渡し型社会関係資本で 20%である .

分析の結果,結合型社会関係資本の強弱による「日常生活における環境配慮」,「環境

配慮商品の購入」,「環境社会活動への参加」の実施度スコアの差は,1%水準で有意で
ある.また,橋渡し型社会関係資本の強弱による「環境配慮商品の購入」の実施スコア

の差は,1%水準で有意である。

次に,社会関係資本の程度と「地球温暖化問題の解決意図」,「地球温暖化防止の行動

意図」,「住宅用太陽光発電の設置意向」,「市民共同発電への出資意向」について ,

Malln_whitney検 定を行った (表 5-6).有意な関係は,結合型社会関係資本の強弱と「地

球温暖化問題の解決意図」,「地球温暖化防止の行動意図」,「市民共同発電の設置意向」

との間にあり,有意水準 1%以上で帰無仮説が棄却される。

本分析の結果として,特筆すべき点を示す .

① 結合型社会関係資本の強さは,環境配慮行動の実施度を規定するだけでなく,地球
温暖化というグローバルな問題への解決意図,行動意図,市民共同発電への出資意

向も規定する。

② 橋渡し型社会関係資本の強さは,唯一,環境配慮商品の購入意図を規定する。

③ 住宅用太陽光発電の設置意向は,2つの社会関係資本の強弱に規定されない。住宅
用太陽光発電の設置意向は,社会関係資本の強弱とは別の要因が規定している可能

性がある。
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14600(*)

1370/O(**)

スコア45点 以上の比率
30%         40%

注 1)ス コアは,結合型 と橋渡し型に該当する各設問項 目について ,「そ うである」5点 ,「 どちら
かというとそ うであるJ4点 ,「 どちらともいえない」3点 ,「 どちらかというとそ うでない」
2点 ,「そうではないJl点 を与え,そ の平均点として算出した

注 2)図 中の *は ,各年代の該当有無と各社会関係資本の強さ (名 義尺度)と のカイ自乗検定の結
果 **は 有意水準 1%,*は 有意水準 5%で有意を示す 0が つく場合は各年代に該当す
る方が該当しない場合に比べて,社会関係資本強の比率が低いことを示す

図 5-3 年代別の社会関係資本の強弱

表 5-5 社会関係資本の強弱による環境配慮度スコアの平均値の差の検定 (t検定 )

日常 生 活 で の

愕 惜 西1歯 虐 ス コ 7
環境配慮商品の

購入庁スコア
環境社会活動への

参加席スコア

結合型社会関係資本 4124811オ
=Ⅲ

41102‐ 11茎:*‐ 1418■01=*|*

橋渡じ型社会関係資本 2.288 * 4.349 1■ |キ 2433 *

N=793

注)表中の左列は t値,表中の**は t検定の結果,有意水準 1%で有意であることを示す *は
同じく有すぎ水準 5%で有意であることを示す

表 5-6 社会関係資本の強弱と住宅用太陽光発電の設置意向等の
Mann―Whitney検定結果

N=793

結合型社会関係資本

橋渡し型社会関係資本

■20～ 29歳 N=48
50～ 59歳 N=157

注)表中の左列は Z値 ,

を示す *は 同じく

燎30-39清晟 N=95
■60～ 69方晃 N=160

■40～ 49歳 N=116
■70歳 以上 N=204

表中の**は Mann Whitncy検 定の結果,有意水準 1%で有意であること
有意水準 5%で有意であることを示す

地 球 温 暖 化 問題

の解 決 責 図

地球温 暖化防止
の 行 動 音 回

太 陽光発 電
ハ 譜 署 音 由

市 民 共 同発 電

へ の 出 資音 向

結合型社会関係資本 4.352111** 517111=|‐ *|* 0.870 ‐310541■ *|■

橋渡し型社会関係資本 0.917 0.163 1177 1286
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5.2.5 長野県飯田市住民の環境配慮行動の実施度の規定構造

(1)環境配慮行動の実施度等の規定モデル

これまで示した結果から,環境配慮行動の実施度は,年齢,環境施策等の影響,社会

関係資本の強さに規定されることが明らかになつた。表 5-2では,飯田市の高齢者は全

国平均 と比較して,圧倒的に環境配慮行動の実施度が高いことを示した.こ のことと環

境配慮行動の実施度と年齢,環境施策等の影響,社会関係資本の強さの相互影響が関係

している可能`陛がある。

そこで,環境配慮行動の実施度と 3つの要因の関係について,規定モデルを設定し,

ANIIOSを 用いたパス解析を行つた。

設定したモデルは,環境配慮行動の実施度等が年齢ち環境施策→環境配慮行動,年齢

→社会関係資本→環境配慮行動とい うパスによっても重層的に規定されていることを

説明する目的で設定した
`

設定したモデルで分析を行い,次にパス係数や全体適合度を基準として,変数の加工

やパス係数の小さい経路の除外を行い,最終的なモデルを決定した.具体的には次の手

順でモデルの修正・決定を行つた。

① 年齢は,50歳以上を基準とする名義尺度とした。40歳以上等を基準とすると,環

境施策の影響有無や結合型社会関係資本強弱に関する変数 とのパス係数が小さく

なるため,50歳以上を基準とした。

② 3つの環境施策等の影響有無を別々の変数としてモデルを作成すると,適合度が低

くなるために,3つの環境施策等の影響がいずれか 1つでもある場合を 1と する変

数 (基準尺度)に集約化した。

図 5-4に ,総合環境配慮度 (表 5-1に示す全ての環境配慮項目の回答結果にスコアを

与え,平均を求めたもの)を 目的変数とした場合のモデルの解析結果を示す。

モデル適合度は,RNIISEAが 0.05以下,CMIN/DFが 2以下が基準 とされ,ま た CFI

は 1に近いほど適合度が高いことを示す。このモデルの説明力が高いことが確認できた .

(2)年齢の直接効果と間接効果

表 5-2に示したように,飯田市住民の環境配慮度は高年齢層ほど高く,さ らに,全国

調査との差をみると,20歳代,30歳代といつた若年齢層では,全国調査との差が少な

いか,若干下回る程度であるのに対し,高年齢層では全国調査を大きく上回る。

この理由は,図 5-4のモデルの解析結果から説明することができる.環境施策等の影

響,結合型社会関係資本の強さといった 2つの変数は年齢によつて規定される (年齢が

高いほど,環境施策等の影響を受けた人が多い,あ るいは結合型社会関係資本が強い).
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このため,環境配慮行動の実施度と年齢との関係は,年齢によつて規定される直接効果

だけでなく,「年齢→環境施策等の影響→環境配慮行動の実施度」,あ るいは「年齢→結

合型社会関係資本→環境配慮行動の実施度」といつた 2つの経路による間接効果がある .

つまり,飯田市の高年齢層は,年齢が高いがゆえに環境配慮行動を実施しているだけ

でなく,地域で実施されている環境施策等の影響を受けている分だけ,ま た飯田市にお

いて他地域に比較して強いと考えられる結合型社会関係資本に,飯田市の高齢者が強く

接続している分だけ,他地域以上に環境配慮行動の実施度が高いと考えられる .

この関係をさらに整理するために,年齢による環境配慮行動の実施度の規定について ,

直接効果と間接効果,総合効果を計算した結果を表 5-7に示す。直接効果は,「年齢→

環境配慮行動」の実施度のパス係数を示し,間接効果は 2つの経路のパス係数の積 とし

て求められる。総合効果は,直接効果と間接効果の和である。

この結果,総合環境配慮度については,年齢による直接効果は 0.35で あり,間接効

果は 0.13と なる。間接効果の分があるだけ,飯田市の高年齢層は他地域の高年齢層以

上に環境配慮が高いと考えられる。

さらに,表 5-7では,表 5-1で示した環境配慮行動の 3類型毎の実施度,あ るいは地

球温暖化防止の解決意図と実施意図,住宅用太陽光発電の設置意向,市民共同発電の出

資意向について,各パス係数や年齢による直接効果と間接効果を示 した。ここでの解析

は,総合環境配慮度と同じ構造のモデルで,モデルの右においた目的変数を他の変数に

置き換えて,実施した。

この結果,年齢による環境配慮行動の実施度の規定関係は,日 常生活における環境配

慮度,環境社会活動への参加度において強いが,環境配慮商品の購入度においては相対

的に強くない。環境配慮商品の購入度は,年齢よりも,環境施策等の影響,橋渡し型会

関係資本規定されていることが示された。これらのパス解析の結果は,表 5…2の年代別

集計,表 5-5の t検定等の結果と同様の結果と同様である。

地球温暖化防止の解決意図と実施意図,住宅用太陽光発電の設置意向,市民共同発電

の出資意向については,若年齢層ほど高い場合もあり,高年齢層であることの直接効果

や間接効果は強くは示されなかつた。
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環境施策
影響ありJИ ＼

＼ヾ 47

50歳以上
/ .35 ＼

総合環境配慮度

.24 結合型
社会関係資本強

.40

.34

橋渡し型
社会関係資本強

RNIISEA:0.026, CⅣIIN/DF:1.553, CFI:0.992

注)総合環境配慮度は定量変数である.年齢は 50歳以上 。以下,結合型社会関係資本は 4.5点以
上を基準に強い・弱いといった 0/1の変数に変換し,解析を行つた.こ れは環境施策等の影響
が 0/1であり,変数のタイプを合わせるためである。なお,環境施策等の影響は影響有りの回
答率の高かつた上位 3つの環境施策等について,いずれか 1つでも影響有の場合を 1と する変
数にしている.

図 5-4 環境配慮度の規定モデルとパス解析の結果

表 5-7 年齢による環境配慮行動の実施度の規定効果
(直接効果と間接効果,環境配慮行動の類型別)

N=793

N=793

環境配慮項目
年齢の

直接効果

年齢の間接効果

年齢の

総合効果

年齢
→環境施策

環境施策
→環境配慮

年齢
→結合型社会

関係資本

結合型社会澱
係資本
→環境配慮

年齢
→橋渡し型社
会関係資本

橋渡し型社会
関係資本→畷
境配慮

年齢→環境施策→環境配
慮

年齢→結合型社会関係資本
→環境配慮

年齢→橋渡し型社会関係資
本→環境配慮

総合環境配慮度 0.35
0.13 047 024 028 ―  1   0.40

0.48006 007

日常生活における環境配慮度 0.49
013 007 024 031 010

0.57
0.01 007

環境配慮商品の購入度 0.22
013 0.30 0.24 020 nR,

0.31
0_04 0.05

環境社会活動への参加度 0.41
013 035 0.24  1   0.38 013

0.55005 0.09

地球温暖化問題の解決意図 -0.30 0_13  1   007 0.24  1   0.39 ―  1   000
-0.20

0.01 009

地球温暖化防止の行動意図 0.14
0.13 035 ―  |  -01

0.24
001 008

太陽光発電の設置意向 -0.14 0.13 024  1  -001 ― i  001
-0.13

0.01 000

市民共同発電への出資意向 0.03
0.13 008 003

0.09004 002
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5.2.6 分析結果のまとめ

本分析では,次のことが明らかになった。

5.2.1で示した研究の視点に則 して,結果をまとめる

(1)飯田市民の環境行動の実施度は,高年齢層において全国よりも高い水準にある.一

方,若年齢層は全国平均と同程度か,それより低い水準にある。

(2)飯田市民の 4割強が,「市民共同発電 (おひさま進歩 )」 ,「地域ぐるみ環境 ISO。 南

信州いいむす 21」 ,「飯田市環境基本計画」のいずれかの影響を受けている。これ

らの環境施策等の影響有無と環境配慮行動の実施度や地球温暖化の解決意図,行動

意図,住宅用太陽光発電の設置意向等との関係は環境施策等によって異なる。

(3)結合型社会関係資本 (近隣住民間の結びつき)と の接続が強い市民は,環境配慮行

動の実施度,地球温暖化問題の解決意図,行動意図の形成度が高ぃ傾向にある.橋

渡し型社会関係資本との接続が強い市民は,環境配慮商品の購入度が高い傾向にあ

る。

(4)飯田市住民において,他地域以上に高年齢層の環境配慮行動の実施度が高い傾向に

ある理由は,飯田市の高年齢層は,飯田市で実施されてきた環境施策等の影響をよ

り強く受けており,ま た結合型社会関係資資本に強く接続 しているためだと考えら

れる。

(5)住宅用太陽光発電の設置意向や市民共同発電への出資意向は,市民共同発電事業を

展開し,環境教育活動等を行っている「おひさま進歩」の影響を受けていると考え

られるが,社会関係資本への接続との関係は強くない傾向にある。
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5.3 長野県飯田市の地縁型組織と地域環境力の形成

5.3.1 分析の視点と方法

(1)分析の視点

本分析では,「地域環境力」の時間軸での変化について,長野県飯田市という環境先

進地域の実態を把握し,「地域環境力」形成のダイナミズムの実態を把握するとともに,

地域行政施策への示唆を得ることを目的とする。

特に,地縁型組織を中心とした「地域環境力」の形成に係る論点を想定し,次の点に

着目した現状把握と分析を行 う。

① 地域における住民,事業所,行政等の主体性と関係性,すなわち「地域環境力」は

どのような状況にあるか。地縁型組織は,「地域環境力」全体の中でどのような位置

を占めているか。

② 地球温暖化というグローバルな課題は,「地域環境力」を基盤とした地域づくりの課

題となつているか。とりわけ,地域環境力を構成する要素である地縁型組織は,NPO

等のテーマ型組織と比較して,グローバルな課題との距離感があると考えられるが,

地球温暖化は地縁型組織の取組課題になつているか。

③ 「地域環境力」を構成する地縁型組織の弱体化が懸念されるなかで,地縁型組織と

NPO等のテーマ型組織の連携は出来ているか。さらに,連携をすることで,地縁型

組織の新たな変容や展開を行 う可能性はあるか。

④ 5.2において,「飯田市住民において,他地域以上に高年齢層の環境配慮行動の実施

度が高く,これは高年齢層が飯田市で実施されてきた環境施策等の影響をより強く

受けており,ま た結合型社会関係資資本に強く接続しているためである」ことを明

らかにした.実際に,飯田市における結合型社会関係資本の形成の場と考えられる

地区公民館においては,環境関連の活動をどのように行つているのか,そのことと

飯田市における高年齢における環境配慮行動の実施度の高さはどのように関係して

いるのか。

(2)分析の方法

①飯田市住民のアンケー ト調査,②同市内の主要アクターヘのヒアリング調査,③地

区公民館主事等へのアンケー ト調査,④特定地区へのヒアリング調査の結果を用い,既

往の文献や資料と合わせて,総合的に整理することで,「地域環境力」の実態を明らか

にした。4つの調査の概要を表 5-8に示す。
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表5-8 分析に用いる調査の概要

注)①の調査の詳細は,4.3の表4‐2に示す.

なお,本分析に関連する飯田市住民のアンケー ト調査 (2009年実施調査)に基づく

分析は4.3及び 5.2に示しているが,そのうちから本節の視点に対応する一部を参照し,

総括的な検討を行 う。

5.3.2 飯田市における地域環境力の全体像

飯田市の「地域環境力」のうち,主体の関係性の状況を以下に説明する .

(1)同セクター内の関係性

行政及び公益主体,企業 。経済活動主体,NPO等市民活動主体の 3つ をセクターと

し,同セクター内の主体間の関係の状況を整理する。

飯田市における同セクターの主体同士の関係性としては,事業所同士の環境 ISOのネ

ットワークである「地域ぐるみ環境 ISO」 ,NPO等の市民活動団体のネッワークである
「環境ネットワーク」がある .

「地域ぐるみ環境 ISO」 では,1997年 H月 に 6社で発足し,現在 31社の参加 となつ

ている.地域の中核企業 3社が地域工業の空洞化を懸念して立ち上げた企業横断的な研

究会を,環境 ISOの ノウハウ共有に発展させ,環境 ISOの ノウハウを地域に還元する

ことを目指した活動を行つている。また,中小・個人事業所向けの環境 ISO審査登録の

調査名 調査時期 調査対象 調査方法 調査項目

①住民アンケ

ート調査

年

月

００
　
”

２
　
８

飯田市在住の20歳 以上より無作

為抽出

発送数1,500件 ,

回収数793件 (回収率52.9%)

配布,回収
ともに郵

送による

アンケー

ト調査

口環境配慮行動の実施状況

・近所や友人,知人との関係
・基本属性 (性別 ,年齢,職業 )
等

②主要アクタ

ーヘ の ヒア

リング調査

2009年 1月

2010年 9月

2011年 1月

行政 (飯田市環境課環境政策係 ,

地域 ぐるみ環境 ISO研究会事務

局,中央公民館 )
企業 (多摩川精機,商工会議所)
NPO(南信州おひさま進歩,い い

だ自然エネルギーネッ ト山法

師)

訪 間 に よ

る ヒア リ

ング調査

環境関連活動の実施状況

環境関連活動における他主体

との連携状況

他主体との連携における課題

等

③地区公民館

主事アンケ

ー ト調査

2010年9月 飯田市内20地区の公民館主事及

び自治振興センター長へのアン

ケー ト調査

(20地区全数回収 )

両 方 と も

市 行 政 を

通 じて 配

布と回収

・環境関連活動の実施状況と―

課題

・環境関連活動における他主体

との連携状況と課題 等
④特定地区ヘ

のヒアリン

グ調査

20101F

9～ 11月

南信州おひさま進歩に出資 した

2地区 (千代地区と鼎地区)の出

資当時の自治振興センター長

訪 間 に よ

る ヒア リ

ング調査

・市民共同発電への出資経緯

・同出資後の変化,効果
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仕組み 「南信州いいむす 21」 を独自に開発し,2001年 10月 から運用を開始 している。

「環境ネットワーク」は,30程度の団体が参加しているが,行政が呼びかけたもの

である.また,現在は行政からの連絡が成されている程度であり,必ずしも参加団体の

自主的な連携活動が展開されているわけではない。

② 異セクター間の関係性

① 行政と地緑型組織の関係

飯田市の自治組織は,市内 20地区毎に,市の組織である地域自治区と住民組織であ

るまちづくり委員会の協働で構成されている注
2.

地域 自治区において,住民に身近な自治を行 うのが自治振興センターである.同セン

ターは,市役所の地区の出先として,ま ちづくり委員会との連携・協働を行 う。

まちづくり委員会の委員は,町内会から選出されている。まちづくり委員会において ,

教育・文化関連の活動を担 うのが地区公民館である。地区公民館の主事には行政職員が

派遣され,住民の意見を尊重しながら企画調整を行っている.

以上のような行政と地縁型組織との関係では,住民自治を重視する仕組みが設計され

ており,相互の関係性が濃密に形成されている.環境面の活動においても,自治組織の

枠組みの中で,行政と地縁型組織の関係が形成されている。

② 行政と企業,市民活動団体との関係
「行政と企業の関係」では,「地域ぐるみ環境 ISO」 の設立当初から,行政も 1事業

者の 1つ として参加 していることが特筆 される。つまり,「地域ぐるみ環境 ISO」 は企

業同士のネットワークであるとともに,企業と行政とのつながりにもなっている.

「行政と市民活動団体の関係」では,市民共同発電事業を担 うNPO法人南信州おひ

さま進歩 (2004年法人化)に ,行政の環境担当者が参加 している。同 NPOは ,飯田市

が環境省の「環境と経済の好循環のまちモデル事業」の指定を受け,市民共同発電事業

を立ちあげる際に,同事業の受け皿 となった.なお,市民共同発電事業は民間営利事業

として実施するため,NPOを母体に株式会社を立ち上げているが,実態は同じである。

また,「風の学舎」という自然エネルギーや木材を利用した研修施設を運営している

NPO法人いいだ自然エネルギーネット山法師 (2004年法人化)は ,市役所の元環境計

画課長が事務局を担っている。同 NPOの事業では,視察研修において飯田市の全体像

を説明する等,行政経験者のノウハウや人脈を活かした事業を実施している.

注2飯
田市では,2007年度から合併促進の一環として新たな地域自治制度を導入した。地区毎の自治
活動の裁量が拡大されるともに,地区公民館活動は他の行政分野の地区活動と同じく地区のまちづ

くり委員会の中に位置づけられ,分野横断的な連携が図られることとなった :
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③ 地縁型組織,企業,市民活動団体の相互の関係

地縁型組織,企業,市民活動団体といつた 3つの主体間の関係性は,十分に形成され

ていないと考えられる。例えば,飯田地球温暖化対策地域協議会や行政が主導する各種

環境イベントには,企業や市民活動団体が協力しているが相互の連携が主体的になされ

ているわけではない。また,「地域ぐるみ環境 ISO」 内でも,住民 (高校生や子ども)

を巻き込んだ活動を行っていたが,一過的なものであり,継続して実施されているわけ

ではない。

一方,2008年から,飯田版キャンドルナイ トである「竹宵祭り」が開催されている。
「竹宵祭り」は,も ともと市内各地で行われていた地区や NPOの催しを統合したもの

である.会場は飯田市街地と市内他 3地区で同時開催され,分散型のイベントとなつて

いる注
3.こ のイベントは,地縁型組織,市民活動団体,あるいは市街地の商店,行政が

連携した運営となつており,セクター間の新たな協働事業となっている。

④ 住民と各セクターの関係

飯田市住民の自治会への加入率は,飯田市全体で 79%(2010年 ,ま ちづくり委員会

調べ)と 高く,住民と地縁型組織との関係は強いといえる。市内 20地区では,同加入

率が 90%を超える地区が 20地区中 9地区,80%～90%未満が 5地区である。

ただし,飯田市内で比較的新興住宅地としての整備が進む上郷地区で 63%,伊賀良

地区 69%と 低い地区もある。また,住民と市民活動団体,企業との関係は,不特定多

数による継続的な関係とは言えないもののと,特定の団体や活動による関係形成がある

と考えられる。例えば,市民共同発電事業においては,市民共同発電事業により太陽光

パネルを設置した公共施設では,NPO法人南信州おひさま進歩が地域住民向けの環境
教育を実施している。

⑤ 主体間の関係性のまとめ

主体間の関係性を図 5-5に整理した。飯田市における環境活動・施策面における主体

間の関係性の特徴として,3点を指摘する。

1点めは,行政を中心として,対住民,対企業,対市民活動団体,対地縁型組織の関

係性が形成されていることである。

2点めは,地縁型組織は行政,住民との関係が強いと考えられるが,地縁型組織と市

民活動団体,企業との関係性は弱い状況にある。

注3会
場へのキャンドルの設置は,市内の地区が分担して受け持つ.地区毎に竹の入れ物につける模
様や大きさが異なり,工夫を行つている。また,コ ンテス トもあって,装飾された竹筒をならべた
作品をつくり,市民投票で優秀賞を選んでいる。運営事務局は若いスタッフが中心になつている .
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_比 較的強い関係性がある

一
関係性があると考えられる

ローー 関係性が弱い

図5-5 飯田市における環境面での主体間の関係性

3点めに主体間をつなぐ特徴的な活動があることである。特に市民や企業の出資を得

て,公共施設に太陽光発電を設置し,地域住民向けの環境教育事業も手掛けてきた市民

共同発電事業は,行政,企業,住民等を部分的ではあるが,つなぐ事業となっている.

5.3.3 飯田市の地緑型組織における環境活動

(1)地区公民館活動における環境関連の活動

飯田市の地区公民館活動記録 の幼のより,環境関連の活動を時系列でみると,環境先

進都市を目指した地域施策は,少 しずつ地区活動に浸透してきている。環境関連の活動

を実施している地区は,平成 H年度 (1999年)で 20地区中 6地区,平成 16年度 (2004

年)同 7地区に過ぎない。しかし,平成 21年度になると,20地区中 19地区で講座あ

るいは体験事業等の形で,環境関連の活動が実施されている。環境関連の活動への参加

人数を集計すると,1999年度は 451人,2004年度 936人,2009年度 2,289人 と,5年

毎倍々に増加している.

活動テーマは, 自然や農業関連が圧倒的に多い。2009年度では 16地区で,‐ 森林,里

山,生物観察をテーマにした学習会,ふれあい田んぼ体験,水辺の学校等のいずれかを

開催している。また, ごみ関連の活動として,最終処分場の見学,ごみ分別体験等が 4

地区で実施されている.

地球温暖化関連の取組としては,エネルギーの地産地消をテーマにした市民大学,環

境モデル都市をテーマにした講演会が 3地区で実施されているに過ぎない。もつとも
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1999年度,2004年度ともに地球温暖化関連の取組は皆無であることから,近年になつ

て,地球温暖化をテーマにした地区活動が離陸しつつあるとみることができる .

(2)公民館主事アンケー ト調査結果

公民館主事向けに実施したアンケー ト調査結果 (図 5-6)によれば,環境関連の活動

テーマは自然や農業分野が中心であり,公民館活動記録の集計と同様の結果となってい

る.ア ンケー ト調査では,環境関連の活動における参加者に係る課題について,該当有

無を質問した。この結果,公民館では参加者の膠着化が,強い課題として認識されてい

ることが確認できた (図 5-7).

課題の打開策の 1つ として,NPOや 企業との連携が想定されることから,ア ンケー

ト調査では,関係主体の連携の実態と今後の意向を質問した。この結果,公民館 とまち

づくり委員会の連携とともに,NPO,企業との連携が希望されていることが確認できた

(図 5-8).

回答地区数

0     2     4     6     8     10    12    14    16    13    20

地球温暖化一般

環境に配慮した暮らし、エコライフ

公共交通機関や自転車等の利用、エコドライブ等

ごみの分別協力、ごみの減量化、

リサイクル・リユース等

水辺や里山、身近な生き物の保全

人工林の活用・木材の利用・林業体験等

農地の保全・農産物の地産地消・有機農業・農業体験等

図 5-6 公民館における環境関連活動の実施数

回答地区数
8    10    12

関心を持つものが少ない。参加者が少ない。いつも参加するものが同じ

企画や指導を行う専門人材が不足している・確保できない

活動を行う技術やノウハウが不足している

自然調査等を行う適当な場所がない

予算が足りない

その他の課題がある

特に課題になつている点はない

図 5-7 公民館における環境関連活動の課題

■

■

■
　
■

■

■
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回答地区数
6    8    10

NPO・ 市民活動団体と連携

企業と連携

大学や専門有識者と連携

その他組織等と連携

連携していない

図 5-8 公民館における連携の状況と今後の方針

ただし,20H年 1月 時点において,中央公民館 (地区公民館の調整を担 う)に ヒア

リングをしたところ,公民館と NPO,企業との連携が進んでいる状況は確認できなか

つた。

なお,自 治振興センターの活動としては,ごみ関連の取組が 20地区全てで実施され

ている。これは,ごみの有料化等の導入に伴 う分別の徹底,マイバック利用の促進等を

地区活動のテーマとしているためである .

5.3.4 飯田市における地緑型組織と市民共同発電事業の接続

(1)地縁型組織と市民共同発電事業の接点

飯田市における環境に関連するテーマ型組織のうち,特に地縁型組織と接続すること

で地縁型組織を変容させる可能性があるアクターとして,市民共同発電事業を担 うおひ

さま進歩がある.おひさま進歩との地縁型組織の接続には 2つの側面がある。

1つの側面は,地区公民館を介 したおひさま進歩の情報発信である。おひさま進歩関

係者は,地区公民館での学習会等で講演等を行つてきている。また,おひさま進歩の社

長である原氏は「これだけはや りたい」と,幼稚園での環境教育に取 り組んできた。父

兄に対しても連絡帳やイベントを通じて,環境活動に関するメッセージが伝えられてい

る.幼稚園という装置を用いて,地区住民とおひさま進歩の接続がなされている。

もう 1つの側面は,市民共同発電事業への地縁型組織の出資である。この出資は 2地

区で行われたに過ぎないが,出資というこれまでにない方法で地区活動とおひさま進歩

の接続が成されているとすれば特筆すべき側面である。

●連携状況

■今後の連携方針
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(2)市民共同発電事業への 2地区の出資の経緯

① 千代地区の場合

飯田市は,天竜川の西側に中心市街地等がある都市部が拓け,天竜川の東側は地形も

厳しく農村,山村部となつている。千代地区は天竜川に接して東側に位置する。

千代地区はグリーンツーリズム,体験型修学旅行,棚 田の保全活動注4等で外部からの

注目を集めてきた。近年では地区内 2ヶ所の公立保育園の統廃合問題で,地区で基本財

産 1,000万 円を拠出し,統合せずに民営で運営する選択をとり,注 目を集めた .

新たな自治制度の導入により,千代地区のまちづくり委員会では,行政分野毎の委員

会で個別に管理されてきた財産を一元管理することとなつた。そのうち,地区の積立金

(約 540万円)の扱いが検討課題 となった。

丁度その頃,おひさま進歩エネルギーの二次募集があった。鼎地区に居住 し,おひさ

ま進歩エネルギーの原社長と近所関係にある当時の千代地区自治振興センター所長は ,

千代地区の積立金をおひさま進歩エネルギーのファンドに投資することを発案した。

2008年 4月 ,千代地区定例執行部会において,「温暖化防止おひさまファンドヘの出

資と太陽光発電パネルの地区公民館等への設置」を提案し,原氏にも役員会に来てもら

い,説明をしてもらった。説明資料では,「単に運用益を求めるのではなく,二酸化炭

素の削減による地球温暖化防止プロジェク トに出資することで,千代地区の環境に対す

る姿勢をアピールする」,「出資した資金により千代地区内 (公民館・集会場等)に太陽

光発電パネルを設置し,日 に見える形で地球温暖化防止に取り組む姿勢を示す」,「現在 ,

森林が二酸化炭素を吸収することにより二酸化炭素を削減していこうとする取組がさ

れようとしている。千代地区が森林でも太陽光発電に於いても二酸化炭素削減に取 り組

むことを示し,森林整備の誘導にも結びつけていきたい」とい う3点が強調 された注5.

ここで,森林に関する活動 とは,「千代の山を守る会」の活動のことである。この活

動は,千代地区の基幹産業が農林業であることから,森林を活かしたグリーンツーリズ

ム体験プログラムの充実を図る目的で立ち上げられたところであった。

しかし,定例執行部会では出資是非について判断せず,2日 後の「千代地区まちづく

り委員会総会」で検討を行 うこととなつた.執行部会ではほとんどが 60歳であり,「お

ひさま進歩とはなにぞや」という話になり,決められない雰囲気であったためであつた。

注4千
代地区にある「よこね田んぼ」は, 日本の棚田百選 (農林水産省構造改善局開発課主催)の一
つに指定された。地区が保全委員会を設置し,ボランティアを動員して,棚田を管理している.
注5■
代地区定例部会資料による.
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太陽光パネルの設置は千代地区内の 12地区毎に話合いをすることになつた注
6.

5月 定例執行部会では,各地区の検討状況が報告された。12地区中出資するという回

答は 5地区であつた。このため,同部会では,出資金額の減額を検討するとともに,再

度区常会で検討したらどうかという提案がなされた。こうして,6月 定例執行部会では,

温暖化防止おひさまファンドヘの出資は 200万円とすることが決定された.提案から 2

月という短期間であるが全世帯参加の濃密な議論を経た決定であった注
7.

② 鼎地区の場合

鼎地区は飯田市の中心市街地に隣接,飯田市ベッドタウンとして発展 し,旧飯田市に

合併する前は一番人口密度が高い町であつた。

鼎地区でおひさま進歩に出資した資金は千代地区とは異なる性質のものである。鼎地

区では,合併前の 1980年度から 1989年にかけて,基金を積み立て自主防災の費用に充

てていたが,基金運用の見直しを 2007年度に行 うこととした。地区毎に分散して,定

期預金にしていたため,ひ とつにまとめて利率が高い運用を行 うことが検討されたので

ある。

2008年 7月 に基金の新たな運用の研究を開始 し,おひさま進歩への出資を検討する

ことになった.区 4役会に提案し,原社長に説明にきてもらつた。やつてみようという

ことになり,定例区長会 (月 1回)に提案することとなった。11月 には区長会に事前

提案をし,12月 に出資決定となうた。

議論になつたのは,「損をしないかどうか」というリスクの問題である (当時の鼎地

区自治振興センター所長 )。 このため,当初 7,300万 円の基金のうち端数の 300万円の

投資を考えていたが, リスクを考えて,100万円となつた。鼎地区が投資を検討する際

には,既に千代地区が 200万円の出資を決定しており,それを上回る額を提案 したが ,

下回る額で落ち着いた。

おひさま進歩を投資先とする提案は,事務局であうた当時の鼎地区自治振興センター

所長による。同所長は,環境保全課に在籍したことがあり,ま た労組の役員として,環

境自治体会議に参加し,水俣,湯布院等を視察したことがあつた。自治振興センターが

EMS認証のサイ トとなったことにより,地域住民に環境配慮を広げる役割が期待され

注6千
代地区の執行部会は,12地区の区長 12名 とまちづくり委員会のメンバーで構成される.総会
は 70名位程度で構成される。区常地区は 12地区毎に全世帯が参カロする.こ のような全世帯が
参カロする区常会を毎月開催しているのは飯田市内 20地区でも千代地区だけである.

注72008年
4月 5月 は,春の祭 りが,12地区毎に実施される。当時の千代自治振興センター所長菅沼

氏は,所長として各地区の祭 りに出席した。「どこにいつても,一杯呑みながら,おひさま進歩ヘ
の出資のことが話題になった」という.
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た.こ の一環として,夏は打ち水大作戦,行事の際にはバスや電車の時刻を案内する等

のきめ細かい活動を行つた。センターの建物では,雨水タンクやペレットス トーブを設

置した。こうした環境 ISO活動の一環として,おひさま進歩への出資が実施 された。

③ 市民共同発電事業への出資が成された要因

2地区がおひさま進歩への出資に至った経過から,出資の決定要因として,発案者で

ある当時のセンター長と原社長と親 しい個人関係 ,新たな自治制度への移行に伴 う余剰

金の発生,短期間で出資の意思決定を行 うことができた地区のシステム等があげられる .

ただし,人的な関係だけで,出資が成立したわけでない.おひさま進歩への出資の正

当性が確保される,こ れまでの活動の積み重ねがあったことが大きい。

千代地区では,「単に運用益を求めるのではなく,二酸化炭素の削減による地球温暖

化防止プロジェク トに出資することで,千代地区の環境に対する姿勢をアピールする」

ことが出資の正当性として説明された。

鼎地区では環境 ISOの推進に伴い,ハー ド的な整備に留まらない,環境配慮活動の推

進が課題となっており,その一環として出資の正当性を位置づけられた。

つまり,単なる運用益の判断だけでなく,地球温暖化防止対策の支援につながる出資

を,地域の取組課題として共有できる土俵ができていたために出資が決定できたと解釈

することできる。

5.3.5 飯田市における地域環境力と環境イノベーションの普及との関係

第 1章の図 1-1で は,「地域環境力」が 「環境イノベーシヨン」の普及を支える基盤

となることを示した。この点について,5.2では「地域環境力」のうちの結合型社会関

係資本への接続度の強さが,環境配慮行動という「環境イノベーシヨン」の普及度 (実

施度)を規定していることをあきらかにした。つまり,結合型社会関係資本あるいは橋

渡し型社会関係資本との接続度の強弱といつた名義尺度により,環境配慮行動の実施度

スコアの t検定を行つた。この結果から,特に結合型社会関係資本の強弱により環境配

慮行動の実施度スコアに有意な差があることを確認 した。結合型社会関係資本への接続

度が高い住民は地区公民館活動等に活発に参加 している可能性があること,ま た地区公

民活動等で環境関連の活動が活発である可能性があることから,結合型社会関係資本ヘ

の接続度の高さと環境配慮行動の実施度との関係が解釈できると考えられた。

しかし,本節では,地区公民館活動において,環境をテーマにした活動はそれほど活

発ではないことが明らかになった。したがつて,結合型社会関係資本への接続度の高さ

が環境配慮度を規定する理由は,地区公民館活動等で環境をテーマにした地区レベルで
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の直接的な学習機会が多く,そ こに結合型社会関係資本への接続が強い層が参加してい

るということでは説明し難いと考えられる。

そこで考えられる理由として,2点をあげる。1つは,結合型社会関係資本に強く接

続する主体は,行政からの環境情報に接触する機会が多く,環境情報の入手が円滑にな

されていることである。例えば,地区公民館活動等に参加 していれば,その場を介して ,

行政情報に触れる機会も多いであろう。もう 1つは,結合型社会関係資本に強く接続す

る主体は,それだけ他者の目を気にする,あるいは社会的責任意識が高いということで

ある。そもそも世帯の代表として地区活動に参加するわけであり,ま た地区活動におい

ても責任を持つ機会も多いと考えられる。

本節では,環境活動・施策を支える基盤として,「地域環境力」の定義を設定したが ,

住民と地縁型組織 との関係性においては,環境をテーマとしない関係性であっても,環

境活動・施策の基盤となっている可能性があると考えられる .

今後は,環境をテーマにした活動を導入しなくてもよいというわけではなく,地縁型

組織の活動に環境というテーマを積極的に導入 し,弱体化する可能性がある地縁型組織

の梃入れとしていくことも有効であると考えられる。

5.3.6 分析結果のまとめ

本節では,5.2で示した住民アンケー トの分析を踏まえ,行政や NPO,企業等の主要
アクターヘのヒアリング調査や地区公民館主事アンケー ト調査,市民共同発電事業に出

資した 2地区へのヒアリング調査を行い,総合的な分析を行った。この結果,次のこと

が明らかになった。

(1)飯田市の環境面の活動では,行政を中心として,対住民,対企業,対市民活動団体 ,

対地縁型組織の関係性が形成 されている.こ の点での飯田市の「地域環境力」は,

他地域に比べて相対的に強いと考えられる。これに対して,飯田市の地縁型組織 ,

企業,市民活動団体の 3者の相互関係は,現状では相対的に弱い傾向にある。この

点は,飯田市でなくとも他地域でも同様である可能性があるが,飯 田市では地区公

民館 という地縁型組織の活動が歴史的に積み重ねられてきており,企業や市民活動

との連携において他地域にないような新たな展開が見られると考えられた。しかし,

飯田市においてさえ,地縁型組織,企業,市民活動団体の 3者の相互関係は限定的

に形成されているに過ぎない。

(2)飯田市では地区公民館における実践型の学習活動が活発に継続されてきた。しかし,

地区公民館活動記録や主事アンケー ト結果等をみる限り, 自然保護等の身近な環境
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保全に係る活動は見られるが,環境モデル都市の取組テーマである地球温暖化に係

る活動は 2005年以降に増加する傾向があるものの,本格的な取組ではなく,離陸段

階である。

(3)一方,おひさま進歩への 2地区による出資は,地球温暖化を地域課題 とする土俵が

できていなければ,運用益や個人的なつながりだけでは成されなかった.こ の地区

レベルの意思決定では,環境をテーマにした地域活性化の経験,環境 ISoの地区レ

ベルヘの導入とい うこれまでの積み重ねが,地球温暖化への取組の正当性を確保さ

せ,地球温暖化への貢献を意志決定の判断基準の 1つにさせたと考えられる。

(4)地縁型組織 と市民活動団体との関係が弱い中で,新たな動きとして特筆されるのは

市民共同発電事業を担 うおひさま進歩の活動である.市内各地区の公共施設や保育

園の屋根の上に太陽光発電を設置し,環境教育活動を実施してきたおひさま進歩は,

地縁型組織と太陽光発電とい う新技術,あ るいはその導入の背景にある地球温暖化

問題等を結びつける大きな存在となっている。

5.4 要約

(1)飯田市では,異なる環境施策が異なる住民に異なる影響を与えている

5.1節では,市民共同発電 (おひさま進歩)も含めて,特に飯田市の 3つの環境施策

等に注目した。飯田市環境基本計画の影響を受けた市民は,特に環境配慮行動の実施度

を高めている.地域ぐるみ環境 ISO等は 20歳代にも影響を与えていることが特徴であ

り,地球温暖化防止の行動意図の形成に結びついている。おひさま進歩は総じて多くの

世代に影響を与えているが,特に 20歳代に影響を与えていないことが特徴である。お

さひま進歩の影響は環境配慮行動の実施度よりも,住宅用太陽光発電の設置意向,市民

共同発電への出資意向に結びついている .

すなわち,飯田市では,特性の異なる環境施策等が,実施主体を変えて導入され,異

なる対象に訴求し,各活動内容に応じて,環境配慮意識・行動の形成や意図に結びつい

ていると考えられる.3つの環境施策等に差異があり,対象や影響を補完 しあう関係に

あるとみることができる。

さらに 5.1節の分析では,飯田市における環境配慮行動の実施度の高さは,結合的社

会関係資本への接続度の高さに規定されていることを明らかにした。

(2)飯田市では,環境関連の地区公民館活動が活発に行われているわけではない

5.2節では,飯田市の環境面の活動では,行政を中心として,対住民,対企業:対市

-125¨



民活動団体,対地縁型組織の関係性が形成されているが,飯田市の地縁型組織,企業 ,

市民活動団体の 3者の相互関係は,現状では相対的に弱い傾向にあることを確認した。

また,飯田市では地区公民館における実践型の学習活動が活発に継続 されてきたが .

環境モデル都市の取組テーマである地球温暖化に係る活動は 2005年以降に増加する傾

向があるものの,本格的な取組ではなく,離陸段階であることが確認できた。

したがつて,5。 1節で示された結合型社会関係資本への接続度の高さが環境配慮度を

規定する理由は,地区公民館活動等で環境をテーマにした地区レベルでの直接的な学習

機会が多く,そ こに結合型社会関係資本への接続が強い層が参加 しているということで

は説明し難い。そこで,結合型社会関係資本に強く接続する主体は,行政からの環境情

報に接触する機会が多く,環境情報の入手が円滑になされていること,ま た他者の目を

気にする,あ るいは社会的責任意識が高いこと等の理由が考えられた。

一方,地縁型組織と市民活動団体との関係が弱い中で,おひさま進歩は,地縁型組織

と太陽光発電とい う新技術,あるいはその導入の背景にある地球温暖化問題等を結びつ

ける大きな存在となつている。
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第 6章 総括ならびに結論

本章では,第 5章までの結果をもとに,「環境イノベーシヨンの普及と地域環境力の

形成」の相互作用という視点で総合的に整理する。具体的には,第 3章 と第 4章 より,

住宅用太陽光発電の普及と「地域環境力」の相互作用の構造を整理する (6.1節 ).

次いで,第 4章 と第 5章より,飯田市の環境施策等が「環境イノベーション」の普及

と「地域環境力」の形成に呆たしてきた成果を整理する (6.2節 ).

最期に,全ての成果をもとに,「環境イノベーションの普及と地域環境力の形成」の

相互作用を高める施策のあり方に関して得られた知見を整理し,考察する (6.3節 )。

6.1 住宅用太陽光発電の普及と地域環境力の形成の相互作用

(1)住宅用太陽光発電の普及要因としての地域環境カ

本研究では,「地域環境力」を「環境問題の解決に向けた,地域内の住民や事業者 ,

行政等の主体性と関係性に基づく潜在的能力」と定義した.つまり,「地域環境力」に

は主体性 (主体の意識)と 関係性 (=社会関係資本)の 2つの側面がある (1.1節 )。

住宅用太陽光発電の普及については,「地域環境力」のうち主体性が規定要因となっ

ていることが確認できた。例えば,全国WEBモ ニター調査では,住宅用太陽光発電の

設置意向が太陽光発電の「広義の便益性」 (地球温暖化問題解決への有効性や社会的期

待の認知,関連報道の活発さ,設置による電気代削減効果等)に よつて規定される結果

を得ている (3.2節 ).同 じ調査データを用いて,住宅用太陽光発電の設置意向を目的変

数とし,初期投資の負担額と売電収入額といつた経済的な設置条件 と太陽光発電の「広

義の便益性評価」及び「広義の負担容易性評価」といった認知を説明変数として,多重

ロジスティック回帰分析を行つた結果,設置意向は経済的な設置条件だけでなく,太陽

光発電の認知によつても規定されることを確認 した (3.2節 ).

また,長野県飯田市における住民アンケー ト調査 (2009年度実施)においても,住

宅用太陽光発電の設置意向は太陽光発電の評価により規定されている結果を得た (4.3

節).住宅用太陽光発電の設置意向が;温暖化問題やエネルギー問題に対する意識 と関

係することも確認できた (4.3節 ,4.4節 )注
1.

注1飯
田市は盆地に位置し,比較的日照時間が長く,太陽光利用に適した地域である。また,飯田市

行政担当者によれば,比較的農業が活発であり,農作業の後に温水がすぐに利用できることが喜ば

れて,太陽熱温水器の普及が進んでいたという。こうした太陽熱温水器の利用やそれが屋根に設置
された風景を見慣れた地域であったことが,太陽光発電の普及を促したと面もあると考えられる.
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「地域環境力」のうち関係性については,必ず しも住宅用太陽光発電の設置意向を規

定する要因になっていないという結果であつた。例えば,全国WEBモ ニター調査では ,
社会関係資本への接続度 と同設置意向の明確な関係は得られていない (3.2節).こ のこ

とは,2009年度及び 2012年度に実施した飯田市住民アンケー ト結果においても同様で

ある (4.4節 ,5.2節 ).

ただし,社会関係資本 (特に結合型社会関係資本)への接続度の強さは,住宅用太陽

光発電の設置意向を規定しないものの,環境配慮行動の実施度や市民共同発電への出資

意向を規定していることが確認された (5.2節 )。 この理由として 2つが考えられる。 1

つは,住宅用太陽光発電の設置は,住宅用太陽光発電の設置という経済的負担が大きな

イノベーションの場合は,社会関係資本への接続度の強さが設置を促 したとしても経済

的負担に打ち消されやすく,太陽光発電に直接関連する認知が行動を規定することにな

る。これに対して,日 常生活での環境配慮の場合には行動上の負担が相対的に大きくな

く,社会関係資本への接続度の強さが行動実施に結びつきやすいためと解釈することが

できる。もう 1つの解釈は,住宅用太陽光発電の設置意向は高年齢層で低く,比較的若

年層で高く,若年層の特性として社会関係資本への接続度が弱いということである。

これまでの住宅用太陽光発電に関する研究では,天野・寺田 (2003)1),松本 。近藤

(2009)2)の研究のように,住宅用太陽光発電の設置コス トや売電収入等の経済的要因

で設置意向等を説明する分析がなされてきた (2.3節).こ れらに対して,本研究では住

宅用太陽光発電の設置と「地域環境力」の関連を分析 し,住宅用太陽光発電という「環

境イノベーション」の普及のためには,設置補助金や固定価格買取制度等の経済的措置

ばかりでなく,「地域環境力」(う ち主体性=住民の意識)を高めることが有効であるこ

とを明らかにした点に成果がある.

(2)住宅用太陽光発電の普及による地域環境力の形成

住宅用太陽光発電の普及による「地域環境力」の形成については,外島。中島 (2004)
3),本
藤・馬場 (2007)4)ら の研究等において設置による省エネ意識の向上が分析されて

いることから,本研究では分析対象に設定しなかった。つまり,既往研究において,住

宅用太陽光発電の普及による「地域環境力」のうち主体性の向上は検証されている。こ

の意識変化は,住宅用太陽光発電の設置による太陽光発電に対する意識変化だけでなく,

省エネルギー意識の向上に係るものである。つまり,住宅用太陽光発電という「環境イ

ノベーション」の普及が,省エネルギー意識を変化させ,省エネルギー行動といった他

の「環境イノベーション」の普及を誘発する可能性を示唆している。

なお,本研究で実施した全国WEBモ ニター調査では,住宅用太陽光発電設置者 300
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名に対して,住宅用太陽光発電設置後の意識変化を質問した。この結果では,「住宅用

太陽光発電の設置前後で,地球温暖化への意識が高まった」 (「大変そうである」と「あ

る程度はそ うである」とする回答をあわせて 75.7%),「省エネ意識が高まった」 (同

85.7%)であつた。このことも住宅用太陽光発電の設置が主体性を高めることを裏付け

ている。

6.2 飯田市の環境施策等による環境イノベーションの普及と
地域環境力の形成

(1)飯田市における環境配慮行動の普及要因としての地域環境カ

長野県飯田市についての分析では,飯田市住民は他地域以上に高年齢層の環境配慮行

動の実施度が高い傾向にあること (5.2節 ),こ の理由は,飯田市の高年齢層は,飯田市

で実施されてきた環境施策等の影響をより強く受けているとともに,ま た結合型社会関

係資資本に強く接続 しているためであることを明らかにした (5.2節 ).

そして,地区公民館活動において,環境をテーマにした活動はそれほど活発ではない

ことが明らかになった (5.3節 )。 結合型社会関係資本への接続度の高さが環境配慮度を

規定する理由は,地区公民館活動等で環境をテーマにした地区レベルでの直接的な学習

機会が多く,そ こに結合型社会関係資本への接続が強い層が参加 しているためではなく,

結合型社会関係資本人の接続による行政からの環境情報に接触する機会の多さ,結合型

社会関係資本に強く接続する主体の社会的責任意識の高さ等に規定されている可能性

が示唆された (5.3節 ).

うまり,飯田市住民における環境配慮行動全般は,「地域環境力」のうちの関係性が

規定要因となつていることが確認できた.ただし,環境をテーマとしなく関係性であっ

ても,環境配慮行動を規定する要因となっている可能性がある注2.

第 5章では明示 していないが,飯田市住民における環境配慮意識は高年齢層で高いこ

と,環境配慮意識と環境配慮行動の実施度の相関関係は高い。このため,住宅用太陽光

発電の普及であつても,環境配慮行動全般であつても,「地域環境力」のうち主体性が

普及の規定要因となっている.しかし,「地域環境力」のうち関係性は,住宅用太陽光

発電の普及では規定要因ではなく,環境配慮行動の普及では特に結合型社会関係資本に

注2飯
田市は大都市と比較すると,匿名性が高い地域ではなく,近隣との顔が見える関係を維持して
いる地域である,こ うした地域特性が本研究の結果に表れていると考えられ,大都市圏の地域にお
いても飯田市と同様の結果が得られるとは限らないことに留意する必要がある.
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おいて規定要因となっている。このことは,「環境イノベーション」の種類・特性によ

って,普及の規定要因が異なることを示している。例えば,住宅用太陽光発電の設置が

個人的な費用負担が大きいものであり,社会的要因よりも個人的要因に強く規定されて

いると考えられる。

2.3節に示した福島 0松本 (2007)',片野 (2010)の:鵜飼 (2010)つ等の既往研究

においても,「地域環境力」のうちの関係性 (社会関係資本)力 環`境配慮行動等を規定

することが示されている.本研究では,飯田市住民において,環境配慮行動の実施度を

「地域環境力」のうちの関係性が規定することを明らかにして,既往研究の成果を追証

したとともに,なぜ「地域環境力」のうちの関係性 (社会関係資本)が環境配慮行動の

実施度を規定するのかについて,地区の活動実態にも踏み込んで分析した。「結合型社

会関係資本への接続による行政からの環境情報に接触する機会の多さ,結合型社会関係

資本に強く接続する主体の社会的責任意識の高さによつて環境配慮行動の実施度が規

定される」という考察は推論の域にある。しかし,「地域環境力」のうちの関係性 (社

会関係資本)の強さが,環境配慮行動の実施度を規定するが,住宅用太陽光発電の設置

は規定しないという結果も得られたことも新たな知見であり,本研究がこの影響構造の

解明を一歩,前進させることができた。

(2)環境施策等による地域環境力の形成

① 市民共同発電事業による地域環境力の形成

飯田市の市民共同発電事業は,20歳代を除き,男女を問わずに幅広い年代の世代に

認知され,影響を与えていることが確認できた (4.3節 )。 また,飯田市の市民共同発電

事業は,温暖化防止行動の共演性 (お もしろさや周囲の活発性)の認知を高め,ま た住

宅用太陽光発電の評価に関する認知を高めている (4.3節 ).

飯田市の市民共同発電事業は,国内最大規模で飯田市内 162ヶ 所の公共施設等の屋根

に市民出資により太陽光発電の設置している.同事業は,太陽光発電を公共施設に率先

的に設置することによるデモンス トレーション効果を狙いとするとともに,太陽光発電

を設置した保育園等での環境教育にも力を入れている。その成果が住民アンケー ト結果

に表れている。

② 環境施策等による地域環境力の形成

飯田市民の 4割強が,「市民共同発電 (おひさま進歩)」 ,「地域ぐるみ環境 ISO。 南信

州いいむす 21」 ,「飯田市環境基本計画」のいずれかの影響を受けている (5.2節 )。 こ

れらの環境施策等の影響有無と環境配慮行動の実施度や地球温暖化の解決意図,行動意

図,住宅用太陽光発電の設置意向等との規定関係は,3つの環境施策等によつて異なる
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(5.2節 ).飯田市環境基本計画の影響を受けた市民は,特に環境配慮行動の実施度を高

めている。地域ぐるみ環境 ISO等は 20歳代にも影響を与えていることが特徴であり,

地球温暖化防止の行動意図の形成に結びついている.市民共同発電事業は総じて多くの

世代に影響を与えているが,特に 20歳代に影響を与えていないことが特徴である。

環境施策等の実施主体でみると,飯田市環境基本計画は行政主導で市民参加を促した

ものであり,地域ぐるみ環境 ISO等は企業主導のネットワーク,おひさま進歩は NPO

あるいはコミュニティ・ビジネスという形態での事業である。すなわち,飯 田市では,

特性の異なる環境施策等が,実施主体を変えて導入され,異なる対象に訴求し,各活動

内容に応じて,環境配慮意識・行動の形成や意図に結びついている.

1.4節に示したように,地域という空間単位で,10～ 20年スパンの時間軸において,

環境施策等と「環境イノベーシヨン」の普及と「地域環境力」の形成の関係を分析 した

点で,本研究は独自である.飯田市という特定地域でのミクロな研究ではあるが,時間

軸を長くとり,住民意識 。行動の側から定量的に分析した本研究の方法が他地域におい

ても実施されることが期待される.

6.3 環境イノベーションの普及と地域環境力の相互作用
を高める施策のあり方

(1)『住宅用太陽光発電の普及と地域環境力の形成」の相互作用を高める施策

地方自治体における設置補助金は,住宅用太陽光発電の設置意向を高める効果 (「経

済的支援」効果)が ある。しかし,3.3節 では,全国 WEBモニター調査により地方自治

体の設置補助金に対して ,「補助金があることを知らない」とする回答が 5割弱もあり,

住民の認知率が低いこと,「地域行政が実施している施策・普及啓発」を太陽光発電の

情報源 とする回答は 1割未満と太陽光発電の情報源としての役割を地方自治体が十分

に果たしていないことを確認した。このことを考えると,地方自治体はさらに普及啓発

に力を入れる必要がある。

また,住宅用太陽光発電の設置意向を目的変数として多重ロジスティック回帰分析を

行つた結果,住宅用太陽光発電の設置意向は設置補助金等による経済的な設置条件の改

善だけでなく,太陽光発電の認知によつても規定されることが明らかになつた (3.3節 ).

このため,経済的手法だけで頼らずに,太陽光発電の便益や費用に関する認知を高める

ように地域での普及施策を行 う必要がある。

また,本研究では,需要供給曲線を用いて分析した結果,補助金予算の制約での最大

効果,あ るいは費用対効果を考えると,補助単価を可能な限りに小さくして,多 くの住
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民に補助金を提供した方がよいという結果を得た (3.3節 と 3.4節 )。 多くの住民に補

助金を提供することは,設置補助を通じて,地方自治体が多くの住民とつながることを

意味する。その関係を活かした波及的な展開にも期待することができる。例えば,住宅

用太陽光発電の設置者が温暖化やエネルギーに対する意識が高いことがわかっており

(3.2節 ),設置者をネットワーク化し,さ らに省エネルギー行動や普及指導員的な働

きをしてもらう施策を展開することが考えられる。

既に,補助を受けて住宅用太陽光発電を設置した住民が発電量や電力消費量を市町村

に報告する等,補助を契機にして「地域環境力」を高めるような工夫をしている地域も

あり (3.3節 ),そ うした施策を積極的に展開していく必要がある。

以上,住宅用太陽光発電に対する設置補助金の単価設定について,理論的な研究を行

つた既往研究はなく,本研究の独創的な成果である注3.

(2)長期的な地域づくりにおける地域環境力の形成

飯田市の分析から明らかになったように,訴求対象や活動内容を変えた環境施策等を

地域で積み重ねることで,「地域環境力」の拡張や強化を図ることができる (5.2節 ).

そして,高まった「地域環境力」を基盤にして,さ らに別の「環境イノベーション」の

普及を進めることができる。こうした相互作用のダイナミズムを形成する長期的な地域

づくりを意図的に展開する地域環境施策が必要である.

環境先進都市として屈指の飯田市でさえ,環境施策等に取り組んできたのは 1990年

代半ばからであり,他地域でも長期的に取り組めば,「環境イノベーションの普及と地

域環境力」の相互作用を積み重ねていくことが可能である。また,飯田市のような先進

例もあり,本研究の成果も活用することで,他地域での取組は効果的かつ効率的に実施

することができる。

なお,飯田市についていえば,環境関連で取組を行っている企業や市民活動団体と長

年,積み重ねられてきた地区公民館活動の接続が十分でないことは,飯田市の環境政策

あるいは地域づくりの今後の課題である.環境活動・施策に係る地縁組織,企業,市民

活動団体の 3者の相互関係を高めるような仕掛けを行う余地があり,これにより,「地

域環境力」をさらに高め,高まった「地域環境力」が環境活動・施策をさらに促進する

というような正のスパイラルが形成できる可能性がある。

注3本
研究では地域住民の身近なところにいる地方自治体が設置補助金と地域環境力 (住民の主体性
や関係性)を高める施策を組み合わせて実施することが必要ではないかという視点から分析を行っ
た。一方,国の設置補助金あるいは固定価格買取制度,あるいは民間事業者等と行政が連携して実
施している住宅用太陽光発電への融資や設備のリース等の施策についても,主体性や関係性を高め
るという観点から,施策や事業のあり方を検討することも必要である.
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しかし,飯 田市のこれまでの施策では,公民館主事アンケー トの結果に見られるよう

に,環境関連の活動を行 うに当たり,市民活動団体等との連携を強めたいとする意向は

あるものの,相互関係を強めるような工夫は十分に行われていない .

今後は,公民館活動において,地球温暖化等をテーマにした学習会やワークショップ

を,地域の企業や市民活動団体と連携して実施することが考えられる.重要な点は,地

球温暖化というグローバルな問題への取組を導入するうえで,それと地域の従来の活動

目的との整合性や両立性を高めるような方向性を住民に示すことである.環境をテーマ

にした地域活性化,環境 ISO等により正当性を確保 した 2地区の市民共同発電への出資

が,こ の点の重要性を示唆する .

また,飯田市では,おひさま進歩が担ってきた太陽光発電に対する市民共同発電事業

をさらに拡張し,小水力発電,バイオマス発電についても出資者を募 り,再生可能エネ

ルギーの普及を図ろうとする取 り組みも検討されている。再生可能エネルギーを普及さ

せつつ,出資者や設置者を巻き込み ,「地域環境力」を高めるような工夫を行 うことで ,

4.3節で示されたようなおひさま進歩の「地域環境力」への影響は,ま すます波及性を

高めると考えられる。

(3)飯田市でのスタディの意義と課題

本研究で飯田市を取 り上げたことの意義と課題について,整理 しておく。「環境イノ
ベーションの普及と地域環境力の形成」の相互作用のダイナミズムを全体的に捉えるた

めには,特定地域で掘 り下げた研究を行 う必要があり,本研究では全国屈指の環境先進

地と自他ともに認める長野県飯田市をフィール ドとした調査を行った.飯田市という先

進地であるからこそ,「環境イノベーション」と「地域環境力」,さ らには地域施策の関

係を掘 り下げた分析ができたわけである。飯田市の分析で示された環境施策の長期的な

積み重ねによる「地域環境力」の形成効果は,今後,飯田市を追随するような市町村に

とつて有意義な知見である.

地球温暖化対策や再生可能エネルギー,省エネルギーに係る取組は,東北大震災や原

発事故の経験を経て,加速度的に増加するものと考えられる。そうした際,「地域環境

力」の向上,地縁型組織と市民活動団体との接続等は,他地域においても配慮していく

べき課題 となる.と りわけ,大規模な再生可能エネルギーの設置等が進められるなか ,

飯田市のおひさま進歩がやっているような環境学習や地縁型組織 とつながる活動が参

考になる。

それでも,飯田市の取組は特殊解であり,他地域の参考にならない点もあると指摘す

る向きもあるだろう。これに対 しては,飯 田市以外の他の地域でも同様の分析を深め,
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大都市圏のように結合型社会関係資本が強い地域と農山村地域のように結合型社会関

係資本が弱い地域を比較する等,地域特性による「環境イノベーションの普及と地域環

境力の形成」の相互作用の相違を明らかにして,地域特性に応じた環境施策等の立案す

に資する研究をさらに進める必要がある注
4.

6.4 結

(1)結論

本研究では,「環境イノベーションの普及 と地域環境力の形成」の相互作用というこ

れまでにない視点に着目して,住宅用太陽光発電及び環境配慮行動という環境イノベー

ションをとりあげ,全国及び長野県飯田市での意識調査等を行い,相互作用を分析する

基礎的データを得た.こ こで,「環境イノベーション」とは 「環境に配慮した意識や行

動,製品・機器等の総称」である。「地域環境力」とは「環境問題の解決に向けた,地

域内の住民や事業者,行政等の主体性 と関係性に基づく潜在的能力」である。「地域環

境力」には主体性 (主体の意識)と 関係性 (=社会関係資本)の 2つの側面がある。

本研究での ふヽ の結果 ,「環境イノベーションの普及と地域環境力の形成」の相互作

用のうちの限定された側面であるが,「地域環境力のうちの主体性」は住宅用太陽光発

電の設置意向を高める要因であること,「地域環境力のうちの関係性」が環境配慮行動

の実施を規定することを明らかにした。「地域環境力」という概念を具体的な変数 とし

て捉え,それと「環境イノベーション」の普及との関係を明らかにしたことは本研究独

自の成果である。加えて,「地域環境力のうちの関係性」は住宅用太陽光発電の設置意

向を規定しないというように,「環境イノベーシヨン」の普及と「地域環境力 (主体性

あるいは関係性 )」 の規定構造は,「環境イノベーション」のタイプによつて異なること

注4本
研究では,飯田市という特定の地域において,環境施策の影響有無あるいは社会関係資本への
接続の強弱が異なる住民を比較することにより,環境施策の影響や社会関係資本への接続度の違い

と住民の意識 。行動との関係を分析した。このような分析は有意義であるが,飯田市のような環境
施策が活発な地域,あ るいは社会関係資本が強い地域においてのみ有効である。なぜなら,環境施
策が活発でない地域,あ るいは社会関係資本が弱い地域においては,環境施策の影響有無あるいは
社会関係資本への接続の強弱がなく,それらによる意識・行動等の差異を分析することが困難であ
るためである。しかし,この点に分析上の限界もある。例えば,環境施策が活発でない地域の住民
が,環境施策が活発な地域でその影響を受けていない住民と同じような傾向を示すとは限らない .

環境施策の活発度が異なる複数の地域で比較する分析についても別途,実施する必要がある.

また,本研究の分析で扱つた「地域環境力」に係る状態変数は,地域を構成する各主体の個々の
意識であり,社会関係資本への個々の接続である。そして,「地域環境力」を構成する各主体の状
態変数と各主体における環境イノベーションの採用との関係を分析している。つまり,地域全体の
「地域環境力」の状況と地域全体での環境イノベーションの普及との関係を分析したものではない

こと留意する必要がある.
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を明らかにした .

また,飯田市の分析では,地域の環境施策においては,市民共同発電事業のような環

境施策等の積み重ねが 「地域環境力 (主体性 )」 を高めるという仮説を設定し,住民意

識において仮説の正 しさを検証 した。一方,環境先進都市である飯田市においてすら,

「環境イノベーションの普及と地域環境力の形成」の相互作用を高めることを意図する

地域の環境施策が不十分な面があり,環境イノベーシヨンの設置者のネットワーク化や

地縁型組織と環境 NPOの連携等を実現していく余地があることを明らかにした。

(2)今後の研究課題

本研究では,住宅用太陽光発電というどちらかとい うとラジカルなイノベーションと

環境配慮行動というインクリメンタルなイノベーシヨンに着 目して,「地域環境力」と

の相互作用に着 日した分析を行つた。今後の研究課題 として,太陽熱利用,電気自動車 ,

環境配慮住宅,木材 (国産材利用),カ ーボンオフセット等,他の「環境イノベーショ

ン」についても研究を進めることが考えらえる。

今後の研究課題として,飯田市における今後展開されるであろう新たな施策の効果や

「地域環境力」の変化,さ らに「地域環境力」を中心とした相互作用のダイナミズムを

計測する研究を継続 しつつ,飯田市以外の地域との比較研究を実施することがあげられ

る。
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参考資料 分析に用いたアンケー ト調査票





対

時

全国 WEBモニターアンケート調査
象 :WEBモニターに登録している 30代～50代の男女、
持ち家 (一軒家)在住かつ家計決定権のある者に限定

期 :2010年 10月 15日 (金)～ 2010年 10月 20日 (水)

間3.あなたの地球温暖1しに関する考え方や行動に影響を与えた体験や出来事は何ですが。あ
てはまる番号を3つまで選んでOEIlをつけてください。

家族、友人や知人、近隣の人 との会話や働きかけ
地域の自治会・町内会、公民館等における地球温暖化関連の活動
NPO・ 市民活動団体による地球温暖化関連の活動
地域行政における地球温暖化関連の計画づくり・ ワークシ ョップヘの参加

地域行政による地球温暖化関連の普及活動、イベン ト等

国による地球温暖化関連の普及啓発 (チームマイナス 6%運動、チャレンジ 25等 )
職場での地球温暖化関連の研修・講義、仕事上の取引・体験
地球温暖化関連の企業の広告 。広報等
地球温暖化関連の書籍

新聞・雑誌の地球温暖化関連の記事・特集
11 テレビ 。ラジオでの地球温暖化関連のニュースや特集等
12 地球温暖化関連のインターネ ット上の掲示板やブログ、コミュニティ等
13 その他 (具体的に                          )
14 特に影響を与えた体験や出来事はない

ついて、どのように考えていますか。次のア～ソの項目につい

I.地球温暖1しについての考え方や取組みについて、おたずねします。

間2.あなたは、以下にあげるような地球温暖イヒに配慮した行動をどの程度、行つていますか。
ア～スの各々について、あなたの行動に最も近いところにO印をつけてください (0印は
各尺1つだけ)。

間3付間。(間 3で 13以外にOをつけた場合)あなたの地球温暖1じに関する考え方や行
動に影響を写えた体験や出来事について、できるだけ具体的に説明してください (2
00字以内)。

■.太陽光発電等について、あなたの意識、行動の実態をおたすねします。

間4.あなたは、太陽光発電について、どのように考えていますか。次のア～サの項目につい
て、あてはまる番号に、各々1つだけ0印をつけてください。

間5。 あなたは、国や都道府県・市区町村における太陽光発電の設置に係る支援施策について、
どの程度ご存知ですか。次のア～工の支援施策の認知度について、あてはまる番号に1つ
だけ0印をつけてください。

崚協
2 どち
らかとい
うとそう

3 どち
らともい
えない

4 どち
らかとそ
うで な

5 そう
ではな

ア 地球温暖化が進行 しており、危機
1 2 3 5

イ 地球温暖化の原因は、私たちの暮
らしにあり、その改善が必要である

1 2 3 4

ウ 地球温暖化対策をとることは、次世
1 2 3 4

工 自らの行動が地球温暖化問題の

解決につながる
1 2 3 4

オ 地球温暖化防止行動は、手間が

かからない・実施は容易である
1 2 3 4 5

力 地球温 暖化防止行動 は、お金が

かからない・家計の負担とならない
1 2 3 5

キ 地球温 暖化防止行動 は、家計の

出書を加えるこどこつながる
2 3 5

ク 地球温暖化防止行動は、おもしろ

くてやりがいがある
2 3 5

庵で多 仝 な生活 にっ か務
1 2 3 4 5

コ 地球温暖化防止行動に関して、地

域の行政施策や市民活動等が活発
である

1 2 3 4

サ 地球温暖化防止行動に関して、家
族や知人・友人が熱心である

2 3 4 5

シ 地球温暖化防止行動 に関して、勤

務先の活動が熱心である
2 3 4 5

ス 地球温暖化行動の実施が期待さ
1 2 3 4

セ 地 球温 暖化 問題 を解決しなけれ
1 2 3 4

ソ地球温暖化防止行動を実施しようと

心がけている 1 3 4 5

厳
あ
１

で

2 どち
らかとい
うとそう
である

3 どち
らともい
えない

4 どち
らかとそ
うでない

5 そ,
で はな

ア 太陽光発電を導入することで、地

球温暖化等の問題解決に貢献で
妻ス )老 ,rぃ ス .咸 l゛て し、ス

1 2 3 4 5

イ 太陽光発電の設置や維持は容

易であると考えている・感じている 1 2 3 4 5

ウ 太陽光発電の性能や耐久性 は

信頼できると考えている・感じてい 1 2 3 5

工 太陽光発電の設置コスト
'ま

負担
できる範囲であると考えている・感
じている

1 2 3 4 5

オ 太陽光発電の設直により、電気

代を安くすることができると考えて
いる。威じている

2 3 5

力 太陽光発電に関するテレビや新
聞等の報道やニュース、雑誌の記

事が多くなつていると考えている・

感じている

2 3 5

キ 太陽光発電に関して、家族や友

人・知人と話すことが増 えていると

考えている・感じている

1 2 3 5

ク 太陽光発電の導入を支援する、

国の施策が活発であると考えてい 2 3

の行政やNPO、 地区活動が活発
であると考えている・感じている

1 2 3

コ 太 陽 九 策 竜 饗 人 す 0人 か 増 え
ていると考えている・感じている 2 3

サ 太陽光発電の設置が社会的に

期待されていると考えている・感じ

ている

1 2 3

つも行

2  だ
いたい

行つて

3 と
きどき

行つて

4 あ
まり行

5 全
く行つ

てない

6 当
てはま

らない

ァ 日常生活において節電に発めて
レヽる 1 2 4 5

イ 冷や しすぎない冷房温度、暖め
すぎない暖房温度の設定に努 め 2 5

ワ クール ビスや フオームビスな
ど、服装に気をつけて、温暖化防
止に貢献 している

1 2 3 4 5

工 日常生活においてできるだけご

みを出さないようにしている 2 5

オ 日常生活において節水に努めて
いる 1 2 3 4 5

力 生産段階で二酸化炭素ワF出量の

少ない商品、地産地消の商品等 を

憾牛的に購入 している

1 2 3 4 5

キ 買物の際は、マイバ ックを持参
して、レジ袋を断るようにしてい 1 2 3 4 5

ク 移動の際はバスや鉄遭等の公共

交通や 自転車等 をできるだけ利

用 している

1 2 4 5

ケ 運転の際には、不必要なアイ ド
リングや空ぶかし、急発進はしな
い (自 動車を運転 しない場合は
「
^1 )r∩
ヽ

1 2 4 5

コ 地域の省エネルギー活動 (省エ
ネイベン ト等)に参カロしている 2 5

サ 地球温暖化に関連する講座や研

修、学習会等に参カロし、学習 して

レヽる

1 2 4 5

シ 地球温暖化に関連する地域の目

治会活動、NPO活 動等の企画・
薇営にぶカロしている

1 2 5

ス 地球温暖化に関 して、家族、友
人や知人、近隣の人 と話 しをする

ようにしている

2 5

1 内容
をよく知
っている

をある程
度知 つ
ている

ことが知
つている
が、内容
は 知 ら
,をい

4 知ら
ない

当
施

な

該
る

は

，
す

策

い

ア 国が実施している住宅用太陽

光発電の設置に対する補助金制

度
3 4

イ 国が電力会社に義務付けて実
施している住宅用太陽光発電に

よつて発電された電力の買取制
1 3 4

ウ 居住している郡道府県が実施し
ている住宅用太陽光発電に関す
る補助金制度

1 4 5

工 居住している市区町村が実施
している住宅用太陽光発電に関

する補助金制度
1 3 4 5
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家族、友人や知人、近隣の人との会話
地域の自治会・町内会、公民館等における太陽光発電関連の活動
NPO・ 市民活動団体による太陽光発電関連の活動
地域行政が実施している太陽光発電に関する施策・普及活動
国が実施している太陽光発電の設置に関する施策・普及活動
職場での太陽光発電関連の研修・講義、仕事上の取引・体験
太陽光発電関連の企業の広告・広報等
太陽光発電関連の書籍
新聞・雑誌の太陽光発電関連の記事・特集
10 テ レビ・ ラジオでの太陽光発電関連のニュースや特集等
11 太陽光発電関連のインターネ ット上の掲示板やプログ、コミュニティ等
12 その他 (具体的に                              )
13 特に情報を入手 していない

間6。 あなたの太陽光発電に関する情報の入手先を教えてください。あてはまる番号にいくつ
てもO印を付けてください

間7。 あなたのお住まいでは、現在、太陽光発電を設置していますか。あてはまる番号に1つ
だけ003をつけてください。

間7付間8.太陽光発電の設置を検討する際に、障害。課題となつたことは何ですか。あ
てはまる番号にいくつてもO印を付けてください。

1 太陽光発電の設置効果・必要性のわかりにくさ
2 太陽光発電の設置費用の捻出方法
3 日当た りなど気候条件の悪 さ
4 屋根の形状や築年数など、住宅構造上の問題
5 太陽光発電に関する補助金制度のわかりにくさ・利用しにくさ
6 太陽光発電の設置に対する家族等の反対・理解不足
7 太陽光発電を設置 している近隣住民の少なさ (近隣で日立つこと)
8 その他 (具体的に :                           )
9 障害になつたことは特にない

間7付間9。 前間で選択肢9以外にO印を付けた方にお伺いします。太陽光発電の設置を
検討する際の障害・課題を解決するうえで役にたつた相談窓口や情報源は何ですか。あ
てはまる番号に堕くつてもO印を付けてください。

国の担当機関の相談窓ロ

地方自治体の担当機関の相談窓ロ
ー般社団法人太陽光発電協会OPEAl太陽光発電消費者相談センター
WO・ 市民活動団体
メーカや販売代理店の相談窓口

電力会社・ メーカー・工務店

友人・知人 (既に太陽光発電を設置している人等 )
インターネット上の掲示板やブログ、コミュニティ等
その他 (具体的に :

役に立った相談窓口や情報源はない

1 設置 している
2 設置 していない

問 7付問 1へお進みください。

問 8へお進みください。

間7付間1.あなたがお住まいに設置してしヽる太陽光発電は、住宅の新築の際に設置した
ものですか、それとも既築住宅に後から設置したものですか。あてはまる番号に1つだ
け0印をつけてください。

間7付間2.あなたのお住まいで太陽光発電を設置したのはいつですか。西暦の数字でお
答えください。

住宅の新築の際に設置 した

既築住宅に設置 した
間7付間lQ太陽光発電を設置して、現在満足をしていますか。あてはまる番号に1つだ
け0印をつけてください。

西 暦

間7付間3。 あなたがお住まいに設置している太陽光発電の規模 (発電容量)を教えてく
ださい。発電容■
発電容量 kW

間7付間4.太陽光発電を設置する際の補助金等の利用状況を教えてください。あてはま
る番号にいくつてもOEllをつけてください。

1 国が実施している住宅用太陽光発電の設置に対する補助金制度を利用した
2 国が電力会社に義務付けて実施している住宅用太陽光発電によって発電された電力の
買取制度を利用したけJ用している)

3 居住している都道府県が実施している住宅用太陽光発電に関する補助金制度を利用した
4 居住している市区町村が実施している住宅用太陽光発電に関する補助金制度を利用した
5 どの助成制度も利用 していない・ 自己資金だけで設置 し、運用 している
0 その他 (具合的に                            )

間7付間 11.太陽光発電の設置後に、設置前と比較して、
ことがありますか。次のア～キの各々の項目について、
をつけてください。

年

あなたの意識や行動で変fじした
あてはまる番号に1つだけQ里

円
　
　
円
　
　
円

万
　
　
万
　
　
万

→間7の付間を回答したら、間11へお進みください。

間8。 今までに太隔光発電設置を検討したことはありますか。あてはまる番号に1つだけ0印
をつけてください。

問 8付問 1へお進みください。

問 9へお進みください。

間8付間1.太陽光発電の設置を検討する際、どのような方法で検討をしましたか。あて
はまる琶号にいくつても0印を付けてください。

1 国の担当機関に問い合わせた・関連サイ トから情報を収集 した
2 地方 自治体の担当機関の相談窓口に問い合わせた 。関連サイ トから情報を収集 した
3 太陽光発電協会OPED太 陽光発電消費者相談センターに問い合わせた 。関連サイ トか
ら情報を収集 した
4 NPO・ 市民活動団体に問い合わせた・関連サイ トから情報を収集 した
5 メーカや販売代理店に相談 した・カタログや関連サイ トから太陽光発電に関する情報
を収集 した
6 既に太陽光発電を設置 している知人に話を聞いた 。相談 した
7 電力会社に問い合わせた 。関連サイ トから情報を収集 した
8 インターネ ット上の掲示板やプログ、コミュニティ、メールマガジン等で調べた
9 展示場や販売代理店などに足を運んだ
10 メーカごとに発電機器の性能を比較 した
11 費用の回収期間や発電量などを自分で計算 した
12 設置業者や販売代理店に設置可能の可否調査や、費用の見積 りを依頼 した
13 その他 (具体的に                            )
14 特になにもしていない 。なんとなく太陽光発電の設置を考えていた

1 思つた以上の効果があり、満足 している
(→思つた以上に満足な理由
2 思つた通 りの効果があり、満足 している
3 あまり満足 していない
(→不満な理由
4 満足 していない 。不満である
(→不満な理由
5 わからない

)

)

)

変
ぁ
大

で

Ｌ

そ

る

2 ある
程度 は
そうであ

3そうで
はない
4 わか
らない

防止への意識が高まった 3

イ 太陽光発電の設置前後で、省エネ意識

が高まつた 1 3

ウ 太陽光発電の設置前後で、スの電気消

費量が減少した 1 3

工 太陽光発電の設置 Hl後で、家族と太陽

光発電や省エネ、地球温暖化のことを話

すことが多くなつた
1 3

オ 太陽光発 電の設置前後で、近隣の人と

太陽光発電や省エネ、地球温暖化のこと

を話すことが多くなった

1 3

力 太陽光発電の設置前後で、職場の同僚

や友人、知人と太陽光発電や省エネ、地
球温暖化のことを話すことが多くなった

1 3

キ 太陽光発電の設置をきつかけに、新た

な友人や知人ができた 1 3

間7付間 5。 あなたがお住まいに設置している太陽光発電の設置費用を教えてください。
設置総額とそのうちの自己負担分と補助金の利用額をおよその数字でお答えください。

設置総額

うち自己負担額

うち補助金利用額

間7付間6.太陽光発電を設置した目的は何ですか。あてはまる番号にいくつても0印を
つけてください。

自分が利用する電気は自分で発電したかつた、エネルギーの自給に関心があったから

売電収入を得たかつた 。光熱費を安くしたから
地球温暖化防止の解決に貢献したかったから
エネルギーの枯渇問題の解決に貢献したかったから

災害時に電気の送電が止まった場合の非常用電源 として利用できるから
新 しいことなのでやってみたかつたから

社会的に認められるから・他の人に自慢できるから
その他 (具体的に                             )

間7付間7.太口光発電の設置を考えるきつかけとして、強く影薔を受け、設置意欲を促
した事柄は何ですか。あてはまる番号を3つまで選んで0印を付けてください。

家族、友人や知人、近隣の人との会話や働きかけ

地域の自治会・町内会、公民館等における太陽光発電関連の活動
NPO・ 市民活動団体による太陽光発電関連の活動
地域行政が実施している太陽光発電に関する補助金制度
4以外の地域行政が実施 している太陽光発電に関する施策
(施策名または内容 :                      )
国が実施している太陽光発電の設置に対する補助金制度
6以外のその他国が実施 している太陽光発電に関する施策
(施策名または内容 :                      )
8 職場での太陽光発電関連の研修・講義、仕事上の取引・体験
9 太陽光発電関連の企業の広告・広報等
10 太陽光発電関連の書籍
11 新聞・雑誌の太陽光発電関連の記事・特集
12 テレビ・ ラジオでの太陽光発電関連のニュースや特集等
13 太陽光発電関連のインターネット上の掲示板やプログ、コミュニティ等
14 その他 (具体的に                          )
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Fo59。 あなたは、現在太陽光発電設置の設置について、
る番号に1つだけ○印をつけて<ださい。

1 具体的な設置予定がある
2 具体的な設置予定はないが設置 したい
3 検討をしてみてから設置を考えたい
4 設置 しない

どのように考えていますか。あてはま

問 9付問 1、 付問 2、 付問 3、 付間 4
に回答 してください

問 9付問 4に回答 してください

間 10.あなたの太陽光発電の設置意向等をおたずね します。(少 し長い説明ですみませんが )
次の説明をよく読んで、質問に回答 して<ださい。

。現在、太陽光発電の設置に対する国や地方自治体による助成制度が導入 されています。

国からは lkWあ た り7万円、地方自治体からは lkWあ た り3～ 7万円程度です。地
方 自治体からの助成は、実施 していない地域 もあります。実施 している地域でも助成

額が異なります。
・一般的には、国と地方自治体の制度を両方、利用することで家庭での一般的な規模 (4
kw)な ら、約 250万 円の設置費用の うち、約 50万円程度が補助され、 200万 円

となります。
問9付間1.太陽光発電を設置する場合、住宅の新設に伴い設置しきすか、既存住宅に設
置しますか。あてはまる番号にいくつでもOEoをつけてください。

1 新規住宅を新たに購入する際に、太陽光発電の設置を行 う
2 現在居住 している住宅の建替え・改修に伴い、太陽光発電の設置を行 う
3 現在居住 している住宅に太陽光発電を設置する
4 わからない

Fo59付問2.太陽光発電を設置したい (検討したい)理由は何ですか。あてはまる番号に
い<つでもOE口をつけてください。

1 自分が利用する電気は自分で発電したい、エネルギーの自給に関心があるから
2 売電収入を得たい 。光熱費を安くしたいから
3 地球温暖化防上の解決に貢献 したいから
4 エネルギーの枯渇問題の解決に貢献 したいから
5 災害時に電気の送電が止まった場合の非常用電源として利用できるから
6 新 しいことなのでやってみたいから
7 社会的に認められるから・他の人に自慢できるから
8 その他 (具体的に                             )

間9付問3.太陽光発電の設置を考えるきつかけとして、強く影響を受け、設置意欲を促
された事柄は何ですか。あてはまる番号を3つまで選んで○印を付けてください。

問9付間4.太陽光発電の設置において、障害となる点、あるいは設置できない (しない)
理由として、どのような点がありますか。あてはまる番号にいくつでもOE口をつけてく
ださい。

1 太陽光発電を設置する必要性や効果が理解できない
2 設置コス トの負担が困難である
3 日当たりが悪く、太陽光発電に向かない
4 屋根の大きさや形状、築年数等から、太陽光発電を設置する場所がない 。設置でき
ない

5 太陽光発電に関する補助金制度がわかりにくい・利用しにくい
6 家族が関心がない 。家族の理解が得られない
7 近隣に太陽光発電を設置 している人がいない 。近隣で日立ちなくない
8 その他 (具体的に                              )
9 障害になることは特にない

るとは限りません (買取価格が下がる可能性があります)。

注 2)余剰電力の買取価格は現在 48円ですが、将来、量産等により設備価格が低下す
ると、買取価格が引き下げられる予定です (例えば、設備価格が半分になると売電

額も半分になる可能性があります。 )

以下では、国の設置助成の利用と固定価格での売電を利用することにな0えて、地方自治体に

よる設置費用を利用した場合など、い <つかのケースを示します、各反のケースの違いをよく
読んで。各反の設置意向をお答えください。

Fo5 10ケ ースA

問10ケースB
国と地方自治体の設置補助 (両方合わせて14万円/kW)を利用する場合、設備費用
の自己負担分は約180万円となり、年間売電額約20万円により、約9年で設置費
用の自己負担分を回収できるとします。あなたは、あなたのお住まいに太陽光発電を
設置しますか。設置するか。しないかのいずれかを選んで、あてはまる番号に1つだ
けOE口をつけてくださしヽ。

r回   答]

1 太陽光発電を設置する
2 太陽光発電を設置しない

問 10ケースC

れかを選んで、あてはまる番号に 1つだけ○印をつけてください。

r回  答1

1 太陽光発電を設置する
2 太陽光発電を設置しない

以下は、ランダムに表示するBJのケース******************:

問10ケース①
国と地方自治体の設置補助 (両方合わせて10万円/kW)を利用する場合、設備費用
の自己負担分は約200万円となり、年間売電額約20万円により、約10年で設置
費用の自己負担分を回収できるとします。あなたは、あなたのお住まいに太陽光発電
を設置しますか。設置するか。しないかのいずれかを選んで、あてはまる番号に1つ
だけO[口をつけてください。

間10ケース②
l詈来的に設備価格が現在の2/3になり、国と地方自治体の設置補助 (両方合わせて
10万円/kW)を利用する場合、設備費用の自己負担分は約120万円となり、年間

いずれかを選んで、あてはまる番号に■つだけ○印をつけてください。

Fo5 10ケ ース③

ll来的に設備価格が 1/2になり、国と地方自治体の設置補助 (両方合わせて 14万
円/kW)を 利用する場合、設備費用の自己負担分は65万 円となり、年間売電額約 8
万円により、約 8年で設置費用の自己負担分を回収できます。あなたは、あなたのお
住まいに太陽光発電を設置しますか。設置するか・ しないかのいずれかを選んで、あ

てはまる番号に 1つだけ○印をつけてください。

rF]  各等1

1 太陽光発電を設置する
2 太陽光発電を設置 しない

国の制度 (7万円/kW)の みを利用する場合、

ずヽれかを選んで、あてはまる番号に1つだけOEllを つけてください。

家族、友人や知人、近隣の人との会話や働きかけ

地域の自治会・町内会、公民館等における太陽光発電関連の活動

NPO・ 市民活動団体による太陽光発電関連の活動
地域行政が実施している太陽光発電に関する補助金制度

4以外の地域行政が実施 している太陽光発電に関する施策
(施策名または内容 :                           )
6 国が実施している太陽光発電の設置に対する補助金制度
7 6以 外のその他国が実施 している太陽光発電に関する施策
(施策名または内容 :                           )
職場での太陽光発電関連の研修・講義、仕事上の取引・体験

太陽光発電関連の企業の広告・広報等

太陽光発電関連の書籍

新聞・雑誌の太陽光発電関連の記事・特集

テ レビ 。ラジオでの太陽光発電関連のニュースや特集等

太陽光発電関連のインターネット上の掲示板やブログ、コミュニティ等

その他 (具体的に                             )

＆

∝

‐０

■

‐２

Ｂ

Ｌ
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Ⅲ.太陽光発電以外の地球温暖化防止に貢献する設備・機器等について、おたすねします。     Flaあなたの普段の行動傾向。志向について、教えて<ださい。次のア～シの項目について、
あてはまる番号に、各腱1つだけOEIlをつけてください。

間 11.地球温暖化防止に貢献する設備。機器等の設置等の実施状況及び今後の実施意向をお
あてはまる番号に、各腱1つだけOEIlをつけてください。

たすねします。次のア～サの各尺の項目について、あてはまる番号に1つだけ0印をつけ

叫拠“
物向いい時』詢喝

3現 在
は実施
して い

な  い
力` 、 い

ず れ 実
施 を検

討 した
い

4現 在
は実施
し て い

なく、今

後 も実

施 す る
つもりは

ない

らなし

ア 省エネ性能の優れた家電製品
イ省ェ永夕雷 へヽの冒糧 , 1 2 3 5

イ 省エネ性 能 の優れ たエコ住 宅
への立て替え・新築

1 2 3 4 5

ウ 省エネ性能を向上させるための
リフォーム(エコ・リフォーム) 1 2 3 5

工 国産材をふんだんに使つた木
2 3 4 5

の買い換え・新規購入
1 2 3 5

力 燃費の艮い新軍 (ハイプリッドカ
ー・電気 自動車以外への買い換
,.黎澪拍 E姜 入

1 2 3 4 5

キ 高効率給湯器 (エコジョーズ、
エコキュート、エコウイル)の設置

2 3 5

ク 薪ストープの設置
1 2 3 5

ケ 木質ペレットストープの設置
1 2 3 5

コ 屋上様化 せ 白緑化
1 2 3 5

サ 省エネナビの設置
1 2 3 5

L最 後に、あなた自身、あるいはご塚族の状況、あなたの考え方をおたすねします。
1 そう
である あた
梁
董
ス

２

ら

い

そ

ス

ち

も

な

ど

と

え

＆

ら

い

い

あ
滅
穴
い

生

ら

そ

な

5そ う
ではな
い

ア 災害などで困つたとき、近所の人
が助けてくれると思う 1 2 3 5

イ 近所に信頼できる友人・知人がい
る 1 2 3 4 5

火青など 四ヾつたとき、1戦場や字
校関連の知り合いが助けてくれる
と思う

1 2 3 4 5

工 職場や 学校関係 に信 頼できる友

人・知人がいる 1 2 3 4

オ 災雷などで困つたとき、趣味や社
会活動で出会つた知り合いが助け
てくれると思う

1 2 4 5

力 趣味や社会活動で知り合つた、信

頼できる友人・知人がいる 2 4

キ 災害などで困つたとき、遠く離れて
いるが、たまに出会う、知り合いが助
けてくれると思う

1 2 4

ク 遠く離れているが、たまに出会う、
信頼できる友人・知人がいる 1 2 4

1 そう
である わ韓崚なな

ち

も

な

ど

と

え

３

ら

い

い

4どち
らかと
そうで
ない

5そう
ではな

ア 新しいものが好きである
1 2 3 4

イ 冨に新しい情報を得るようにしてい
る 1 2 3 5

ワ 冒険が好きである
1 2 3 5

工 常にツ

`戦

をするようにしている
2 3 4 5

オ 自分の力で問題を解決することカ
できると考えている

1 2 3 5

力 自分の判断に自信がある
1 3 5

キ 居住している地域のために役立つ
2 3 5

ク 居住している地域での活動に生き
めれ・ヽやりがいか咸じる 1 3 5

ケ 地球や世界のために役立つことし
がしたい

1 3 5

コ 地球や世界のためになる活動 に生
きがい oやりがいか威 1ヽる 1 3 5

サ 環境問題の解決のために役立つ
こ>力ヽプ″い 1 3 4 5

シ 環境問題の解決のための行動や
活動に生きがいを薫じる

1 3 4 5

F14あなたの近所の人や友人・知人との関係について、教えてください。次のア～クの項目
について、あてはまる番号に、各々1つだけ0印をつけてください。

Fl■ あなたが参加している活動について、教えてください。次のア～クの項目について、あ
てはまる番号に、各々1つだけ0印をつけてください。

Fl.性 BU 1 男性   2 女性

F2年 齢 才

Fa a職業 1 農林漁業の自営・家族従業者
2 商工販売サービス業の自営・家族従業者
3 自由業 (医師、弁護士、著述業等の個人事業者 )
4 2以 外の会社役員・会社経営   5 会社員   6 公務員
7 団体職員    8 学生    9 パー ト・アルバイ ト
10 専業主婦    11 無職    12 そのrlll

F4家 族構成 1 -人世帯  2 -世 代世帯 (夫婦のみ)
3 2世代世帯 〈親と子)  4 3世 代世帯 (親 と子と孫)
5 その他の世帯

Fa世 帯主との 1 世帯主である  2 世帯主ではなυ

F6。 世帯全体の
年間収入 約 万 円

F■ 居住地

都道府県         市区町村

住
住赫嚇掛

Ｌ
年

L住 宅構造 1 木造  2 鉄骨 。鉄筋コンクリー ト造  3 鉄骨造
4 その他 (具体的に                 )

FlQ住宅面積等 延床面積         m2    建築面積        m2
敷地面積         m2

Fll.住宅の建築
時 期

西 暦 年

F12あなたは、あなたの友人や知人、家族と環境問題に関する語をどのようにしていますか。
ア～力について、あてはまる番号に各々1つだけOEllをつけてください。

1 そう
である あ浸
舜
董
ス

２

ら

い

そ

ム

ち

も

な

ど

と

え

ａ

ら

い

い

あ
浸
梁
董
い

生

ら

い

そ

か

5そう
ではな

ア 友人や知人と、よく環境問題に関す
る話をする 1 2 3 4 5

イ 友人や知人に環境問題についての話
をするとき、自分から、多くの情報を提
供する

1 2 3 4 5

ワ 環境問題について、よく人から尋ねら
オιる 2 4 5

工 自分が話しをしたことやアドバイスが、
友人や知人に影響を与えることが多い 1 2 4 5

オ_家族と、よく環境問題に関する話をす
る 1 2 3 4 5

力 家族と環境問題についての話をする
とき、自//」

N/1●ら、多くの情報を提供する 1 2 3 4 5

常

加

い

参

て

１

に

し

ス

2  だ
いた参

加 して

3 とき
どき参
加して

4あま
り参加
してい
ない

参
た

が

し

と

ハ

ｏ
加
こ
ハ

ア 町内会・自治体・住民協議会の活
1 2 4 5

イ 地域の学校運営に関する活動
1 2 3 4 5

ワ 地 域 の祭 ワヤ 李 頂1行事
1 2 3 4

工 地域で行つているサークル活動・
2 3 4 5

オ 職場で行つているサークル活動・

懇親活動 (趣味やスポーツ等 )
1 2 3 5

力 福祉・育児支援・教育・地域づくり
等に関するボランティア・NPO活動 1 2 3 4 5

キ 環境保全・リサイクル・地球温暖化
等に関するボランティア・NpO活動 1 2 3 5

1 2 3 5
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飯田市住民アンケート調査その 1

対 象 :飯田市在住の 20歳以上より,無作為抽出
発送数 :1,500件  回収数 :793件 (回収率 52.9%)

時 期 :2009年 8月 17日 (月)～2009年 9月 10日 (金)

1.環境問題全般について、関心や知識、行動の実態等をおたずねします。

問1.あなたは、現在どのような環境問題に関心がありますか。次のなかで、関心のある環境
問題を選び、0印をつけてください。(0印はいくつても)。

間2.あなたは、環境配慮に関する生活をこころがけていますか。ア～クについて、あてはま
る番号に各々1つだけ0印をつけてください。

間3.あなたは、以下にあげるような環境配慮に配慮した行動をどの程度、行つていますか。
ア～ノの各長について、あなたの行動に最も近いところにO印をつけてください (0印は
各々1つだけ)。

間4.あなたは、国内及び飯田市内でこれまで実施されてきた環境関連の取組みについて、ど
の程度ご存知ですか。ア～コの各々について、あてはまる番号にO印をつけてくださいo
印は各々1つだけ)。

1

2
3
4
5
6
7
8
9
10
11

12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24

地球温暖化
オゾン層の破壊

酸性雨

黄砂

大気汚染

騒音・振動

悪臭
水質汚濁
土壌汚染

地盤沈下

海洋汚染

廃棄物の発生抑制 (リ デュース)や再利用 (リ ユース)、 再生利用 (リ サイクル)の推進
不法投棄など廃棄物の不適正や処理

廃棄物などの最終処分場のひつ迫
ダイオキシンなどの有害な化学物質による環境汚染

内分泌かく乱化学物質 (環境ホルモン)の生物への影響
国内の原生林や湿地帯などといった手つかずの自然の減少

人々の生活の身近にある自然の減少

野生生物や希少な動植物の減少や絶滅

世界的な森林の減少

砂漠化

開発途上国の大気汚染や水質汚濁などの公害環境問題

都市の中心部で気温が高くなるヒー トアイラン ド現象
その他 (具体的に                              )

ｒ
行
い
も
て

・
つ
つ
ス

いたい
行つて

きどき
行つて

）行

い

り

て

い

く行っ
てない

てはま
らない

ア ロ常生砧において節電に勢め
ている 1 2 4 5 6

● 市 ヤ し,さ な い 0房 温 度 、曖
めすぎない暖房温度の設定に
努めている

1 2 3 4 5 6

ウ 家電製品等をIIt入す る際に
は、省エネ性能も考慮 している 1 2 4 5 6

オ 日常生活においてできるだけ
ごみを出さないようにしている 1 2 4 5 6

力 物は修理して長く使うように
している 1 2 5 6

キ ごみは地域のルールに従つて
きちん と分別 して 出す よ うに
l´ている

1 2 4 5 6

トル、空き缶等はリサイクルに
まわしている

1 2 4 5 6

ケ 不用品をバザー、フリーマー
ケッ ト、ガレージセール等のリユ
ース、リサイクルにまわしている

2 3 4 5 6

コ 買い物の時、買い物袋を持参
した り過剰 な包装 を断 つた り 1 2 4 5 6

サ 運転の際には、不必要なアイ
ドリングや空ぶか し、急発進は
しない (自動車を運転 しない場

1 4 5 6

ン 日常生活において節水に努め
ている 1 3 4 5 6

ス 潤や食べかす等を排水 口から

流 さない 1 3 4 5 6

セ 買い物の時は、製品の成分表
示 をチェックして選んでいる

1 3 4 5 6

ソ 企業が作成 している環境報告

書 な どで企業の環境保 全へ の

政糸Rをチェ ック l´ ている
1 3 5 6

夕 企 業 の環 境 保全 の取粗 を促 進

するような金融商品 (エコファ
ン ド筆 ヽ か乗‖用 l´てい る

1 3 4 5

チ_物・サービスを購入するとき
は環境への影響を考えてか ら
撰択 している

1 2 3 5

ツ エコマーク等のついた地球に

や さしい商品を購入す ること
を′)渤 セゞサている

1 3 4 5

テ 地域の関 ヒ活動に参刀口してし
る 1 3 4

卜

る

地域の美化活動 に参カロしてし
1 3 4 5

ナ 地域の自然保護活動 (生き物
の保全活動等)に参加 している 1 2 3

二 地域の環境に関する計画等の

策定活動に参加 している (意見 1 2 3 4

ヌ 地域の省エネルギー

「

勤 (省
エネイベン ト等)に参加 している 1 2 3

ネ 地域のツサイクル活動に参カロ
してυヽる 1 2 3

ノ その他地域の環境保全活動に
参加 している 2 3 6

そ

あで

１

う

る

2 ど
ちらか
という
とそう
である

3 ど
ちらと
もいえ
ない

ｔ
勢
”
う
な

４
ち

と

と

で

ぃ

畑̈か

ア 環 現 に配 慮 した 生 活 をす るよりに心 か けて

いる 1 2

イ 環境に関する情報を人手 した り、主体的
に学習するようにしている 1 2

ワ 経済的なコストや手間がかかつても、できる
だけ環境配慮整 先するようにしている 1 2

工 環境問題のことを友人や知人に伝えたり、
広げたりするようにしている 1 2

オ 近所の環境関連活動に参 7」pするようにして
いる 1 2 5

力 環境関連のNPO活動に参カロするようにし
ている 1 2 3

行動を考えるようにしている 1 2

ク 環境に配慮することは、日分の生きがいだ

と感じている 1 2

r. nTt&
(*ra(l,16

程
て

る

っ

あ
知
ヽ
る

２
度

い

3聞 いたこ
とはある力`、
よく知らない

4 聞いたこ
とがない。全

く知らない

ア チーム・マイナス6%
l 2 3 4

1 2 3 4

ワ 飯田市環境計画(2rいい
だ環境プラン) 1 3

工 地域ぐるみ環境ISO
1 3 4

オ 南信州いいむす21
1 2 3 4

1 3

キ 環境ネッ トワーク
いいだ 1 3 4

ク 飯 田市エコタウンプラン
(天竜峡エコバレープロジ
ェクト)

1 2 3 4

ちモデル事業(まほろば事
ら鷺)

1 3

コ 太陽光市民共同発電 (お
ひさま進歩エネルギー ) 1 3 4
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1 そう思 2 どちら
かというと
そう思う

3 どちら
ともいえ
ない

4どちら
かというと
そう思わ

5 そ,ま
思わない

ア 飯 田市は、環境活動に熱

心な街として、地域外に認
められている

1 2 3 5

イ 飯 田市民の多くが、飯 田

市は環境に熱心な街だと思
つている

1 2 3 5

フ 取 川 中 何 り町 I、 家 募 以 東

を重視し、熱心に取り組ん
でいる

1 2 4

工 飯 田TのNPOは 、環境関
連の活動を活発 に行ってい

る
1 2 4

オ 飯 田市の企業は、環境配

慮を重視し、熱心に取り組
んでいる

1 3 5

力 飯 田市の住民は、環境配

慮に熱心である。 1 3 4

キ 新聞やテレビ、雑誌等は、

飯 田市の環境関連の活動
のことをよく取りあげている。

3 4 5

間 5.あなたは、飯田市の環境関連の施策や市民活動について、どのようにお考えですか。次
のア～キの各長について、あてはまる番号にO印をつけて <ださい (O印は各々 1つだけ)。

問 6.飯田市内でこれまで実施されてきた環境関連の取組みで、あなたの環境関連の考え方や
行動に影響を与えたものがありますか。次のうち、あなたに影響を与えた飯田市の環境関

連の取組みを選び、O印をつけてください。(0印はいくつても )。

1 飯田市環境計画● いヽだ環境プラめ  2地 域ぐるみ環境ISO・ 南信州いいむす21
3飯 田市環境チェッカー       4環 境ネットワークいいだ

o飯 田市エコタウンプラン(天竜峡ェコバレープロジェクト)
6環 境と経済の好循環のまちモデル事業 (まほろば事業 )
7太 陽光市民共同発電 (おひさま進歩エネルギー)
8グリーンツーリズム・エコツーリズム(南信州観光公社名等)
9ヮーキングホリデー飯田
10 その他 (具体的に                             )

た場合
は、あなたの環境関連の者

具体的に記入して <ださい。

間 7.間 6で示した飯田市でこれまで実施されてきた環境関連の取組み以外で、あなたの環境
関連の考え方や行動に、影響を与えたものがありますか。あなたに影響を与えた取組み (テ
レビの番組、長野県や国の施策、企業の環境広告等)の内容と、どのような影響を受けたか
について、できるだけ具体的に記入 してください。

Ⅱ.地球温暖化や太陽光発電等について、あなたの意識、行動の実態をおたすねします。

F・59.あなたのお住まいでは、現在、太陽光発電 (太陽光パネル)を設置していますか。
はまる番号に1つだけO印をつけてください。

問9付問 1へお進みください。

問10へお進みください。

あて

間 9付間 1.

西

太陽光発電を設置したのはいつですか。西暦の数字でお答え<ださい。

年暦

→ 回答後、申 進みください。

間 10。 あなたの太陽光発電の設置意向をおたすねします。く少し長い説明ですみませんが)次
の説明をよ<読んで、質Fo5に回答して<ださい。

【説 明】

11.あなたは、太陽光発電について、どのように考えていますか。次のア～力の項目につ
いて、あてはまる番号に、各々1つだけ○印をつけてください。

間 12.あなたは、飯田市内で進められている市民共同発電事業 (おひさま進歩が実施)につ
いて、どの程度知っていますか。あてはまる番号に 1つだけOE口をつけてください。

*市民共同発電 とは、市民が出資 しあつて、学校や保育園等の屋根の上に太陽光発電を設置
し、発電 した電気を売り、収入の一部を出資者にお返 しする仕組みのことです。

1 よく知っている
2 関いたことはあるが、よくは知らない
3 聞いたことがなかつた

間13.あなたは、飯田市内で進められている市民共同発電事業との関わりをおたすねします。
あてはまる番号にいくつてもOElを つけてください。

1 自らが市民共同発電事業に参加・協力 している
2 家族や普段つきあいのある人が、市民共同発電事業に参加・協力 している
3(あ まりつきあいはないが)知っている人が、市民共同発電事業に参加・協力している
4 市民共同発電事業に参カロ・協力 している人で知つている人はいない

間 14あなたは、飯田市内で進められている市民共同発電事業への出資について、おたすね
します。次のうち、あてはまる番号に1つだけOEDをつけてください。

1 既に出資 している
2 況在は出資 していないが、今後出資 したい
3 出資するかどうかはわからないが、検討 してみたい
4 出資をするつもりはない
5 よくわからない

‘
ロ【回

問

*平成 21年度か ら、太陽光発電の設置に対する国や飯田市の功成制度が導入 されています。
国 と飯田市の制度を両方、利用することで、家庭での一般的な規模 (4kwlな ら、約 250
万円の設置費用のうち、50万円程度が補助され、200万 円程度の自己負担 となります。
*ぞ

雪3宗書睾夢霞考号・ こ携像響詰鍵男ギ男雲需発語譴嬌鶴会徐ギ燿霧尋辟筈認:宇もξ諄懇今まゴ子覆壬当圭蛋賃生
200万 円の設置費用を売電により回収することができます (20年目以降は売電分があなた
の収入となります )。

*さ らに、余剰電力の買取価格を 2倍程度 (50円 kw/h以上)に引き上げられることが検討
されています。そうなると、
ができます (10年

太陽光発電を設置 したい

太陽光発電の設置を検討 したい

太陽光発電の設置に関心があるが、設置するかどうかはわからない

太陽光発電の設置に関心がない 。設置 しない

わからない

そ

るあ

１

で

2 どち
らかとい
うとそう

3 どち
らともい
えない

4 どち
らかとい
うとそう
でない

5 そう
で はな

ア 太陽光発電を導入すること

で、地球温暖化等の問題解
決 に貢献できると考えてい

1 4

イ 太陽光発電は、設置や維持
がめんどうであると考えてい

る・感じている
1 3 5

ワ 太陽光発電の設置コストが
高く、負担できないと考えて
いる・感じている

1 2 4

工_太陽光発電の設置により、
電気代 を安くす ることができ

ると考えている・感じている

1 3 4 5

オ 太陽光発電の導入を支援

する、行政の施策が活発で

あると考えている・感じている
1 3

が増えていると考えている・
感じている

1 4

をつけてください。ここで、地球温暖化防止の

そ
るあ

１

で
う
い

”り
牢吸な蓄

らともい
えない

4 どち
らかとい
うとそう
でない

っ

な

て

ま

ｏ

で

い

ア 地球温暖化が進行しており、危
1

の暮らしにあり、その改善が必要 1 2

ウ 地 球 温 暖 化 対 策 をとることは 次
IH社のキあの頭 冊 社 の恙 落 で感 1

工 自らの行動が地球温暖化問題
の解決につたがる

1 5

がかかりめんどうである
1

力 _地球温暖化 防止行動は、お金
がかかる・家計の負担となる

1 4

キ 地球温暖化防止行動は、家計
1 5

ク 地球温囲 ヒ防止行動は、おもし

ろくてやりがいがある
l 5

ケ 地球 温暖化 防止行動 は、日ら

の健康で安全な生活につながる
1 5

コ 地球温暖化防止行動に関し
1 3 5

族や知人・友人が熱心である
3 4 5

シ 地球温暖化のために決められ

たルールを守ることが大事である
1 3 4 5

ス_地球温暖化問題を解決しなけ
1 3 4 5

うと心がけている
2 3 4 5
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1 そり
である
2 ど
ちらか
という
とそう

3 ど
ちらと
もいえ
ない

4 ど
ちらか
という
とそう
マヽオ́1′ヽ

5そうで
はない

ア 反人や知人と、よく環境問題に関す

る話をする 1 2 5

イ 友人や知人に環境問題についての話

をするときt自分から、多くの情報を提
仕 十 ス

1 2 3 4 5

ワ 環境問題について、よく人から尋ねら
れる 1 2 5

工 環境問題の話をするとき、自分から話
をするより、人の話を聞くことの方が多 1 2 4 5

オ 自分が話しをしたことやアドバイスが、

友人や知人に影響を与えることが多い 1 2 3 5

Ⅲ.環境に関する情報の入手等の状況についておたすねします。

問 lLあなたは、あなたの友人や知人と環境問題に関する語をどのようにしていますか。ア
～オにつLlて、あてはまる番号に各々1つだけ0印をつけてください。

間 lQあなたは、環境問題に関する知識や環境保全のための方法などに関する情報を、以下
からどの程度入手していますか。ア～セの情報源について、あてはまる番号に各々1つだ
け0印をつけてください。

M最 後に、あなた自身、あるいはご家族の状況、あなたの考え方をおたすねします。

F6.あなたの普段のこころがけについて、教えてください。次のア～クの項目について、あ
てはまる番号に、各々1つだけ0印をつけてください。

F7。 あなたの近所の人や友人・知人との関係について、教えてください。次のア～キの項目
について、あてはまる番号に、各々1つだけOElをつけてください。

質問は以上です。ご協力ありがとうごさいました。返送用封筒にいれ、投□してください。

Fl.性
=J

1男 性
2 女性

F2年 齢 1 20～ 29歳
2 30～ 39歳
3 40～ 49歳
4 50～ 59歳
5 60～ 69歳
6 70歳以上

Fa口 贈業 1 農林漁業の自営・家族従業者
2 商工販売サー ビス業の自営・家族従業者
3 自由業 (医師、弁護士、著述業等の個人事業者 )
4 2以 外の会社役員・会社経営
5 会社員
6 公務員
7 団体職員
8 学生
9 パー ト・アルバイ ト
10 専業主婦
11 無職
12 その他

F4t家族構成 1 -人 世帯
2 -世 代世帯 (夫婦のみ )
3 2世 代世帯 (親と子 )
4 3世 代世帯 (親と子と孫 )
5 その他の世帯

Fユ 居住地 1 橋北   2 橋南   3 羽場   4 丸山   5 東野
6 座光寺  7 松尾   8 下久堅   9 上久堅  10 千代
11 龍江   12 竜丘   13 川路   14 三穂   15 山本
16 伊賀   17 鼎    18 上郷   19 上村   20 南信濃

К討
Ｌ
入

る

2
時 々入

手する

り入 手

晩 い

わ似
晩

生
た

手

い

ア 書籍から
1 2 4

イ 新聞囃 誌の記事から
1 2 4

ウ テレビ・ラジオのニュース番組から
1 2

工 家族や友人・知 人から
2 4

オ インターネットやメール(メールマガジン等)から
1 2 4

力 勤務先。取引先など仕事を通じて
1 2 3

キ 企業の広告、広報誌、バンフレット、環境 (CSRl
報告書から

1 2 4

スーバーマーケットヤllL域の流IE栗右カツ
1 2 4

ケ 飯 田市の広報誌あるいはバンフレットから
1 2

コ PTAK・ 目治体等の地域の青動を通じて
1 2 4

サ シンポジウムや講演会、市民大学等を通じて
1 2 4

シ 生協活動やボランティア活動等の社会活動を通

じて
1 2 3

ス 環境保護団体や環境NPOの広報話やバンフレ
ットから

1 2 4

セ エコ製品やサービスを展示するイベンMヽら
1 2 4

1 そう
である
2 どち
らかとい
うとそう

3 どち
らともい
えない

4 どち
らかとい
うとそう

5 そう
で は な
い

ア ロ分の健康によいことを行うように
している 1 2 3 4 5

イ 自分の健康や家族の健康を大事
にしている 1 2 3 4 5

ウ 必要なものに、合理的にお金を使
うようにしている 1 3 4 5

工 人生において、お金が大事だと考
えている 1 3 4 5

オ 社会の役に立つことをしたいと考

えてυ`る 1 3 5

力 仕 会 の多 くの人 々の幸 せ を願 つて

いる 1 2 3 4 5

考えている 1 2 3 4 5

ク 自然や環境の保全にもつと配慮す
べきである 1 3 4 5

1 そう
である
2 どち
らかとい
うとそう

3 どち
らともい
えない

4 どち
らかとい
うとそう

5 そう
で は な
い

ア 災害などで困つたとき、近所の人
が助けてくれると思う 1 3 4 5

イ 近所に住んでいる人を信頼できる
1 3 4

ウ 近所に住んでいるほとんどの人と

面識・交流がある 1 3 4 5

工 近所に4言頼できる友人・知人がい

る 1 3 4 5

オ 職場や学校関係の信頼できる友

人・知人がいる 1 3 4 5

力 趣味や社会活 動で知 り合つた友

人・知人がいる 1 3 4

キ 遠く離れているが、たまに出会う友

人・知人がいる 1 3 4 5
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飯田市住民アンケート調査その2
対 象 :飯田市在住の 20歳以上 69歳以下
・総回収目標数を 1,0∞ 件とし 母集団に比例する年代別の回収

目標数を設定し,これに 2009年に実施した同様のアンケート
調査の年代別回収率を乗することで年代別の抽出数を求めた。

年代別の抽出は無作為抽出.

発送数 :2,076件  回収数 :1,105件 (回収率 53.2%)
時 期 :2012年 4月 2日 (月)～2012年 4月 20日 (金 )

どのように考えていますか。次のア～クの

1 地球温暖イとによる気候の変化 〈気温上昇、降水量の変化等 )
2 石油等のエネルギーの枯渇・不足
3 発電施設の不足による停電
4 原子力による放射能汚染
5 大気汚染
6 水質汚濁
7 不法投棄など廃棄物の不適正や処理
8 廃棄物などの最終処分場のひっ迫
9 国内の原生林や湿地帯などといつた手つかずの自然の減少
10 人々の生活の身近にある自然の減少
11 野生生物や希少な動植物の減少や絶滅
12 野生鳥獣による農業等への被害
13 その他 (具体的に                           )

I.環境やエネルギー問題について、関lbや知識、行動の実態等をおたずねします。

問1.あなたは、飯田市における環境やエネルギーに関する問題のうち、どのような問題の影
薔が深刻だと思いますか。次のなかで、影響が深刻だと思う問題を選び、O印をつけてく
ださい。(0印はいくつても)。

間2.あなたは、10年位前と最近の数年間を比較して、あなたは、身の回りの気候の変化と
その影響をどの程度、実感していますか。次のア～キの項目について、あてはまる番号に、
各尺1つだけ0印をつけてください。

間3.この数年間の気候の変1じとその影響について、あなたの■の回りで実感していることを
教えてください。間2で回答した内容とそれ以外のことも含めて、どのような気候の変化
により、何にどのような影薔が起こっているかを具体的に記述してください。

間5。 あなたは、エネルギー問題や節電について、どのように考えていますか。次のア～キの
項目の各々について、あてはまる番号に、各々1つだけO印をつけてください。

間6。 あなたは、地球温暖化やエネルギーに関連した行動をどの程度、行つていますか。次の
ア～ケの各々につしヽて、あなたの行動に最も近いところにO印をつけてください (0印は
各々1つだけ)。

そ

るあ
１

で

2 どち
らかとい
うとそう

3 どち
らともい
えない

4 どち
らかとい
うとそう
でない

っ
な
て
ま
ｏ
一ヾ

い

ア 地球規模の気候変化が進行
しており、世界的に影響 (被 1 2 3 4 5

イ 地球規模の気候変化 が進行
しており、飯 田市にも影響 (被
告)がある>咸 lヽてぃス

1 2 3 4 5

ウ 将来的に、地球規模の気候
変化はますます進行し、危機
的状況に/■・ると考えてぃる

1 2 3 5

工 最近の気候変化は、二酸化
炭素等の増カロによる地球温暖
化が原因であると考えている

1 2 3 4 5

オ |二酸化炭素等のツト出削減
のための対策」を行なう必要
があると考えてい/1

1 2 3 4 5

力 1気候変化 による影 響 (被
害)を防ぐための対策」を行な
うス車がわ 老 ,てし%

1 2 3 4 5

キ |二酸化炭素等の排出肖」減
のための対策」を、自分 自身
が 生 淵け1■ ら,′ ,、 力ゞ け で い ス

2 3 4 5

ク 1気候変化による影響 (被害 )
を防ぐための対策」を、自分自 1 2 3 4 5

】蜘減

る
実

あ

ぁ
度

が

２
程

感

る

らともい
えない

4 あま
り実 感
がない

5 全く
実感が
ない

1 2 3 4

イ 降水の変化 (降水 量の増加等 )
1 3 4

ウ 冬の降雪の変化 (積雪の減少、
降雪の質の変化等 ) 1 3 4

工 気候の変化 による晨作物 啄 稲

や果樹等)の品質低下・収量減少 1 3

オ 気候の変化による夏の熱中症

体調悪化など健康被害 1 3

雨、豪雨、台風等による風水害 1 3 4

キ 気候の変化による生思してし

る生物の種類の変化 2 4

ク 気候の変化 による植物の開花
時期、紅葉時期等の変化 1 4

1 そう
である
2 どち
らかとい
うとそう
である

3 どち
らともい
えない

4 どち
らかとい
うとそう
でない

ぅ
な
そ

ま

５

で

ぃ

ア 石油等のエネルギーの枯渇
や価格高騰が近い将来に起 1 3 4

イ 今後も原子力発電所の停止

等により、夏や冬の節電が求
められると感じている

1 3 4

ウ 太陽光や太陽熟、水力、木
質エネルギー等の再生可能
なエネルギーの普及が必要で
あると者えている

5

エ エネルギー消費量を減らす

省エネルギー の推進 が必要
であると考えている

2 4

オ 原子力発電所の安全確保と
運転再開が必要であると考え
ている

1

力 再生 可能なエネルギーの普

及の支援や設置を、自分 自身
が窯縮 1´■うル′)、がけていス

1

キ エ不ルキー消費量を減らす
省エネルギー行動を、自分自
身が実施しようと心がけてしも

1 4

ヽ 1

等

1   い
つも行
つてい

2  だ
い た い

行 つ て

と

き

て

ど

っ
る

３
き
行
い

め
行

い

り

て

ハ

４
ま

つ
か

笠

つ
な

行

い

ｏ
く

て

‐′、
ア 日常生活において節電に努め
ている 1 2 4 5

イ 伶や しすきない冷房温度、暖
めすぎない暖房温度の設定 に
努めている

1 2 4 5

ワ 移動の際はバスや鉄道等の公
共交通や 自転車等をできるだ

け利用 している
1 2 3 5

工 夏場は、熟中症予防のため、
水分補給や家族への注意等 に
気をつけるようにしている

1 2 3 5

オ 豪雨による水害等について、
住宅の安全や避難場所 。避難経
路の確認や避難のための備 え
等をしている

1 2 3 5

力 晨作物や草花を育てるとき、
気候変化を考え植 える時期や
育て方に気を付けている

1 2 3 5

キ 地球温暖化やエネルギーに関
連するイベン ト、講座や研修、
学習会等に参加 している

1 2 3 5

ク 地球温暖化やエネルギーに関
連する地域の自治会活動、NP
O活動等の企画・運営に参加 し
ている

1 2 3 5

ケ 地球温暖化に関して、家族、
友人や知人、近隣の人と話 しを
するようにしている

1 2 3 5
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Ⅱ。太陽光発電利用等について、あなたのお住まいの状況やお考えをおたすねします。

問7.あなたのお住まいでは、現在、太陽光発電 (太陽光パネル)を設置していますか。あて
はまる番号に1つだけOEDをつけて<ださい。

問 7付問 1、 付問 2、 付問 3、 付問 5に回答
後、間 8へ。

問 7付問 4へお進みください。

間7付間 1.あなたがお住まいに設置している太陽光発電は、住宅の新築の際に設置した
ものですか、既築住宅に後から設置したものですか。あてはまる番号に 1つだけOE口を
つけてください。

1 新築住宅に設置 した
2 既築住宅に設置 した

間7付 Fo3 2.太陽光発電を設置したのはいつですか。西暦の数字でお答えください。

年西 暦

Po37付 Fo3 3.太 陽光発電を設置する際の補助金等の利用状況を教えて<ださい。あてはま
る番号にいくつてもO印をつけてください。

1 国が実施している住宅用太陽光発電の設置に対する補助金制度を利用した
2 飯田市が実施している住宅用太陽光発電に関する補助金制度を利用した
3 飯田市が協rJJで実施している初期投資0円 で太陽光発電を設置する事業を利用した
4 住宅用太陽光発電によつて発電された電力の買取制度を利用した体J用している)
5 どの助成制度も利用 していない・ 自己資金だけで設置 し、運用 している
6 その他 (具体的に                            )

*間7付問 1、 付 Fo32、 付Fo53に 回答された方は、問 7付問 5にお進みください。

Po57付 Po34.(Fo3 7で 2に回答された方に)飯田市の補助金を利用 した、あなたのお住ま
いでの太陽光発電の設置意向をおたすねします。次の説明をよく読んで、質 Fo5に回答し
てください。。

明】

Ⅲ.本質バイオマス機器 (薪ストープ・薪ポイラー・ペレットストープ・ペレットボイラー)
について、あなたのお住まいの状況やお者えをおたすねします。

問8.あなたのお住まいでは、現在、本質ノヽイオマス機器 (薪ストープ・薪ポイラー・ペレッ
トストープ。ペレットボイラー)を設置していますか。あてはまる番号に1つだけOE口を
つけて<ださい。

問 10付問 1、 付問 2、 付問 5に回答後、間
9-。

問 10付問 3へお進みください。

間 8付間 1.本質バイオマス機器を設置したのはいつですか。西暦の数字でお答え<ださ
い。複数の機器がある場合は、最も最近に設置 した機器についてお答えください。

西  暦

Fo58付 間 2.設置した本質バイオマス機器の種類を教えて <ださい。あてはまる番号にい
くつても○印をつけてください。

1 薪 ス トープ   2 薪ボイラー   3 ペ レッ トス ト
4 ペレットボイラー

*Po98付 Po3 1、 付間 2に回笞された方は、Fo58付 間 5にお進みください。

問 8付間 3.(間 8で 2に回答された方に)あなたのお住まいでの本質バイオマス機器設
置意向をおたすねします。次の説明をよ<読んで、質問に回答してください。。

闘  明】

饉巫 下 要孵 受窪劃
【質 Po3】 飯田市の補助金を利用するとして、本質バイオマス機器をあなたのお住まいに
設置したいと思いますか。あてはまる番号に1つだけ0印をつけてください。

*太陽光発電の設置に対する国や飯田市の助成制度が導入されています。家庭での一般
的な規模 (4k■・lな ら、約 220万 円の設置費用のうち、国と飯 田市の制度を両方、
利用することで、 19o万円程度の自己負担 となるとします (こ の補助金額等は平成
23年度の場合であり、新年度の補助金額は異なることがあります )。
*発電 された電力にうち、自宅で消費する部分以外 (余剰電力)は、電力会社に売る (売
電)こ とができます。余剰電力の買取価格が現状 (42円 kw/h)だ と、約 10年で、
200万円の設置費用を売電により回収することができます (10年 目以降は売電分が
あなたの収入とな ります )。

1 本質バイオマス機器を設置したい~~~~~~~~

2 本質バイオマス機器の設置を具体的に検討したい―
3 木質バイオマス機器に関心があるが、設置するか―
どうかはわからない

4 木質バイオマス機器設置に関心がない 。設置しない
5 わからない

問 8付問 4と
付問 5に ご回答
ください。

問 8付間 6に
ご回答 ください。

【質 Fo5】 国と市の設置補助制度の両方を利用し、余剰電力の売電を行うとして、あなた
のお住まいに太陽光発電を設置したいと思い議すか。あてはまる番号に1つだけ○印を
つけてください。

1 太陽光発電を設置したい
2 太陽光発電の設置を具体的に検討 したい
3 太陽光発電の設置に関心があるが、設置するかどうか
はわからない
4 太陽光発電の設置に関心がない・設置しな
5 わからない

間 7付問 5に
ご回答ください。

問 7付問 6ヘ
ご回答 ください。

問8付 Fo04.設置したい本質ノヽイオマス機器の種類を教えてください。あてはまる番号
にい<つてもO印をつけてください。

1 薪ストーブ
2 薪ボイラー
3 ペレットストープ
4 ペレットボイラー

Fo38付 Po35.(問 8で 1、 あるいはFo58付 Fo53で 1～3に回答された方に)あなたのお住
まいが本質バイオマス機器を設置している理由 (あるいは、今後本質バイオマス機器
を設置したい理由)を教えてください。あてはまる番号にいくつでも○印をつけてく
ださい。
回答後、Fo3 9にお進みください。

1 地球温暖化防止の解決に貢献できる
2 エネルギーの枯渇問題の解決に貢献できる
3 地域の環境政策や産業の発展に貢献できる
4 利用する電気を自分で発電できる、エネ/1/t―の自給に関心がある
5 売電収入を得 られる 。光熱費を安くできる
6 災害時に電気の送電が上まった場合の非常用電源 として利用できる
7 木質バイオマス機器を設置すると、生活の楽 しみが増える
8 新しいことなのでやつてみたい
9 社会的に認められる
10 その他 (具体的に

問 8付Fo56.(Fo58付 Fo5 3で 4あるいは 5に回笞された方に)あなたのお住まいが本質バ
イオマス機器を設置しない理由を教えてください。あてはまる番号にい<つでもO印
をつけてください。

1 本質バイオマス機器を設置する必要性や効果が理解できない
2 設置コス トの負担が困難である
3 燃料となる薪や木質ペ レットの調達が困難である
4 燃えた後の灰の後始末が手間である
5 木質バイオマス機器を設置する場所がない・設置できない
6 火災等の安全性に不安がある
7 木質バイオマスに関する補助金制度がわかりにくい・利用しにくい
8 家族の関心がない 。家族の理解が得られない
9 木質バイオマス機器を設置している人が少ない 。日立ちなくない
10 その他 (具体的に                          )

間7付 Fo55.(問 7で 1、 あるいは間7付間4で 1～ 3に回答された方に)あなたのお住
まいが太陽光発電を設置した理由 (あるいは今後、太陽光発電を設置したい理由)を
教えてください。あてはまる番号にい<つても○印をつけてください。

1 地球温暖化防止の解決に貢献できる
2 エネルギーの枯渇問題の解決に貢献できる
3 地域の環境政策や産業の発展に貢献できる
4 利用する電気を自分で発電できる、エネルギーの自給に関心がある
5 売電収入を得 られる・光熱費を安くできる
6 災害時に電気の送電が止まった場合の非常用電源 として利用できる
7 太陽光発電を設置すると、生活の楽しみが増える
8 新 しいことなのでやってみたい
9 社会的に認められる
10そ の他 (具体的に

F・57付問6.(問 7付間4で 4あるいは5に回笞された方に)あなたのお住まいが太陽光
発電を設置しない理由を教えてください。あてはまる番号にいくつても○印をつけて
ください。

1 太陽光発電を設置する必要性や効果が理解できない
2 設置コス トの負担が困難である
3 日当た りが悪 く、太陽光発電に向かない
4 屋根の大きさや形状、築年数等から、太陽光発電を設置する場所がない・
設置できない

5 暴風等の被害を受けるなど、安全性や維持に不安がある
6 太陽光発電に関する補助金制度がわかりにくい・利用しにくい
7 家族の関心がない・家族の理解が得られない
8 太陽光発電を設置している人が少ない・ 目立ちなくない
9 その他 (具体的に                         )
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Ⅳ.市民共同発電事業への出資について、あなたお考えをおたすねします。

問 9。 あなたの市民共同発電事業への出資置意向をおたすねします。次の説明をよく読んで、
質問に回答してください。

【脱  EE】

*市民共同発電事業は、一般市民の方から出資を得て、その資金により、やや大規模な
太陽光発電や木質バイオマスボイラー、小水力発電を設置する事業です。発電による

売電収入等は、出資者に配当されます。自分で設置 しなくとも、再生可能エネルギー

の普及に貢献できる事業で、配当があり、資金運用にもなります。

*飯田市内では、既に太陽光発電を市内公共施設等の屋根に設置する事業を市民共同発
電事業の方法で実施 し、実績をあげています。

*飯田市では、この事業を新たに拡大し、さらに太陽光発電以外も含めて、新たな市民
共同発電事業を展開することを検討しています。

F7.あなたの近所の人や反人・知人との関係について、教えてください。次のア～キの項目
について、あてはまる番号に、各々1つだけ0印をつけてください。

F8。 あなたは、あなたの友人や知人と環境問題に関する話をどのようにしていますか。ア～
工について、あてはまる番号に各々1つだけ○印をつけてください。

F9。 あなたの地区活動への参加状況をおたすねします。次のア～セの活動について、あては
まる番号に、各々1つだけ○印をつけてください。

【質 Fo5】 新たな市民共同発電事業について、あなたは今後、出資をしたいと思いますか。
あてはまる番号に1つだけ○印をつけてください。既に出資されている方も今後の出資
意向をお答えください。

問 9付問 1と
付問 2、 付問 3に
ご回答 ください。

問 9付間4に
ご回答 ください。

Po39付間1.何□

約

(1□ 10万円)程度を出資したいと思いますか。

Fo59付間2.出資した資金は、どのような再生可能エネルギー設備に使って欲しいですか。
あてはまる番号にいくつでも○印をつけてください。

1 太陽光発電
2:木質バイオマスボイラー
3 小水力発電
4 その他 (具体的に                          )

問 9付 Po33。 あなたが、今後、市民共同発電事業に出資 したい理由を教えてください。あ
てはまる番号にいくつでもOE口をつけてください。回答後、Ⅳにお進みください。

1 エネルギーの枯渇問題の解決やエネルギーの自給に貢献できる
2 地球温暖化防止の解決に貢献できる
3 地域の環境政策や産業の発展に貢献できる
4 資金があり、運用先を検討 している
5 発電による収益性が見込め、配当が見込める
6 市役所が進める事業であれば、出資先として信用できる
7 市民共同発電に出資すると、 どのように活用 されるか、楽 しみになる
8 新 しいことなので、やってみたい
9 社会的に認められる
10 その他 (具体的に                         )

問9付間4.(問 9で 4あるいは5に回答された方に)あなたが、市民共同発電に出資し
ない理由を教えてください。あてはまる番号にいくつでも○印をつけてください。

1 太陽光発電や木質ボイラー、小水力発電を設置する必要性や効果が理解でき
ない

2 地球温暖化やエネルギー問題に関心がない
3 出資への配当がきちんとされるかどうか不安である
4 資金運用をするなら、他によい運用先がある
5 出資する資金がない
6 市民共同発電の仕組みがわか りにくい・利用 しにくい
7 家族の関心がない・家族の理解が得られない
8.市民共同発電に出資 している人が少ない 。日立ちたくない
9.そ の他 (具体的に                          )

Ⅳ.最後に、あなた自身、あるいはご家族の状況、あなたの考え方をおたすねします。

そ
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１
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い
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ち
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と

3 ど
ちらと
もいえ
ない

4 ど
ちらか
という
とそう

5 を́う
ではな
い

ア 災害などで困つたとき、近所の人が助
けてくれると思う 1 2 5

イ 近所に住んでいる人をイ言頼できる
1 2 4

ウ 近所に住んでいるほとんどの人と面

識・交流がある 1 2 5

工 近所に4言頼できる友人・知人がいる
2 3 4

ォ llrl場ゃ学校関係のイ言頼できる友人・知
知 れ るヽ 1 2 4

力 趣味や社会活動で知り合つた友人・知

人がいる 1 2 4

キ 遠 く離れているか、たまに出会 ,反人・

知人がいる 1 2 5
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5そ う
ではな
い

ア 友人や知人 と、よく環境問題 に関す

る話をす る 1 2 3 4 5

イ 友人や知人に環境問題についての

話をするとき、自分から、多くの情報を l 2 3 4 5

フ 県現問題について、よく人から尋ねら
オしる 1 2 4 5

工 自分が話 しをしたことやアドバイス
が、友人や知人に影響を与えることが

“

Lぃ
1 2 4 5

1 常に疹
カロして
いる

だい■
い参カロ

してい

3 ときと
き参加
してい

1 あま!
参カロして
いない

ｍ

と豹た
が
朴

ア 地区の清掃活動
1 2 4 5

イ 地区の防災活動
2 3 4 5

ウ 地区のごみ収集等に関する活動
1 2 4 5

工 公民館での字級・講座活動 (目然や

環境関連 )
1 2 4 5

オ 公民館での学級・講座活動 (子育て、
郷上、健康、芸術、多文化関連等)

1 2 5

力 公民館での 自然体験関連活動
1 2 3 4 5

キ 公民館での文化活動 (コンサート、人

形劇等 ) 1 2 4 5

ク 公 民館 でのスポーン青 勁・スホ ツ六
1 2 4 5

グ 地城の字検連宮に関す る活動 (P
TAの 活動等 ) 1 2 3 4 5

コ 地域の祭 りや季節行事
1 2 4 5

サ NPO等雨民活動団体による地球温
暖化やエネルギー関連の活動 1 2 4 5

シ NPO等 雨民砧動団体による廃乗物・
リサイク関連の活動

2 4 5

ス NPO等市民活動団体による自然保
護や自然活用関連の活動 1 2 5

セ その他、NPO等市民活動団体による
地域づくりや教育等の関連活動 1 2 3 4 5

Fl.性別 1 男性     2 女性

F2.年齢 1 20～ 29歳   2 30～ 39歳  3 40～ 49歳
4 50～ 59歳   5 60～ 69歳  6 70歳 以上

F3.c~m業 1 農林漁業の自営・家族従業者
2 商工販売サー ビス業の自営・家族従業者
3 自由業 (医師、弁護士、著述業等の個人事業者 )
4 2以 外の会社役員・会社経営
5 会社員     6 公務員

7 団体職員    8 学生    9 パー ト・ アルバイ ト
10 専業主婦   11 無職     12 その他

F4.家族構成 1 -人 世帯      2 -世 代世帯 (夫婦のみ )

3 2世 代世帯 (親と子)  4 3世 代世帯 (親と子と孫 )

5 その他の世帯

F5.居住地 1 橋北   2 橋南   3 羽場    4 丸山   5 東野
6 座光寺  7 松尾   8 下久堅  9 上久堅  10 千代
11 龍江   12 竜丘   13川 路   14 三穂   15 山本
16 伊賀良  17 鼎    18 上lF5  19 上村   20 南信濃

F6.住居形態 1 -戸 建て
"ち
家)  2 -戸 建て債 貸 )

3 集合住宅← ち家)  4 集合住宅債 貸)  5 その他
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質Fo3は以上です。ご協力ありがとうございました



「環境イノベーションの普及と地域環境力の形成」

の相互作用を高める地域施策の研究

～住宅用太陽光発電と長野県飯田市に注目して～

白井 信雄




